
事業数

1 ～ 10 62

11 ～ 23 58

24 ～ 42 75

43 ～ 56 61

57 ～ 64 53

65 ～ 68 14

69 ～ 77 32

355

事業数

243

41

20

7

44

355

※「静岡市子ども・子育て・若者プラン　第6章静岡市子ども・子育て支援事業計画」に係る事業は、事業名欄に★を記載しています。本計画は、令和2年度から令和6年度を

計画期間としているため、令和8年度末目標値欄には、計画に基づいた令和6年度末の目標値を記載しています。

資料２-2

（注）この評価は、基本的に令和８年度末目標値に対する現時点での達成状況であるが、単年度で完結する事業（例：毎年度開催する講座など）については、単年度ごと
の達成状況等を評価している。

基本目標・施策目標

合計

基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】　

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】　

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

目標に対する評価

令和２年度　進捗状況一覧表
「静岡市子ども・子育て・若者プラン」

施策目標２　子育てと仕事の両立を支援する環境づくり

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

ページ数

令和８年度末目標値達成基準

A 計画目標に対し、現時点で８割以上達成している。

B 計画目標に対し、現時点で５割以上８割未満達成している。

合　　　　　　　計

C 計画目標に対し、現時点で２割以上５割未満達成している。

D 計画目標に対し、現時点で２割未満達成している。

評価対象外 （目標値を定めないもの、すでに終了した事業、令和３年度新規事業、令和２年度実績なし等）



1

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策１　子どもの健やかな心身をはぐくむための支援

再掲
(62)

1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

継続
認定こども園等の運
営★

市立こども園において質の高い教
育・保育を提供するとともに、子ど
ものための教育・保育給付の円滑な
支給等を図り、私立園における質の
高い教育・保育を確保します。

市立こども園・私立こども園、保育
所等における質の高い教育・保育の
実施

（幼保支援課分）
市立こども園
2,864,002

私立こども園等
14,601,062

（こども園課分)
796,037,230

市立こども園における教育・保育の実施及び
施設の維持管理を図るとともに、国が定めた
単価に基づき、私立こども園等に対して、適
正に給付費を支弁した。

市立：61園（こども園54、特例保育施設
（山間地）４、小規模（待機児童園）３）
私立：154園（幼稚園２、こども園51、保
育所56、小規模41、事業所内4）

A

（幼保支援課）
国が定めた単価に基づき、適正
に給付費を支弁することによ
り、各施設において確実に教
育・保育が実施された。
（こども園課分)
市立こども園における教育・保
育を目標どおり実施した。

（幼保支援課）
処遇改善等加算の実績確認
方法の改定等について引き
続き園への周知を行い給付
額の算定を適切に行う。
（こども園課分)
保育教諭等の人材不足

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

4

1
1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

継続
認定こども園等の整
備★

待機児童を解消するとともに認定こ
ども園を普及するため、認定こども
園等の定員拡大、新設、認定こども
園への移行等のために必要な施設整
備のための費用を補助します。

既存保育施設の定員増：▲８人
私立幼稚園の認定こども園移行：
176人
認定こども園等の新設：90人
小規模保育事業等の新設：180人

756,976

既存保育施設の定員増：▲46人
私立幼稚園の認定こども園移行：45人
認定こども園等の新設：0人
小規模保育事業等の新設：126人

A

幼稚園の認定こども園への移行
の促進や小規模保育事業等の新
設を行い保育定員を拡大したこ
とで、令和３年４月も待機児童
ゼロを達成した。

・私立幼稚園等の運営者な
どとの意見交換の実施
・少子化が進行する中での
定員確保策の見直し。

子ども未来課 4，5

351
1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

新規
私立こども園・保育
所等運営費補助金交
付事業

私立認定こども園・保育所・小規模
保育事業における教育・保育環境の
向上や職員の処遇改善を図ることに
より各施設の円滑な運営と振興を図
ります。

私立こども園、保育所等における質
の高い教育・保育の実施

（R３新規） 幼保支援課 4

再掲
(353)

1-1(1)
1-2(1)
1-3(2)

新規
私立こども園・保育
所等特別支援保育事
業

障がい児や医療的ケア等の支援が必
要な乳幼児が円滑に教育・保育施設
を利用できるよう、私立こども園・
保育所等の受入れ体制を支援する。

特別な支援を必要とする子どもが円
滑に教育・保育を受けることができ
る体制の確保

（R３新規） 幼保支援課 4

　【重点事業】

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度決算額

（千円）
課題等進捗状況 評価

1



2

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策１　子どもの健やかな心身をはぐくむための支援

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度決算額

（千円）
課題等進捗状況 評価

再掲
(183)

1-1(1)
1-3(6)
2-1(3)

継続
幼児期の教育・保育
の負担の軽減★

 令和元年10月から幼児教育・保育
の無償化に伴い、３歳から５歳児す
べての子どもたちと、０歳から２歳
児で住民税非課税世帯の子どもたち
の利用が無償化となりました。
認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。
また、保育料の算定に当たっては、
未婚・非婚のひとり親についても税
法上の寡婦とみなして保育料を算定
することにより、経済的負担を軽減
します。

第２子を半額、第３子以降無償（ひ
とり親世帯は第２子以降無償）とす
る減額措置の適用における、第何子
かを決定する際の算定対象となる子
どもの年齢制限等を撤廃するに当た
り、国の規定より適用対象世帯の範
囲を拡大して実施する。

みなし寡婦軽減措置
７世帯　214

多子世帯への軽減措置
（拡大）

198 世帯
合計   　  12,011
第２子　     3,217
第３子　     8,794

０歳から２歳の子どもたちの保育料を従前よ
り国が定めている保育料の水準と比較して軽
減している。また、多子世帯に対する保育料
の軽減制度（第２子を半額、第３子以降無
償）については、市独自に対象範囲を、国の
所得階層よりも拡充している。さらに、未婚
のひとり親世帯に対しては、地方税法に規定
する控除の対象として保育料を軽減してい
る。

A
目標どおり事業を実施し、利用
者の負担軽減に寄与した。

特になし 幼保支援課 4

2
1-1(1)
1-2(3)

継続
親子参加型教室等の
開催

気楽に親子でスポーツをする機会を
つくり、子どもの健全な心身の育成
と向上心を高めるとともに、同世代
の親の交流を図ることを目的とし
て、各体育館、運動場、プール等を
利用し、指定管理者主催によるス
ポーツ教室を開催します。

年52回開催
参加者数7,980人
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

各施設指定管理料の一部
年44回開催
参加者数　2629人

B

新型コロナウイルスの影響によ
り、４月中旬から約１か月間、
市スポーツ施設を休館し、それ
に伴い中止した教室があること
や、コロナ対策による参加人数
の制限を設けたことから、開催
回数及び参加者数が減少した。

今後もコロナ対策の影響に
より、参加者数の減少が見
込まれる。
また、令和４年度に予定さ
れているスポーツ推進計画
の見直しにおいて、教室の
在り方を検討していく必要
がある。

スポーツ振興課 3

再掲
(28)

1-1(1)
1-1(2)
1-4(2)

継続
生涯学習施設におけ
る講座

市内生涯学習施設において、乳幼
児・小中学生及びその保護者を対象
に、各種講座を実施します。

無人館・山間地を除く32館全ての生
涯学習施設で子どもや親子を対象と
した講座を実施

―
（指定管理料の一部）

無人館・山間地を除く32館の生涯学習施設
中31施設（427事業）で子どもや親子を対
象とした講座を実施

A

生涯学習施設において、乳幼
児・小中学生及びその保護者を
対象に幅広いジャンルの講座を
実施した。

新型コロナウイルス感染防
止策を徹底した上で、魅力
的な事業企画やサービス向
上により新規利用者の獲得
や利用者層の拡大に取り組
んでいく。

生涯学習推進課 4

3 1-1(1) 継続 人権教育事業

就学前の子どもに対して、絵本の読
み聞かせ等による人権教育を行い、
命の尊さや友達と仲良くする心をは
ぐくみ、一人ひとりが生きる喜びを
感じる教育を行います。

園数：29園
人数：3,200人（※累積値）

218
園数：４園
人数：391人

A 計画どおり事業を実施した。

静岡人権擁護委員協議会静
岡市委員会と協力し、園児
の人権意識がさらに向上す
るように、内容を検討して
いく。

福祉総務課 3，4

4 1-1(1) 継続 国際理解講座

今後ますますの増加が予想される外
国人住民と日本人とが、お互いの文
化を理解し共生できる社会を目指
し、国際感覚・多文化共生意識醸成
のために国際理解講座を開催しま
す。

講座の理解度（講座受講者アンケー
トの満足度平均）80％以上

31
こども園・幼稚園長会・保育園長会でのPR
を行い、英語・中国語・フランス語国際交流
員を派遣した。

A

依頼者と事前調整し、要望に応
じた内容を講師側から提案する
ことで、目標を達成することが
できた。コロナ禍ではあるが、
園児との接触を避けながら工夫
して講座を実施することができ
た。

令和２年度よりフランス語
国際交流員を加えて拡充し
た。こども園等を対象とし
た国際交流員による国際理
解講座は好評を得た。来年
度は、実施対象を園児以外
にも広げ、より多くの市民
へ海外文化を紹介してい
く。

国際交流課 10

5 1-1(1) 継続
ふれあいワンワン教
室の開催（動物愛護
教室の開催）

市内認定こども園等を訪問し、寸劇
により犬とのふれあい方を学んだ
り、犬猫とふれあうことにより、幼
児が犬に咬まれる事故の防止を図る
とともに、命の尊さ、動物愛護精神
を養います。

毎月１回以上イベント（犬のしつけ
方教室など）を開催

ー ・犬、猫の譲渡　61頭
・イベント行事　開催回数　13回　634人

A

コロナウィルス感染症の影響で
中止したもの、予約制により参
加者を制限したものもあり参加
者は減少したが、しつけ方教室
や飼育相談など適正飼育のため
の教育の場としての行事は事業
計画のとおり適正に実施されて
いる。

新型コロナウィルス対策の
ため感染防止対策を講じた
実施方法を引き続き検討し
ていく。

動物指導セン
ター

4

6 1-1(1) 継続 ブックスタート事業

各保健福祉センターで行われる６か
月児育児相談において、おすすめの
絵本などが入ったブックスタート
パックをメッセージを添えて渡しま
す。

市内全保健福祉センターで実施継続 3,652

市内全保健福祉センターにて135回実施
し、3420人が参加した。
（新型コロナウイルスの影響により一部中
止）

A
７月の６か月児育児相談再開時
より、市内全保健福祉センター
で実施することができた。

保健福祉センターと相談
し、新型コロナウイルス感
染防止対策をとりながら実
施する。

中央図書館 4

7 1-1(1) 継続 ブックステップ事業

ブックスタート事業のフォローアッ
プとして、保健福祉センターで行わ
れる１歳６か月児健康診査において
実施します。

市内全保健福祉センターで実施継続 99

市内８保健福祉センターで69回実施し、
2357人が参加した。
（新型コロナウイルスの影響により一部中
止）

A
７月の１歳６か月児健康診査再
開時より、８保健福祉センター
で実施することができた。

保健福祉センターと相談
し、新型コロナウイルス感
染防止対策をとりながら、
市内全保健福祉センターで
の実施を検討する。

中央図書館 4

　【関連事業】

2



3

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策１　子どもの健やかな心身をはぐくむための支援

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度決算額

（千円）
課題等進捗状況 評価

8 1-1(1) 継続
ハローベビー　赤
ちゃんのための読み
聞かせ講座の開催

読み聞かせ初心者の保護者を対象と
した読み聞かせ講座で、読み聞かせ
の大切さ、絵本の選び方・与え方の
話やわらべ歌・手遊び、赤ちゃん絵
本の読み聞かせの実演をします。

市内全図書館で実施継続 28

市内10館にて23回実施し、153人が参加
した。
（新型コロナウイルスの影響により一部中
止）

A

７月より感染症対策をとりなが
ら全館で再開し、申込みのあっ
た10館で実施することができ
た。

新型コロナウイルス感染防
止対策をとりながら、事業
を実施する。

中央図書館 4

再掲
(97)

1-1(1)
1-2(3)

継続 図書館事業

定例おはなし会や読み聞かせボラン
ティアの活用など、子どものときか
ら本の魅力を知るための事業やヤン
グアダルトの支援を目的とした事業
等を実施します。
また、南部図書館、清水中央図書館
の視聴覚ホールにおいて、青少年育
成に役立つアニメ・劇映画の上映会
などの事業を実施します。

市内全館（12館）で子育て・子ど
も・若者の育成を目的とした事業の
実施継続

ー

定例おはなし会を市内11館で111回実施
し、835人が参加した。
ヤングアダルトの支援を目的とした事業とし
て、中央図書館でYAコンサートを９月に実
施し、119人が参加した（アンケート回答
数）。
南部図書館、清水中央図書館の視聴覚ホール
において、青少年育成に役立つアニメ・劇映
画の上映会を16回実施し、99人参加した。
（新型コロナウイルスの影響により一部中
止）

A

新型コロナウイルスの影響によ
り一部中止となったが、新型コ
ロナウイルス感染防止対策をと
りながら実施することができ
た。
おはなし会は11月より、映画
の上映会は南部図書館が10
月、清水中央図書館が11月よ
り再開。

市内全館で、新型コロナウ
イルス感染防止対策をとり
ながら、事業を実施する。

中央図書館 4

9 1-1(1) 継続

「まちは劇場」推進
事業　まちは劇場コ
ンサート事業　親子
コンサート

通常のコンサートでは入場ができな
い未就学児とその保護者を対象にし
たクラシックコンサートを開催し、
子育て中の親子が気軽に音楽を楽し
むことができる機会を提供します。

年間実施回数：4回 34,667千円の一部

年間実施回数：４回
目標：申込総数3,800人（達成率
177.2％）
①静岡市民文化会館（9月20日）
　申込実績：1,722人
②清水文化会館マリナート（12月5日）
　申込実績：2,651人
③静岡音楽館AOI（2月11日午前）
　申込実績：1,802人
④静岡音楽館AOI（2月11日午後）
　申込実績：559人

A

目標を遥かに上回る応募があ
り、目標は十分に達成された。
未就学児を伴ってクラシックコ
ンサートの鑑賞ができる環境は
少なく、需要が非常に高い。今
後も継続的な開催が望まれる。

応募総数が非常に多く、毎
回抽選によって当選者を決
定している。多くの市民に
参加してもらうためにも、
偏りが無いよう慎重な抽選
を行う必要がある。

文化振興課
（まちは劇場推
進課）

4

10 1-1(1) 継続

「まちは劇場」推進
事業　まちは劇場コ
ンサート事業　こど
も園訪問コンサート

園児の音楽に対する関心を高め、情
操教育に資するため、こども園を訪
問し、生演奏を気軽に鑑賞すること
ができる機会を提供します。

年間実施回数：14回 34,667千円の一部
年間実施回数：23回
目標：年間実施回数：24回
達成率：95.8％

A

最終回のみ新型コロナウイルス
感染症の影響により中止した
が、目標達成率は95％を超え
ており、ほぼ目標通りとなっ
た。令和2年度に初めて開催し
た事業ではあるが、十分な成果
があったと言える。

始めたばかりの事業であ
り、定着までにはまだ時間
がかかる。継続的な実施に
より、周知をしていく必要
がある。

文化振興課
（まちは劇場推
進課）

4

11
1-1(1)
3-1(2)

継続
エスパルスハロープ
ロジェクト事業

清水エスパルスと連携し、夢に向
かって生きる子どもたちの成長をサ
ポートし、子育てで繋がる地域コ
ミュニティの推進を図るために、子
育て関連事業を実施します。

・清水エスパルスと連携した子育て
関連事業の実施。
・毎年５回程度の運動教室の実施。

ー

・エスパルスオリジナルベビースタイ配布
令和３年３月現在、約3,800枚配布済み
配布期間（R2.8～R3.6）
配布期限までに約5,000枚配布予定

・エスパルススクールコーチ等による親子ふ
れあい運動教室
２回実施

A

・エスパルスオリジナルベビー
スタイ配布
コロナウイルス感染症の影響に
よりなかなか赤ちゃん訪問がで
きない状況ではあったが、例年
通りの配布数となった。

・エスパルススクールコーチに
よる親子ふれあい教室
コロナウイルス感染症の影響に
より実施数が2回と減少した。
ファミリー教室については、実
施場所である交流館の都合によ
り実施できなかった。

・オリジナルベビースタイ
毎年継続してスタイが配布
できるように民間企業から
の協賛金の確保をする。

・親子ふれあい運動教室・
ファミリー教室
2年度は、コロナウイルス感
染症の影響により実施がで
きない会場があった。実施
できる会場もあったことか
ら、会場確保に工夫する。

スポーツ交流課
3，10，
11，17

12 1-1(1) 継続
Ｊリーグアカデミー
エスパルス巡回ス
ポーツ教室の開催

子どもを地域ぐるみで育て、健全な
心身の発育を促すため、清水エスパ
ルスと協働して市内認定こども園等
にサッカーコーチが訪問し、サッ
カーやボール遊びによる運動教室を
実施します。

実施か所　約130園
参加園児　4,000人

（清水エスパルス交流事
業補助金2,800千円の一

部）

実施か所　121園
参加園児　3,928人

A

実施園、参加園児については、
例年通りであった。
各こども園、エスパルススクー
ルコーチによる十分なコロナ対
策のおかげで感染の報告もなく
実施できた。

実施率約9割を継続している
事業だが、市内の認定こど
も園等が年度当初の依頼時
点で減っているため、目標
実施園の修正をしながら継
続、実施率9割を継続出来る
ようにする。

スポーツ交流課
4，11，
17

13
1-1(1)
1-1(2)

継続 陸上教室の開催

幼い頃から身体を動かす楽しさを学
べるよう、未就学児から小学校低学
年を対象に陸上教室を開催し、中・
長距離を中心とした新規競技者層の
拡大を図ります。

各区において年１回開催
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

228
葵区２校　駿河区２校　清水区０校
計　10回開催

B

各区において年１回開催する目
標は、達成できなかったが、昨
年度より４回多く開催すること
ができた。

より多くの学校で開催でき
るよう、様々な場で周知を
行う。

スポーツ振興課 3

3
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】
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14
1-1(1)
1-1(2)

継続
幼児及び小学生対象
スポーツ教室の開催

楽しく身体を動かしたり、バランス
感覚を身につけるなど、子どもの体
力向上を目的とした教室を開催しま
す。

年89回開催
参加者数9,050人
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

各施設指定管理料の一部
年92回開催
参加者数6,205人

B

新型コロナウイルスの影響によ
り、４月中旬から約１か月間、
市スポーツ施設を休館し、それ
に伴い中止した教室があること
や、コロナ対策による参加人数
の制限を設けたことから、参加
者数が減少した。

今後もコロナ対策の影響に
より、参加者数の減少が見
込まれる。
また、令和４年度に予定さ
れているスポーツ推進計画
の見直しにおいて、教室の
在り方を検討していく必要
がある。

スポーツ振興課 3

15 1-1(1) 継続
「あつまれ！ちびっ
こ消防隊」の実施

火災予防教育の一環として、市内各
幼年消防クラブ員が集まり、運動会
形式のイベント（救急搬送リレー
等）を実施します。

各区計３回実施 ー 新型コロナウイルス感染症予防のため中止。 － －

新型コロナウイルス感染症
予防のため、令和２年度は
開催が困難であった。今後
も感染症状況によっては開
催が困難となるため、代替
えイベント等を考える必要
がある。

予防課 4，11

16 1-1(1) 継続 花火教室の開催
消防隊が市内認定こども園等を訪問
し、花火の遊び方をはじめとする火
災予防教育を実施します。

管内の幼稚園、保育園、こども園及
び小学生以下の各団体からの依頼に
応じて実施。

202

管内の幼稚園、保育園、こども園及び小学生
以下の各団体からの依頼に応じて実施した。
実施回数90回
参加人数4,597人

A

新型コロナウイルス感染症によ
り、例年に比べ、回数や参加人
数は減ったが、花火教室の開催
により、花火による事故防止に
寄与することができた。

新型コロナウイルス感染症
を踏まえた開催が必要。

予防課 4，11

17
1-1(1)
3-1(3)

継続
児童遊び場整備への
補助

自治会や町内会が管理運営している
児童遊び場の整備や遊具等の新設・
修繕などへの補助を行います。

年間修繕等補助件数
10件

799
年間修繕等補助金交付申請７件について、交
付事務を実施。

B
各自治会・町内会からの補助金
交付申請に対し、適切に補助金
の交付事務を実施した。

補助金交付の申請について
は、各自治会・町内会の判
断によるので、申請件数が
安定しない。

子ども未来課 3

18 1-1(1) 継続 街区公園等の整備

歩いて行ける身近な場所において、
子どもの遊び場や地域住民の健康運
動の場となる公園等を計画的に整備
します。

R２～R８　街区公園整備数
９公園

394,545

街区公園整備数　４公園

用地取得件数　２件
委託実施件数　５件
工事実施件数　４件

A
おおむね予定通り事業を実施し
たが、一部地元調整に時間を要

した。

関係機関や、地元調整に時
間を要することが多い。

公園整備課
3，6，
9

19
1-1(1)
1-2(2)

継続 食育推進事業
食育推進計画を推進し、進行管理を
行います。

①年間30件以上
②年間10件以上

198

①食育応援団依頼件数：23件
　　（中止13件）
②食育推進計画を活用した情報発信件数：
10件

A

食育応援団が開催する教室で朝
食の大切さや行事食等の講話や
味噌作り体験等を行った。受講
後の報告に、また依頼したいと
の感想が多く好評であった。

新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、食育応援団
の教室の中止や依頼が減少
している。今後、どのよう
に情報発信をし、食育応援
団の依頼件数を増やしてい
くかが課題である。

健康づくり推進
課

3

4
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】
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基本施策２　子どもの健全育成促進と自立への支援

20

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブの
運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。

239室の運営
（受入可能人数　6,754人）
※民間補助児童クラブ分含む

942,424
198室（８３クラブ）での児
童クラブ運営を実施

A
各クラブの円滑な運営等を実施することがで
きた。

児童数が減少している中、申請者
数は年々増加している。その中に
占める配慮を要する児童も増加傾
向にあり、支援員の負担が増大し
ている。さらなる支援員の確保と
処遇改善が必要となる。

子ども未来課
1，2，
4，16

21

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

継続
放課後児童クラブの
整備★

令和７年度当初のニーズ量に対応で
きるよう児童クラブ室を順次拡充し
ていきます。

整備後クラブ室数　239室
※民間補助児童クラブ分含む

145,644
５か所（６室、225人分）の
児童クラブ整備を実施

A
　待機が見込まれる地区の児童クラブの整備
を計画どおりに行うことができ、待機児童の
減少につながった。

これまで多くの児童クラブ室を整
備してきたため、余裕教室や学校
敷地内に整備可能箇所を確保する
のが困難になってきている。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校協働活動
を実施。
・放課後子ども教室(地域学校協働活
動)の実施。（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校協働
活動を実施した。
・放課後子ども教室について、
新規で６校増加し、計81校で
実施することができた。

A

・地域学校協働活動については目標を達成す
ることができた。
・放課後子ども教室について、未実施校に対
し支援を行った結果、新たに６校で開設する
ことができた。引き続き未実施校に対して支
援をしていく。

地域学校協働活動を担う地域学校
協働活動推進員やボランティア人
材の不足が課題である。人材の発
掘・育成を行うため、研修会や
“学校・地域ひとつなぎ”コー
ディネーター養成講座を継続して
実施する。

教育総務課 4

22

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブと
放課後子ども教室の
一体的実施★

全ての児童が参加できるように、同
一の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施し
ます。

放課後児童クラブと放課後子ども教
室を一体的に実施する。（小学校71
校予定）

-
67校で放課後児童クラブと放
課後子ども教室を一体的に実施
することができた。

A

放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体
的に実施する小学校が新たに10校増え、67
校で実施することができた。
今後は、放課後子ども教室の未実施校に対し
て開設できるように支援していくことで増や
していく。

放課後児童クラブと放課後子ども
教室を一体的に実施する学校での
連携協力体制に差が見られる。
「静岡市放課後児童対策事業運営
委員会」で策定した方策に基づき
連携の促進を図るとともに、両事
業の所管課での連絡調整や現場へ
の伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

4

23

1-1(2)
1-3(6)
2-1(2)
3-1(2)

拡充 児童館の運営

地域における児童健全育成の拠点と
して、子どもの健康を増進し、情操
を豊かにするため、各種教室や読み
聞かせ、クラブ活動など児童に健全
な遊びを提供します。

13館で実施
小型児童館（７館）
児童センター（６館）

226,856 12館の児童館運営を実施。 A
児童館12館において、利用者に対し、適切な
遊びの提供等を実施した。

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。

子ども未来課
1，2，
4，16

24
1-1(2)
2-1(2)
3-1(2)

継続 児童館の整備

市域全体の均衡や地域性、地域の児
童数などを勘案し、現在、配置され
ていない清水北部地区に新たに整備
します。

１館 112,591
清水北部地区児童館の建設工事
の完了

A
当該児童館の整備により、H21年度に策定し
た児童館配置構想に基づく市内の児童館整備
が完了した。

　当該施設の令和３年７月開館を
目指し、準備を進める。
　既存施設の計画的改修を進める
必要がある。

子ども未来課
1，2，
4，16

担当課
SDGs
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25

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
民間放課後児童クラ
ブへの運営費等補助
★

事業量の確保に効果的であると認め
られる民間放課後児童クラブの運営
に対し、その費用の一部を補助しま
す。

対象となる民間放課後児童クラブに
対し、運営費の補助を適切に実施

39,488
民間事業者５団体に対して、運
営費補助を実施

A
民間児童クラブ11事業所のうち、補助申請が
あった事業者に対し、適切な運営費の補助を
実施した。

民間児童クラブの安定的かつ継続
的な運営のために、公設クラブの
保護者負担金などの制度と均衡を
図りながら、効果的に補助金交付
をしていく。

子ども未来課
1，2，
4，16

26
1-1(2)
1-4(1)

継続
牛妻地区かわまちづ
くり事業

地区連合会、単位町内会、その他団
体が協同し、川遊び空間の運営を行
い、子どもが学び・体験する場を創
出します。

事業の継続運営 － コロナの影響で中止 －
令和２年度は新型コロナウイルスの影響によ
りイベントが中止されたため、評価できな
い。

新型コロナウイルスの影響により
密集が生じてしまう当イベントは
実施は困難である。令和３年度も
中止を余儀なくされているため、
令和４年度以降に再開できるかが
課題である。

河川課 4

27 1-1(2) 継続
魅力づくり事業
（駿河区旬穫祭）

地域と協力し、旬の食材の収穫体験
の実施や区特産の農水産物の情報発
信を行い、駿河区の「食」に興味を
持ってもらいます。
（全４回のイベントのうち１回が子
ども対象）

参加団体　年20団体
参加者・来場者数　年9,000人程度

713

他局との連携による生産者支援
事業委や区の特産品のPRな
ど、一部の事業については実施
することができた。小学生親子
を対象とした料理教室は、規模
を縮小し数回に分けた実施とな
り、区の特産品パネルの展示と
いう形で協賛した。

A

新型コロナウイルス感染症により開催出来な
かった事業もあるなか、子ども対象の事業
は、対策を講じた開催方法を取り入れ実施し
た結果、旬の食材のPRをすることができた。

「新しい日常」に対応した開催方
法を検討し、より多くのPRの場
を創出する必要がある。

駿河区役所地域
総務課

11

再掲
(95)

1-1(2)
1-2(3)

継続
少年教室の開催への
助成、運営支援

自然体験活動、地域体験活動を通し
て健全な青少年を育成し、また地域
のリーダーを養成することを目的と
した少年教室や少年いかだまつり事
業への支援を行います。

参加教室生数　年300人 363

４地区少年教室運営委員会が自
然体験学習・地域体験活動等を
実施し、102人が参加した。
第36回少年いかだまつり
（6/21予定）は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、
中止。

C

新型コロナウイルス感染拡大防止対策のた
め、開講した教室が例年の約３分の１に減少
したが、その影響を除けば開講した教室にお
いて特色のある事業を行い、子ども達に異年
齢集団における自然体験活動や地域活動の機
会を提供できた。

新型コロナウィルス感染症の影響
で事業実施が難しい状況である。
このことから、休止中の少年教室
も含め、安心して活動出来るよ
う、オンラインの活用や感染防止
策の情報共有などを行い、相談に
応じる。

青少年育成課 4

28
1-1(1)
1-1(2)
1-4(2)

継続
生涯学習施設におけ
る講座

市内生涯学習施設において、乳幼
児・小中学生及びその保護者を対象
に、各種講座を実施します。

無人館・山間地を除く32館全ての生
涯学習施設で子どもや親子を対象と
した講座を実施

―
（指定管理料の一部）

無人館・山間地を除く32館の
生涯学習施設中31施設（427
事業）で子どもや親子を対象と
した講座を実施

A
生涯学習施設において、乳幼児・小中学生及
びその保護者を対象に幅広いジャンルの講座
を実施した。

新型コロナウイルス感染防止策を
徹底した上で、魅力的な事業企画
やサービス向上により新規利用者
の獲得や利用者層の拡大に取り組
んでいく。

生涯学習推進課 4

29 1-1(2) 継続 写生大会

園内で動物を描いた絵を提出（参
加）してもらい、審査・表彰等を行
います。
（実施時期:10～11月）

参加者：200人 － コロナ禍により開催中止 － － － 日本平動物園 4

30 1-1(2) 継続 サマースクール

体験活動を通じ、動物について学び
ます。
（１年、２・３年、４～６年の３ク
ラスを各１回）
実施時期：８月上旬

１年生：30人
２・３年生：30人
４～６年生：40人

－ コロナ禍により開催中止 － － － 日本平動物園 4

31 1-1(2) 継続
「子ども読書の日」
イベントの開催

多くの市民に子どもの読書活動への
関心と理解を深めてもらうため、4
月23日の「子ども読書の日」に合わ
せて、各図書館でイベントを実施し
ます。

市内全図書館でイベントを実施継続 －
新型コロナウイルスの影響によ
り中止

－
新型コロナウイルスの影響により全館で中止
となり、実施できなかった。

新型コロナウイルス感染防止対策
をとりながら実施する。

中央図書館 4

32 1-1(2) 継続
子どもの本を学ぶ講
座の開催

読書の喜びを子どもたちと分かち合
うことを目的に、「静岡子どもの本
を読む会」と共催して、企画・運営
している講座で、子どもに関する各
分野から、作家、画家又は翻訳家等
を講師として招いて開催します。

一般向け講座８回、児童向け科学講
座１回の開催継続

50

中央図書館において、
一般向け講座は新型コロナウイ
ルスの影響により中止
児童向け科学講座はTwitterを
活用した新たな形式で開催

－

一般向け講座は、新型コロナウイルスの影響
により中止となった。
児童向け科学講座は、対面での実施はできな
かったが、令和元年度に大変好評だった講座
の講師（こんちゅうクン：北野伸雄氏）に依
頼し、Twitterを活用した新たな形式で開催す
ることができた。

児童向け科学講座に加え、一般向
け講座についても新型コロナウイ
ルス感染防止対策を施した講座開
催を検討する。

中央図書館 4

33
1-1(2)
1-4(4)

継続
こどもクリエイティ
ブタウンま・あ・る
運営事業

小学生を中心とした子ども（未就学
児童から中高校生まで）を対象に、
仕事とものづくりの体験の場を提供
し、これからの時代に求められる子
どもたちの創造力（将来を描く力、
社会とかかわる力、挑戦する力）を
育成します。

利用者数　10万人/年 87,803 利用者数　6,605人 D

新型コロナウイルス感染拡大防止対応とし
て、４月から６月末の３か月間、休館し開館
後も事前予約制の導入や利用者数の制限など
の感染防止対策を講じたため目標値に届かな
かったが、Zoomを活用したオンライン講座
開催など新しい生活様式を取り入れた事業展
開が図られた。

コロナ禍での感染防止対策と施設
利用者との両立に向けた事業実施
方法等の検討。

産業政策課 3

　【関連事業】

6



7

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策２　子どもの健全育成促進と自立への支援

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度

取組内容・成果
令和２年度決算額

（千円）
進捗状況 評価 課題等

34
1-1(2)
1-4(1)

継続
産業フェア（林業
祭）工作教室

産業フェアしずおかの林業ゾーン
で、主に来場親子を対象に、地域材
であるスギ無垢材で製作された椅
子、本箱、道具箱等のキットを配布
し、木工工作教室を行います。

累計７回開催
累計親子700組

498
新型コロナの影響により中止
（産業フェアは開催）

－
新型コロナの影響により中止
（産業フェアは開催）

今年度は新型コロナの影響により
中止とした。R3年度は実施予
定。

中山間地振興課 15

35 1-1(2) 継続
伝統文化ワーク
ショップ事業

日本の伝統文化である茶道と、能、
落語などの伝統芸能を、小学生とそ
の保護者がワークショップ形式で体
験します。

年４回実施 27,058千円の一部

２月２０日（土）、２１日
（日）
１日２回（計４回）
静岡市民文化会館
実施内容：琴の体験ワーク
ショップ
参加者数：148人（目標値
183人、達成率80.9％）

A

新型コロナウイルス感染症の影響により、当
初計画していたプログラムから内容を変更し
ての開催となった。このため目標値に対して
達成率が低くなったが、安全性に配慮し実施
が可能な範囲として設定した定員をはるかに
上回る応募があり、需要の高さが伺えた。

例年、抹茶・煎茶のワークショッ
プを実施しているが、感染症蔓延
防止の観点から実施を見送ってい
る。
例年定員に対し応募超過の傾向が
あるため、安全に配慮し実施でき
る範囲で受益者増加を検討してい
く。

文化振興課 4

36
1-1(2)
1-4(1)

継続
お茶の美味しい入れ
方教室

お茶の入れ方を学ぶことを通じてお
茶に対する味覚を育み、お茶を中心
とした食育を図るとともに、本市基
幹産物であるお茶の啓蒙、消費促進
を図ります。

令和元年度実数値である、実施校73
校を維持。

2,604

静岡市内小学校全90校へ希望
調査を取り、希望校55校に対
して実施見込み。
（対象：原則小学５・６年生）

B
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、
例年と比べ教室希望校が少なかったものの、
感染予防に配慮した授業内容で実施した。

コロナ禍での教室実施に向けた授
業内容の検討。

農業政策課 4

37 1-1(2) 継続 清水港見学会

清水港の重要性や役割、取扱統計等
の具体的な講義、臨港地区や海上か
らの見学を通じ、次代を担う子ども
たちの“港”に対する理解を深めま
す（年齢制限は定めていないが、特
に小学校３，５年生の参加が顕
著）。

小学校　35回開催
　　　　　参加人数3,000人

167
小学校　 28回開催
参加人数2,340人

B
　4ヶ月間の見学会受け入れ一時中止期間が
あったが、目標値の８割程度の実施を達成で
きた。

　国・県と調整しながら広報冊子
の改訂・充実を図り、参加校増加
に向けた呼びかけに取り組む。

海洋文化都市政
策課

4

38 1-1(2) 継続
清水お魚ふれあい事
業

しらす漁見学（清水港）を実施しま
す。

年１回実施
200人の参加

－
コロナウイルス感染症拡大によ
り事業中止

－ ―

令和３年度も同事業を実施する予
定であるが、コロナ感染の状況を
見て実施の可否を判断する必要が
ある。

水産漁港課 14

39
1-1(2)
1-4(1)

継続
しずまえ漁業見学ツ
アー

市内で行われる漁業や競りの様子、
水産物加工工場の見学等を通して、
地元の産業である水産業の現場に触
れ、魚や魚食を身近に感じてもらう
ためのツアーを行います。

年１回実施
15組30人の参加

－
コロナウイルス感染症拡大によ
り事業中止

－ ―

令和３年度も同事業を実施する予
定であるが、コロナ感染の状況を
見て実施の可否を判断する必要が
ある。

水産漁港課 14

40
1-1(2)
1-4(1)

継続 しずまえ新聞作成

しずまえの魚の知識や料理法などを
新聞形式にし、市内小学生に配付し
て、しずまえのＰＲを行うととも
に、魚の知識や関心を高めていきま
す。

年２回配付
市内全小中学生が対象

438
「しずまえ新聞」を2回配布
・令和２年６月号
・令和2年11月号

A
市内の小中学生に配布し、「しずまえ」をＰ
Ｒすることができた。

これまで取り扱っていない記事
や、親しみやすい内容を掲載し
て、魚への関心を高めてもらう

水産漁港課 14

41
1-1(2)
1-2(3)
1-4(1)

継続

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家自然体験活動
（主催事業の実施）

自然の素晴らしさや厳しさにふれな
がら、自然環境の中で集団訓練、野
外活動、自然探求等を通じて豊かな
情操を培い、健全な心身の育成を図
るもので、自然の家が主催する体験
活動を行います。

参加者の満足度
100%

4,593

新型コロナウイルス感染症対策
を実施しながら、小・中学生対
象事業と家族・グループ対象事
業を合わせて16回実施した。
指導者育成事業は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により全
講座中止した。
事業参加者の満足度：100%

A

新型コロナウイルス感染症や大雨の影響によ
り、主催事業を10回中止したが、平均して応
募率は200%を上回り、参加者の満足度も
100%を達成した。

高い満足度を維持していくために
は、指導主事及びボランティアス
タッフの指導におけるスキルアッ
プが必要であり、指導者研修会を
実施する。

教育総務課 4

42
1-1(2)
1-2(3)
1-4(1)

継続

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家自然体験活動
（利用者受入れ）

自然の素晴らしさや厳しさにふれな
がら、自然環境の中で集団訓練、野
外活動、自然探求等を通じて豊かな
情操を培い、健全な心身の育成を図
るもので、小中学校が主体となる、
宿泊訓練や、その他団体による自然
体験活動を行います。

年間延べ利用者数：18,000人 71,500

利用者に対し、安心・安全な施
設運営を行い、計画的に利用者
を受け入れた。
新型コロナウイルス感染症対策
として、定員の縮小や施設内の
定期消毒等を行った。
延べ利用者数：6,545人

C

施設における事故は0件で、利用者の目的達
成度も100%であった。
新型コロナウイルス感染症対策で利用者数を
制限したため、延べ利用者数は減少したが、
個人利用者数は増加した。

一般利用の個人グループ客が増加
しており、個人グループ客が気軽
に自然体験を実施できるような取
り組みを実施する。

教育総務課 4

7



8

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策２　子どもの健全育成促進と自立への支援

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度

取組内容・成果
令和２年度決算額

（千円）
進捗状況 評価 課題等

43 1-1(2) 継続 こどもエコクラブ

子どもの環境保全活動や環境学習を
支援する全国組織「こどもエコクラ
ブ」の地域事務局として、「こども
エコクラブ」に登録している市内の
団体を支援します。

参加団体：５団体
参加者数：400人

－
参加団体：４団体
参加者数：366人

A 目標どおり事業を実施した。 登録団体の増加に向けた情報提供 環境創造課
7，12，
14，15

44 1-1(2) 継続
静岡科学館る・く・
る運営事業

市民が自ら体験することを通して身
近な科学に親しみ、科学への関心を
高める場を提供することにより、市
民の創造力及び感性の向上に寄与し
ます。

年間来館者数：255,000人
連携事業回数：100回
（令和４年度に目標値の見直し等を
する予定）

320,921
指定管理料のみ

年間来館者数：76,132人
連携事業回数：114回

B

新型コロナウイルス感染症の影響により入館
者数が減少し、年間来館者数は目標を達成で
きなかったが、企業や行政、学校等と連携
し、連携事業回数については目標を達成する
ことができた。

感染症対策を行いながら施設を運
営するとともに、展示物を活用し
た広報活動等により来館者の確保
に努める。

文化振興課 4

45 1-1(2) 継続
「夏休み講座」の開
催

静岡科学館る・く・るで主に小中学
生を対象として、科学に興味を抱く
ような実験を体験してもらいます
（環境・食品・微生物の分野から実
施可能な講座を開催）。

静岡科学館る・く・るで開催され
る、サイエンスフェスティバルin
る・く・る「青少年のための科学の
祭典」に出展（年１回開催）

6
新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止のため出展取りやめ

－ ―

新型コロナウイルス感染症の蔓延
状況を注視のうえ出展の可否を判
断するとともに、可能と判断した
場合には、感染防止対策を十分に
講じた上で出展する必要がある。

環境保健研究所 4

46 1-1(2) 継続
静岡科学館る・く・
るでのテーブルサイ
エンスの実施

水素エネルギーの普及啓発のため、
若年層を対象に静岡科学館る・く・
るでのテーブルサイエンスを実施し
ます。

毎年参加者数360人 748
１日３回
計12回開催

A

新型コロナウイルス感染症対策のため少人数
での開催となったが、多くの子ども達に対
し、水素エネルギーの特性等を発信すること
ができたため。

より多くの子ども達に訴求してい
くため、学校の授業で取り入られ
るようなプログラムを開発してい
く必要がある。

環境創造課
4，7，
13

47
1-1(2)
1-4(1)

継続
次世代エネルギー
パーク見学ツアー

次世代エネルギーパークだけでな
く、市内観光スポットも併せてバス
で巡ることで、周辺観光と「自然」
と「文化」に触れながら、地球温暖
化と再生可能エネルギーについて学
習します。

毎年参加者数40人 －

次世代エネルギーパークのPR
動画年１本公表（※コロナウイ
ルスの影響により、ツアーから
動画公表に変更）

A 目標どおり事業を実施した。
より多くの方に動画を視聴してい
ただくよう、魅力ある動画作成に
取り組んでいく必要がある。

環境創造課
4，7，
8，13

48 1-1(2) 継続 ホタル観察会の開催

清流の魅力を身近に感じ、環境への
関心を高めてもらうため、小学生の
親子を対象に、ホタルの生態や生育
環境について学ぶ観察会を開催しま
す。

観察会の開催：１回 －
観察会の開催０回
※コロナのため中止

－
新型コロナウイルスの影響で観察会を開催で
きなかった。

大学等との連携による開催の継続 環境創造課 4，15

49 1-1(2) 継続
環境学習ハンドブッ
ク作成事業

身近な自然環境や環境問題につい
て、テーマ別にハンドブックを作成
し、小学校に配付します。

環境学習ハンドブックの新規作成
１テーマ

575
環境学習ハンドブックの新規作
成
１テーマ

A 目標どおり事業を実施した。 バックナンバーの内容更新 環境創造課 4

50 1-1(2) 継続
水のおまわりさん事
業

市内の河川の水質を調査する市民調
査員を募り、「簡易水質検査」と
「水生生物調査」を実施してもらう
ことで、水辺環境の保全意識の高揚
を図ります。

参加団体：30団体
参加者数：900人

110
参加団体：20団体
参加者数：970人

A 目標どおり事業を実施した。
調査結果を河川ごとまとめるなど
公表方法の工夫

環境創造課
6，14，
15

51 1-1(2) 継続
水に関するポスター
展

水の日（8月1日）及び水の週間（8
月１日～7日）に関する行事の一環
として実施します。水は自然の恵み
で限りある貴重な資源であることを
再認識し、また上下水道事業に対す
る市民の理解を深めることを目的と
して静岡市内小学4年生の児童を対
象に「水」を題材としたポスターを
募集します。審査を行い、優秀作品
を決定し、受賞作品を上下水道局３
階展示コーナーに展示し、水に関す
る啓発を図ります。

市内の小学4年生からの募集を、積
極的に広報し、作品数を増やす。

109

市内の小学4年生から募集し、
全７校277作品のうち、入賞
作品100点を上下水道局庁舎
３階展示コーナーに展示した
（8/3から8/31まで実施）。

B

新型コロナウイルス感染症による休校の影響
により応募作品数が減少したが、事業自体は
円滑に実施でき、水に関するは啓発を図るこ
とができた。

作品数を増やすための工夫を検討
するとともに、事業開始から時間
も経過しているため、事業の在り
方や実施方式について検討をする
必要がある。

水道総務課 6

8



9

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策２　子どもの健全育成促進と自立への支援

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度

取組内容・成果
令和２年度決算額

（千円）
進捗状況 評価 課題等

52
1-1(2)
1-4(2)

継続
静岡市こどもミュー
ジカル補助金

静岡市こどもミュージカル実行委員
会に対し、補助金を交付します。
（静岡市こどもミュージカルは、公
募によって集められた子どもたちが
主役のミュージカル公演であり、市
民により組織された実行委員会が、
ミュージカルの創作を通じて子ども
たちに創造する喜びを知ってもらう
ことを目的に、２年に１回開催しま
す。）

〈奇数年度〉
出演者オーディション・ミュージカ
ルスクール入校式実施
〈偶数年度〉
公演を実施(４公演)
来場者数各2,000人以上

200

新型コロナウイルス感染症の影
響によりＲ２年度公演は延期し
た。
今年度を準備年度とし、来年度
を公演年度とするよう決定し
た。

A

令和２年度については本番公演を延期した
が、これまでの出場希望者だけでなく、年齢
の関係で出場が叶わない生徒に代わる新たな
人材を入れて継続して行っている点が評価で
きる。

令和３年度の本番に向けて、コロ
ナ禍で入場者の減が想定される
中、早めの周知や広報活動の方法
などを十分に検討し、確実な集客
ができるような取組を行う。

文化振興課 4

再掲
(13)

1-1(1)
1-1(2)

継続 陸上教室の開催

幼い頃から身体を動かす楽しさを学
べるよう、未就学児から小学校低学
年を対象に陸上教室を開催し、中・
長距離を中心とした新規競技者層の
拡大を図ります。

各区において年１回開催
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

228
葵区２校　駿河区２校　清水区
０校
計　10回開催

B
各区において年１回開催する目標は、達成で
きなかったが、昨年度より４回多く開催する
ことができた。

より多くの学校で開催できるよ
う、様々な場で周知を行う。

スポーツ振興課 3

再掲
(14)

1-1(1)
1-1(2)

継続
幼児及び小学生対象
スポーツ教室の開催

楽しく身体を動かしたり、バランス
感覚を身につけるなど、子どもの体
力向上を目的とした教室を開催しま
す。

年89回開催
参加者数9,050人
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

各施設指定管理料の一部
年44回開催
参加者数　2,629人

B

新型コロナウイルスの影響により、４月中旬
から約１か月間、市スポーツ施設を休館し、
それに伴い中止した教室があることや、コロ
ナ対策による参加人数の制限を設けたことか
ら、開催回数及び参加者数が減少した。

今後もコロナ対策の影響により、
参加者数の減少が見込まれる。
また、令和４年度に予定されてい
るスポーツ推進計画の見直しにお
いて、教室の在り方を検討してい
く必要がある。

スポーツ振興課 3

53 1-1(2) 継続
チャレンジなわとび
の開催

個人の部、組なわとびの部、チャン
ピオンの部、持久力の部の４部門が
あり、自分の体力や能力、年齢に応
じてテストに挑戦する、チャレンジ
なわとびを開催します。

年５回開催
参加者数　550人
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

－
年２回開催
参加者数　90人

D
新型コロナウイルス感染症の影響により、予
定していた回数を開催できなかった。

現在は、清水区のみの開催である
ため、葵区・駿河区でも開催でき
るよう検討していく。

スポーツ振興課 3

54 1-1(2) 継続
楽しく身体を動かす
運動遊び等の推進

体を動かす楽しさを紹介したり、運
動の記録を残すことができるリーフ
レットを児童に配布し、運動遊びや
スポーツ活動を推進します（市内ス
ポーツイベントを掲載したスポーツ
手帳を児童生徒に配付し、スポーツ
活動への参加を促します）。

市内小学４年生へのリーフレット配
布
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

94
市内小学４年生へのリーフレッ
ト配布を実施

A

令和元年度事業実施後の教員向けのアンケー
ト結果に基づき、配布時期を冬休み期間前に
移したところ、学校での授業に取り入れやす
く、児童の運動実施率が改善したことから、
より効果的な事業となった。

引続き冬休み期間にリーフレット
を配付するとともに、リーフレッ
トで紹介する運動の内容につい
て、各関係機関等と協議を行い、
さらに効果的な方法を検証してい
く。

スポーツ振興課 3

55 1-1(2) 継続
全国少年少女草サッ
カー大会の開催

サッカーを通して友情の輪を広げ、
技術、体力、精神面での成長の場と
なるよう、小学生を対象としたサッ
カー大会を開催します。

市外からの参加者数80％以上 1,000

コロナの影響により中止
第34回大会
R2.8.11～15
参加チーム 全288ﾁｰﾑ
（男子256、女子32）
会場：市内小中学校等

－ 新型コロナウイルス感染症の影響により中止

新型コロナウイルス感染症の影響
を受け、まずは大会の開催自体が
課題となる。また、県外参加者の
確保・受入れについても課題とな
るため、日本スポーツ協会や日本
サッカー協会の示す安全基準等に
基づき、実行委員会と連携を図
り、十分な安全対策を検討する必
要がある。

スポーツ交流課
3，4，
11

56
1-1(2)
1-4(2)

継続
清水エスパルスホー
ムゲーム小中学生招
待事業

子どもがプロスポーツを身近に体感
できる機会を創出し、将来の夢や希
望を抱くきっかけとなるよう青少年
の健全育成を図るため、市内全小中
学生をホームゲームに招待します。

・市内全小中学校をホームゲームに
招待する。
・年間数校程度選手が直接学校を訪
問し、招待試合のPRを行う。

（清水エスパルス交流事業
補助金2,800千円の一部）

・市内小学校91校、中学校55
校全校児童・生徒へ招待案内チ
ラシを配布しホームゲームに招
待した。
・小学校３校を選手が直接訪問
し、招待試合のPRを行った。

A
目標どおり市内全小中学校を招待した。ま
た、小学校への訪問は、前年度より２校増加
した。

今後、より一層参加者の増加を図
るため、ＰＲの時期や周知方法に
ついてエスパルスと協議してい
く。

スポーツ交流課
3，10，
11，17

57
1-1(2)
1-4(1)

終了
全国少年少女スポー
ツチャンバラ選手権
大会in由比

スポーツチャンバラをやっている少
年少女が目指す全国大会を開催し、
誰もが自由にそして安全に楽しめる
生涯スポーツとしてスポーツチャン
バラの普及、啓発を図ります。な
お、礼儀を学び青少年の健全育成と
健康で明るいまちづくりに寄与しま
す。

小中学生の全国大会の開催（年１
回）及び入場者数500人以上
（補助金は令和２年度で終了予定）

－

コロナの影響により中止
第46回大会
R3.3.20～21
参加者 小学生～18歳
会場 清水総合体育館

－ 新型コロナウイルス感染症の影響により中止

由比地区がスポーツチャンバラの
拠点となり、自立した大会が実施
されるよう、今後の大会の在り方
を実行委員会と協議し、万全の運
営体制を整えるよう働きかける必
要がある。

スポーツ交流課
3，4，
11

再掲
(211)

1-1(2)
1-4(1)

継続
各種目別全国大会出
場選手補助金

市を代表して全国的な規模及び水準
で開催されるスポーツ競技大会に出
場するスポーツ選手の所属する団体
等に対し、補助金を交付します。

年間交付件数　170件
（令和４年度にスポーツ推進計画の
見直し等をする予定）

1,796 年間交付件数　38件 C
新型コロナウイルス感染症の影響により全国
大会の開催が大幅に中止されたため、交付件
数が減少した。

制度の認知度向上を図るため、
様々な場で周知を行う。

スポーツ振興課 3

9



10

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり

基本施策２　子どもの健全育成促進と自立への支援

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

プラン
№

掲載
か所

区分 令和８年度末目標値
令和２年度

取組内容・成果
令和２年度決算額

（千円）
進捗状況 評価 課題等

58 1-1(2) 継続
子ども対象火災予防
普及啓発事業

子どもを対象とした火災予防に対す
る普及啓発イベント（防火ポスター
展、年末夜回り等）を、関係機関協
力のもと、各地に出向いて実施しま
す。

普及啓発事業を共に実施する関係機
関の拡大増加。

130
防火ポスター展示会258名
（保護者等含む）参加
年末夜回り20名参加

A
開催期間を変更や人数の制限を行うことで、
コロナ禍ではあったが防火ポスター展示会、
年末夜回りを実施することができた。

関係機関の拡大増加を図るため、
実施事業等について広報を行う必
要がある。

予防課 4，11

59 1-1(2) 継続 消防署の見学

認定こども園等の園児と小学生を対
象に、消防署を見学し、119番通報
から消防自動車や救急車の出動のあ
らましや消防署の仕事などを見学し
ます。

見学希望園（学校）の100％受入れ －

申込校数・実施校数・受入人数
こども園　14園・14園・
494人
小学校　96校・90校・4,439
人
（内訳）
市内　74校（園）・68校
（園）・3,593人
島田・吉田・牧之原地域
　　　　36校（園）・36校
（園）・1,340人

A

令和２年度取組成果として、申込校（園）数
に対して、94.5%受入れを実施。100%に近
い割合で事業を実施することができた。

新型コロナウイルスの感染拡大状
況により、中止せざるを得ない場
合が想定される。

消防総務課 4，8

60 1-1(2) 継続
夏休み子ども消防教
室の開催

夏休み期間（８月）の消防署見学等
を通して、消防の仕事を学ぶととも
に、火災予防教育を実施します。

年に２日間実施 －
新型コロナウイルス感染症予防
のため中止。

－ －

新型コロナウイルス感染症予防の
ため、令和２年度は開催ができな
かった。
今後、感染症状況によっては募集
人数を少なく設定するなど、開催
にあたり調整の必要がある。

予防課 4，11

61
1-1(2)
1-4(2)

継続
応急手当普及啓発活
動の促進

毎年度、市内の小中学校の１学年を
対象に学校教育における救命講習を
実施することで命の大切さを学ぶ環
境を醸成します。

静岡市内全小中学校での実施体制の
構築
市内小学校（公・私89校）
市内中学校（公・私54校）

2,533
新型コロナウイルス感染症の拡
大により、全講習を取りやめ
た。

－
新型コロナウイルス感染症の影響により、学
校教育授業内での救命講習はすべて中止した
ため、評価することができない。

講習実施を望む小中学校の要望に
応じることができるように感染防
止対策を講じた実施方法を検討す
る。

救急課 3，11

10



11

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】
施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり
基本施策１　幼児期の質の高い教育・保育の充実

62
1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

継続
認定こども園等の運
営★

市立こども園において質の高い教
育・保育を提供するとともに、子ど
ものための教育・保育給付の円滑な
支給等を図り、私立園における質の
高い教育・保育を確保します。

市立こども園・私立こども園、保育
所等における質の高い教育・保育の
実施

（幼保支援課分）
市立こども園
2,864,002

私立こども園等
14,601,062

（こども園課分)
796,037,230

市立こども園における教育・保
育の実施及び施設の維持管理を
図るとともに、国が定めた単価
に基づき、私立こども園等に対
して、適正に給付費を支弁し
た。

市立：61園（こども園54、特
例保育施設（山間地）４、小規
模（待機児童園）３）
私立：154園（幼稚園２、こ
ども園51、保育所56、小規模
41、事業所内4）

A

（幼保支援課）
国が定めた単価に基づき、適正に給
付費を支弁することにより、各施設
において確実に教育・保育が実施さ
れた。
（こども園課分)
市立こども園における教育・保育を
目標どおり実施した。

（幼保支援課）
処遇改善等加算の実績確認方
法の改定等について引き続き
園への周知を行い給付額の算
定を適切に行う。
（こども園課分)
保育教諭等の人材不足

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

4

再掲
(1)

1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

継続
認定こども園等の整
備★

待機児童を解消するとともに認定こ
ども園を普及するため、認定こども
園等の定員拡大、新設、認定こども
園への移行等のために必要な施設整
備のための費用を補助します。

既存保育施設の定員増：▲８人
私立幼稚園の認定こども園移行：
176人
認定こども園等の新設：90人
小規模保育事業等の新設：180人

756,976

既存保育施設の定員増：▲46
人
私立幼稚園の認定こども園移
行：45人
認定こども園等の新設：0人
小規模保育事業等の新設：
126人

A

幼稚園の認定こども園への移行の促
進や小規模保育事業等の新設を行い
保育定員を拡大したことで、令和３
年４月も待機児童ゼロを達成した。

・私立幼稚園等の運営者など
との意見交換の実施
・少子化が進行する中での定
員確保策の見直し。

子ども未来課 4，5

63
1-2(1)
2-2(1)

拡充
保育士確保対策事業
★

保育士等の人材確保のため、保育
士・保育所支援センターを設置して
求職者と求人者のマッチングを行う
ほか、潜在保育士等の再就職を支援
します。

年間マッチング件数16件
就職説明会年１回
潜在保育士再就職支援研修年２回

5,777

求職者と求人者のマッチング支
援・出張相談・合同就職説明
会・再就職支援研修・現場体験
事業等
年間マッチング件数54件
就職説明会年２回
潜在保育士再就職支援研修年２
回

A

新型コロナウイルスの感染拡大に対
応し、就職フェアをオンラインでの
開催に切り替える等、大規模会場で
開催ができない状況下で、積極的な
周知活動、相談業務の成果が上がっ
た。

慢性的な保育士不足及び質の
高い人材を安定的に確保する
ため、更に就職相談会等を充
実させ、潜在保育士の現場復
帰を支援するとともに、現職
の保育士の就労継続、保育補
助者等の支援を行っていく。

幼保支援課 4

64
1-2(1)
2-2(1)

継続
幼稚園教諭免許・保
育士資格併有促進事
業★

保育教諭の確保のため、幼稚園教諭
免許・保育士資格のどちらかを有す
る教育・保育従事者に対し、もう片
方の免許・資格を取得するための費
用を助成します。

・申請に対する確実な交付
（100％）
・幼保連携型認定こども園における
基準配置上の職員の資格併有率
100％

（幼保支援課分）
237

（こども園課分)
950

幼稚園教諭・保育士資格のどち
らかを有している場合、もう片
方の免許・資格を取得するため
の経費の一部を助成する。

【幼保支援課分】
補助金交付： ６人
【こども園課分】
補助金交付：
・免許取得1人
・免許更新29人

A

（幼保支援課分）
実施するすべての園に対して適正に
補助金を交付することにより、事業
運営を支援することができた。

（こども園課分)
補助金の交付申請に対し、事務処理
を円滑に実施することができ、保育
教諭の確保が図られた。

（幼保支援課分）
申請・報告に対する通知・交
付を確実に行う。

（こども園課分)
定期的に進捗管理を行うとと
もに、資格併有率100％を目
指す。

幼保支援課
こども園課

4

65 1-2(1) 継続
新規参入施設等への
巡回支援事業★

新規に認定こども園、保育所等を開
始する事業者に対して指導・助言等
を行います。

新規事業者への実施率100％ 320
①支援員全体会議の開催：２回
②巡回支援の実施：４回

A
・新規参入事業事業者への実施率
100％を達成。
・園児の重大な事故件数０を達成。

・支援員からの指摘事項を受
入れ、改善につなげる新規事
業者が少ない。
・新たな支援員への本事業の
目的・課題点の共有と、支援
員との意見交換による意識合
わせの実施

子ども未来課 4，5

進捗状況 評価 課題等

　【重点事業】

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

11



12

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】
施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり
基本施策１　幼児期の質の高い教育・保育の充実

進捗状況 評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(351)

1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

新規
私立こども園・保育
所等運営費補助金交
付事業

私立認定こども園・保育所・小規模
保育事業における教育・保育環境の
向上や職員の処遇改善を図ることに
より各施設の円滑な運営と振興を図
ります。

私立こども園、保育所等における質
の高い教育・保育の実施

（R３新規） 幼保支援課 4

再掲
(353)

1-1(1)
1-2(1)
1-3(2)

新規
私立こども園・保育
所等特別支援保育事
業

障がい児や医療的ケア等の支援が必
要な乳幼児が円滑に教育・保育施設
を利用できるよう、私立こども園・
保育所等の受入れ体制を支援する。

特別な支援を必要とする子どもが円
滑に教育・保育を受けることができ
る体制の確保

（R３新規） 幼保支援課 4

再掲
(308)

1-2(1)
2-2(1)

継続
保育補助者雇上強化
事業費

新たに保育補助者を雇用すること
で、保育士の業務負担を軽減し、保
育士の離職防止を図ることで、保育
環境の向上と施設の円滑な運営を図
ります。

申請に対する確実な交付（100％） 49,561

新たに保育補助者を雇用した私
立こども園・保育所等に対し雇
上げに係る経費を助成する。
30園（こども園12、保育所
5、小規模12、事業所内1）

A
実施するすべての園に対して適正に
補助金を交付することにより、事業
運営を支援することができた。

対象施設に対する補助を確実
に実施する。

幼保支援課 4

66
1-2(１)
1-3(2)

継続
多様な主体の参入促
進事業〔特別教育・
保育経費〕★

私立認定こども園での健康面や発達
面において特別な支援が必要な子ど
もの受け入れを促進するため、当該
児童を２人以上受け入れる私立認定
こども園の設置者に対して、職員の
加配に必要な費用の一部を助成しま
す。

対象となる施設への確実な補助
（100％）

－
当該児童を2人以上受入れた施
設がないため０件

－ 令和２年度は対象施設なし
対象施設に対する補助を確実
に実施する。

幼保支援課 4

67
1-2(1)
1-2(2)

継続
私立学校振興補助金
交付事業

教育の振興及び児童生徒の保護者の
経済的負担の軽減を図るため、市内
の私立幼稚園、小学校、中学校及び
高等学校に補助金を交付します。

申請に対する確実な交付（100％） 119,935

学校法人が設置する私立学校に
対し、教材等の購入経費の一部
を補助する。
25園　27校

A

当初の目標どおりに事業を実施した
ことにより、私立学校の教育振興や
保護者の経済的負担の軽減が図られ
た。

子どもたちが多様で特色ある
教育を受けられるようにする
ため、対象法人に対する補助
を確実に実施する。

幼保支援課 4

　【関連事業】
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13

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策２　学校における教育環境の充実

68
1-2(2)
1-3(6)

継続
学力アップサポート
事業

学習面で支援が必要な児童に、テキ
ストの提供と、放課後に有償ボラン
ティアによる個別の補充学習支援を
実施し学習意欲と基礎的な学力の向
上を図ることで、学校を支援する。

全国学力・学習状況調査の
分析をもとに、市内の小学
校15校程度に有償ボラン
ティアを配置し、基礎学力
向上のための支援を行う。
より多くの学校で実施し、
市内の学力の底上げを行
う。

18,124

新型コロナウイルス感染症
の影響により事業は未実
施。代替事業として、コロ
ナで学習に不安がある児童
生徒に対し「補充学習によ
る学びサポート事業」を実
施した。

A

「補充学習による学びサポー
ト事業」を実施し、児童生徒
の学習への不安が払拭され
た。また、参加児童生徒の事
後調査の正答率が向上（平均
正答率2.13点上昇）した。

R3年度から実施を始めた「個別
の補充学習支援に対応した」学
力アップサポート事業の質的向
上を図る必要がある。

学校教育課 4

69 1-2(2) 拡充
ＩＣＴを生かした教
育の推進

市内小中学校へＩＣＴ教育機器を整
備し、各教科、道徳、特別活動又は
総合的な学習の時間などで活用しま
す。
※ＩＣＴとは、情報
（Information）や通信
（Communication）に関する技術
（Technology）の総称。特に教育
では、ネットワークを生かして情報
や知識の共有を図ることを目指して
います。

児童生徒が地域の格差な
く、学びを享受できるよう
に学校間ネットワーク環境
を整える。

2,872,795

文部科学省の推進するGIGA
スクール構想の実現に向
け、市内の小・中学校の端
末、学習系ネットワークの
整備を実施した。

A

市内の小・中学校に、小学校
４年生～中学校３年生の人数
分の学習用端末を配備した。
（31,354台）また、校内の
学習系ネットワーク回線を一
斉利用できるように再構築し
た。

端末については、まだ配備され
ていない小学校１～３年生分を
計画に沿って順次配備していく
必要がある。ネットワークにつ
いては、遅滞の原因になってい
る学校の外のネットワーク環境
を整えていく必要がある。

教育センター
（学校教育課）

4

70
1-2(2)
1-4(2)

継続 国際理解教育の推進

幼稚園、小中学校の行事や学習時間
において講師を派遣し、自国や他地
域・他国の伝統や文化を学ぶなど、
国際理解教育を推進します。

小中学校の行事や学習時間
において講師を派遣し、自
国や他地域・他国の伝統や
文化を学ぶなど、国際理解
教育を推進し、全小中学校
で実施する。

－

中学校に配置されている
ALTを活用し、全小中学校
で他国の文化等を学ぶ国際
理解教育を実施した。

A

ALTが新型コロナウイルス感
染症対策をしたうえで、自国
について視覚的資料を活用し
ながら紹介してきたことで、
子供達は自国と比べながら、
他国・他地域への興味関心を
高めることができた。

新型コロナウイルス感染症拡大
により予定していたALTの来日
が困難となったことで再度派遣
の調整をした。緊急時の柔軟な
対応が必要である。

学校教育課 4

71 1-2(2) 拡充
日本語指導が必要な
児童・生徒への支援

日本語指導が必要な児童生徒に対
し、日常生活及び学習活動参加する
ために必要な日本語の習得の支援
と、当該児童生徒及びその保護者が
学校生活全般に適応するための支援
をします。

日本語指導教室、訪問指
導、適応相談では、申請の
あったすべての日本語指導
を必要とする児童・生徒や
その保護者に対応をする。
また、児童生徒が日本語に
対応できるように日本語レ
ベルのチェックを行い、指
導の必要性の確認を行う。
加配教員を５人、訪問指導
員を２５人まで増員する。

7736

日本語指導教室、訪問指
導、適応相談を行い、日本
語指導を必要とする児童・
生徒やその保護者への支援
を行った。また、児童生徒
が日常で使う日本語を習得
できるよう、学校との連携
を図り、支援体制を整え
た。

A

日本語指導教室は、6月から
開始し、休校中にできなかっ
た時間を年度後半に確保し
た。また、訪問指導も申請の
あった全学校に対して行うこ
とができた。新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、日
本語指導担当者会が紙面での
内容周知になった。

加配教員の増員、指導員の増員
及び研修体制を構築する必要が
ある。

学校教育課 4

72 1-2(2) 継続 情報技術活用研修
教職員を対象に情報技術活用に関す
る研修を実施します。

教職員の技術の向上を図
り、情報機器を活用した授
業を行うことができるよう
にする。

61

情報技術活用研修として、
クラウドの活用、プログラ
ミング、デイジー教科書、
マークシート、計測と制御
について各講座を実施し
た。

A

各講座の事後アンケートでは
満足度は80％以上が満足を
選び、概ね目標を達成できた
と思う。研修内容が学習指導
要領の改訂内容に関連してい
る所が多かったことが起因し
ていると思われる。

情報技術活用が進んでいく中
で、活用できる方とできない方
の差が広がりつつある。活用技
術のボトムアップと、活用が進
むことでニーズが多岐にわたる
こと、などについて対応してい
く必要がある。

教育センター 4

73 1-2(2) 継続
ＡＬＴ（外国語指導
助手）招致派遣事業

外国語指導助手を招致し、幼稚園、
小・中学校に派遣し、学級担任との
チーム・ティーチングの授業を行い
ます。

ＡＬＴ（外国語指導助手）
45人を招致する。
市立中学校に原則１人を配
置、校区小学校へ訪問させ
る予定。

187,545

ＡＬＴ（外国語指導助手）
35人を市立中学校に原則１
人を配置し、校区小学校へ
の訪問を実施した。

B

新型コロナウイルス感染症の
影響により新規ALTが入国で
きない状況が続き、ALTが
10名不足となった。各ALT
担当学校数増加の体制をとる
ことで、どの学校においても
児童生徒と接する機会を確保
することができた。

独自ALTの応募者が少なく、欠
員状態が数年続いている。ALT
招致にあたりJET-ALTと独自
ALTの比率を変更する等招致方
法に検討を要する。

学校教育課 4
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74
1-2(2)
1-3(6)
1-4(4)

継続 キャリア教育の推進

小中学生の社会的・職業的自立に向
けて必要な基盤となる能力や、態度
を育てることを目的としたキャリア
教育を推進します。

市立の全中学校で、連続３
日間以上の職場体験学習を
行う。全小中学校担当者を
対象にキャリア教育担当者
会を実施する。

－
中学校の職場体験学習は、
新型コロナウイルス感染症
の影響により、未実施。

B

中学生職場体験学習は、新型
コロナウイルス感染症拡大の
影響のため、市内全校中止と
した。キャリア教育の推進に
ついては、各校の実情に応じ
て行った。

学校ごとに、オンラインや職業
講話等を取入れて行っている。
より多くの学校に対応できる体
制が現状、十分整っていない。

学校教育課 4

75 1-2(2) 継続 環境教育の推進

豊かな自然や身近な地域での様々な
体験活動を通して、環境に対する関
心を培うことを目的に、環境教育を
推進します。

教科の授業校における実施
校
125校

－

全小中学校において、各教
科の内容と環境教育の関連
を図り、教科横断的に授業
を実施する。総合的な学習
の時間において、環境を
テーマとしている学校が探
究的な活動として実施し
た。

A

教科における実施校
124校
総合的な学習における実施校
85校

今後も授業において教科横断的
に環境教育を継続的に推進する
必要がある。

教育センター 4

76 1-2(2) 終了 福祉教育の推進

教科、総合的な学習、道徳又は特別
活動等を通して、学校や地域の実態
に応じて福祉に関わる学習や活動を
推進します。

それぞれの小中学校の教育
課程に対応して社会福祉協
議会の共同募金事業や福祉
教育支援事業、福祉教育研
修等を通じて、より実践的
な福祉教育に取り組む。

－

コロナウイルスの関係で、
福祉施設の訪問等が実施で
きなかった。事業見直しに
より、令和３年度からは終
了とする。

B

学校の実態に応じて行ってい
る。新型コロナウイルス感染
症拡大に伴い、十分な活動が
できなかった。

地域や学校の実態が様々で、把
握できていない。

学校教育課 4

77
1-2(2)
1-4(2)

継続 人権教育研修会
年２回、各小中学校の人権教育担当
者を集めて、人権教育の研修会を実
施します。

道徳（人権）教育担当者会
を年２回実施する。人権意
識や人権感覚を高めたり、
人権課題に取り組めるよう
にしたりするための研修を
行う。時代により対応でき
るような研修を行ってい
く。

－

道徳・人権教育担当者会を
年１回実施した。人権意識
や人権感覚を高め、人権課
題に取り組めるよう、研修
会を開催し、人権教育の推
進を図った。

A

人権教育の概要やLGBTやイ
ンターネットによる人権侵害
等の個別の人権課題につい
て、周知を図った。各学校で
実践しやすいように、人権感
覚や人権課題についての資料
を紹介した。

学校で活用できる人権教材を作
成していく必要がある。

学校教育課 4

78 1-2(2) 継続 体力向上支援事業
体力テストを調査・集約し、その結
果から体育の授業改善や指導法の工
夫、体力づくりの具体を探ります。

専門会員による体力向上に
向けた取り組みの検討会を
１回実施する。体力を高め
るための専門委員の学校支
援を17回実施する。

30

専門会員による体力向上に
向けた取り組みの検討会を
１回実施した。
体力を高めるための専門委
員の学校支援を希望する学
校がなかったため、実施を
見合わせた。

D

専門家委員会を開催し、体力
調査の結果やコロナ禍におけ
る学校の実態を確認すること
ができた。
引き続き、体力向上に向けた
取組を継続する必要がある。

コロナ禍において体力の維持・
向上は、今後の課題となる。来
年度も、事業を継続し、学校の
実態に応じた支援を実施してい
く。

学校教育課
教育センター

4

79 1-2(2) 継続 学校体育の充実

子どもの体力低下は、生涯にわたる
体力の保持・増進の観点から、また
豊かな人間性や確かな学力を支える
という観点からも問題であるため、
体育の授業や運動部活動の活性化に
努めます。

授業づくり研修会を実施す
る。参加者の「研修満足度
4.3」を目指す。

－

教科調査官を招き体育科の
授業改善に向けた研修会を
実施した。新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の観点
から、実技を伴う研修会は
中止した。

A
感染症対策を講じた上で、小
学校・中学校教員が76名参
加した。満足度は4.06であっ
た。

令和３年度から中学校において
も学習指導要領の全面実施とな
る。評価の考え方や見取り方が
難しいという課題がある。中学
校の教員を対象にした研修会を
実施していく。また、実技指導
研修会も実施し、どの子どもも
楽しさを味わう授業づくりを推
進していく。

教育センター 4

80 1-2(2) 継続
授業で活かすダンス
指導事業

中学校保健体育科におけるダンス指
導の研修を行うことで授業改善を推
進し、生徒がダンスの楽しさをさら
に味わうことができるようにしま
す。

教員研修、中学校21校へ
の授業支援、ダンス発表会
を実施する。
（令和３年度で終了予定）

3,737

令和２・３年度に全ての中
学校において授業支援を実
施の予定ったが、希望制に
変更した。３校において、
ダンスの授業支援を実施し
た。教員研修会を１回実施
した。

A

オンラインによるダンス授業
支援を実施した学校の生徒の
「曲のリズムの特徴を捉え全
身で踊ることができたか」の
問いに対して肯定的な回答が
80％を上回った。教員研修
会においては、「ダンス指導
における自分のスキルが向上
したか」の質問に対し、肯定
的な回答が90％を上回っ
た。

コロナ禍において、インストラ
クター等の講師を招くことが難
しい状況が想定されるため、オ
ンラインでの開催を視野に入れ
て計画を進めていく。

教育センター 4

14
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策２　学校における教育環境の充実

進捗状況 課題等評価 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
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（千円）

81 1-2(2) 継続
本物の文化・スポー
ツに接する機会の充
実

文化財の探訪や音楽等の文化活動、
芸術作品の鑑賞、様々なスポーツを
行うことで子どもは感動を得て夢を
育むことから、本物の文化やスポー
ツに親しむことができる機会の一層
の充実を図ります。

劇団四季「こころの劇場」
に全小学校が参加する。文
化庁や県主催の鑑賞教室等
へ、市内10校以上の小中
学校が参加する。

－

小学校６年生を対象とした
劇団四季「こころの劇場」
を令和２年６月10日、11
日に実施する予定であった
が、コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止した。
文化庁や県主催の鑑賞教室
を紹介し、募集や手続き等
を行った。

C
コロナウイルス感染症拡大防
止のため実施していない。

感染予防策をした上での実施の
方法。令和３年度「こころの劇
場」については、オンライン視
聴の提案があるが、本物の文化
を身近に感じる機会としては、
オンラインではなく、対面して
生の演奏や公演に触れる機会と
して維持したい。

教育センター 4

82 1-2(2) 継続
食に関する指導の充
実

小中学校の児童生徒に対し、食に関
する正しい知識や望ましい食習慣に
ついて教職員や栄養教諭等が指導を
実施します。

各小中学校で、食に関する
指導を各学年年１回以上実
施する。(実施率１００％)

－
食に関する指導を各学年年
１回以上実施する。

A
令和２年度、各学年年１回以
上実施した学校は125校
（129校中）。

新型コロナウイルス感染症拡大
による休校で、授業時間の確保
や栄養教諭等との時間調整が困
難になり、各学年年１回以上実
施できない学校があった。

学校給食課 4

再掲
(19)

1-1(1)
1-2(2)

継続 食育推進事業
食育推進計画を推進し、進行管理を
行います。

①年間30件以上
②年間10件以上

198

①食育応援団依頼件数：23
件
　　（中止13件）
②食育推進計画を活用した
情報発信件数：10件

A

食育応援団が開催する教室で
朝食の大切さや行事食等の講
話や味噌作り体験等を行っ
た。受講後の報告に、また依
頼したいとの感想が多く好評
であった。

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、食育応援団の教室の
中止や依頼が減少している。今
後、どのように情報発信をし、
食育応援団の依頼件数を増やし
ていくかが課題である。

健康づくり推進
課

3

83
1-2(2)
1-4(4)

継続 学校対応事業

①幼児動物教室・ふれあい教室（年
長児・特別支援学校等対象の動物と
ふれあいを通じて命の大切さを学ぶ
教室）
②飼育体験学習の受入れ（主に中学
生の職場体験等）
③ツアーガイドの実施（園児・小
学・中学・高校生を対象にした園内
ツアーガイド）
④出張動物園ガイド／講演（飼育担
当者が学校を訪問し講演）
⑤校外学習の受入れ（学校の授業の
一環として質問への対応等）

①100回
②30人
③30回
④10回
⑤10回

－

①129回
②コロナ禍により休止
③コロナ禍により休止
④23回
⑤６回

A
目標どおり事業を実施した。
※コロナ禍のため、一時受入
休止やキャンセル等あり。

－ 日本平動物園 4

再掲
(134)

1-2(2)
1-3(2)

拡充
特別支援教育推進事
業

小・中学校に対し、特別支援教育支
援員の配置や臨床心理士等からなる
巡回相談員の派遣を行い、支援を必
要とする児童生徒への支援や小・中
学校の校内支援体制の充実を推進し
ます。

小・中学校に200人以上
の支援員を配置、巡回相談
を150回以上実施。

165,895
小・中学校に支援員を219
人配置。巡回相談を141回
実施。

A

小・中学校への支援員配置は
必要数（219名）を確保し、
配置計画に沿って適切に配置
することができた。巡回相談
については、目標回数実施す
ることができた。

支援員については配置基準に照
らした必要数を満たしていない
ため、予算、人員のさらなる確
保が課題である。巡回相談につ
いても学校からの要望数に応え
るためには、予算、人員の確保
が必要である。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

再掲
(135)

1-2(2)
1-3(2)

継続
障がいのある幼児児
童生徒への就学支援

特別支援相談員が、在籍園・校等を
訪問し、就学に関わる相談を行いま
す。さらに、就学支援委員会で障が
いのある幼児児童生徒の就学先につ
いて審議し、適正な就学につなげま
す。

就学に関わる相談件数
1,000件以上。就学支援委
員会を年間３回開催。審議
件数1,500件以上。

404

就学に関わる相談件数
1,163件。就学支援委員会
を年間３回開催。審議件数
2,162件。

A

休園、休校等で通常の就学支
援が困難であったが、適正な
就学に向けて相談、審議を行
うことができた。

年々増加する就学に関わる相談
や審議件数に対し、適正な就学
につながるよう対応する。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

再掲
(145)

1-2(2)
1-3(2)

継続
特別支援教育研修会
の開催

特別支援教育に従事する教員の専門
性の向上のため、個々の障がいの特
性に応じた教育内容や指導方法につ
いての研修を行います。
・特別支援教育コーディネーター研
修
・特別支援教育研修
・言語・発達・肢体不自由通級指導
教室担当者研修
・特別支援学級担任教員研修
・新任特別支援教育担当者研修会

特別支援教育に関する研修
を年間計20回開催。延べ
1,000人を超える教員が参
加。

211

予定した全20回（特別支援
教育コーディネーター研
修、特別支援教育研修、言
語・発達・肢体不自由通級
指導教室担当者研修、特別
支援学級担任教員研修、新
任特別支援教育担当者研修
会）の内、内容変更したも
のも含め16回開催。

B

R2年度は、新型コロナウイ
ルス感染症対策として、一部
の研修を中止または資料配布
としたため、例年通りの開催
ができなかった。

R3年度も新型コロナウイルス感
染症に係る対応をしつつ、必要
な研修を行い、教職員の資質向
上に努める。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

15
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再掲
(143)

1-2(2)
1-3(2)

継続
特別支援教育就学奨
励費補助金交付事業

特別支援学級へ就学する児童生徒を
養育する保護者の経済的負担を軽減
するため、補助金を交付します。

要綱等に基づき、要件を満
たす児童・生徒に正確かつ
確実に補助金を交付：
100％

小学校　15,969
中学校　12,986

次の児童生徒に正確かつ確
実に補助金を交付した
小学生　791人
中学生　426人

A 目標どおり事業を実施した。
特別支援学級に在籍する児童生
徒の増加への対応

児童生徒支援課 4

再掲
(67)

1-2(1)
1-2(2)

継続
私立学校振興補助金
交付事業

教育の振興及び児童生徒の保護者の
経済的負担の軽減を図るため、市内
の私立幼稚園、小学校、中学校及び
高等学校に補助金を交付します。

申請に対する確実な交付
（100％）

119,935

学校法人が設置する私立学
校に対し、教材等の購入経
費の一部を補助する。
25園　27校

A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、私立学校
の教育振興や保護者の経済的
負担の軽減が図られた。

子どもたちが多様で特色ある教
育を受けられるようにするた
め、対象法人に対する補助を確
実に実施する。

幼保支援課 4

84 1-2(2) 継続
静岡市高等学校定時
制通信制教育振興会
補助金

①静岡市高等学校定時制通信制教育
振興会
②静岡県立清水東高等学校定時制教
育振興会の２振興会に補助金を交付
します。

要綱等に基づき、正確かつ
確実に補助金を交付：
100％

1,093

補助金交付団体：
①静岡市高等学校定時制通
信制教育振興会
②静岡県立清水東高等学校
定時制教育振興会
の２振興会に補助金を交付
する。

A 適正に補助金を交付した。 － 児童生徒支援課 4

85 1-2(2) 継続 学校訪問事業

指導主事が学校を計画的に訪問し、
授業内容や校内研修について指導助
言をすることで、学校における自校
ならではの教育実践の一層の充実、
向上を図ります。

市内全小中学校125校を
計画訪問し、指導助言を行
う。

－

計画訪問とし、30小中学校
を訪問し、研究授業を通し
て、指導助言を行う予定で
あったが、コロナウイルス
感染症拡大防止と授業時数
確保のため中止した。要請
訪問は実施し、学校のニー
ズに応じた指導助言を行っ
た。

B

コロナウイルス感染症拡大防
止と授業時数の確保のため計
画訪問は中止した。要請訪問
は延べ98回実施し、学校の
ニーズに応じた指導助言を
行った。

計画訪問と研修主任者会とを連
携させ、校内研修が活性化する
ようにしていく。端末を使用し
た授業のあり方や方法などの指
導助言ができるように、研究を
進める。

教育センター 4

86 1-2(2) 継続
複式学級への非常勤
講師配置事業

市内の複式学級を有する小学校に非
常勤講師を配置し、基本4教科（国
語、社会、算数、理科）の授業を学
年単位で実施し、複式による授業の
解消を図ります。

複式学級があるすべての小
学校に非常勤講師を配置す
る。
（配置率100％）

49,301

令和2年度は該当校である１
７校すべてに配置し、単学
年で授業を進めることがで
きた。

A

授業に落ち着いて取り組んだ
り、基本４教科の授業の基礎
学力の定着につながってお
り、成果を上げている。

担任と非常勤講師の間で、児童
の状況を共有する時間がなかな
か取れない。非常勤講師の授業
時数が年間３５週で定められて
いるため、学年末に複式にも
どってしまう現状がある。

教職員課 4

再掲
(167)

1-2(2)
1-3(3)

継続
こころの教育支援事
業

小学校に非常勤講師を配置し、生徒
指導主任等の代わりに授業を行い、
生徒指導主任等がいじめや不登校に
迅速かつ確実に対応する時間を確保
します。
また、非常勤講師の配置により児童
一人ひとりの心の安定と学習の充実
を図ります。

いじめや不登校等の改善率
（改善傾向がみられた率）
６０％
※過去５か年の改善率の平
均を踏まえて設定

48,169

市内小学校37校に37名の
非常勤講師を配置し、生徒
指導主任等の代わりに授業
を行った。

A

各学校の問題を抱える児童等
の改善率が目標値を上回るこ
とができるなど大きな成果を
上げている。
（R2の改善率72.5%）

生徒指導上、大変効果があるこ
とから、配置を希望する学校が
多い。限られた人工をできるだ
け多くの学校で分け合っている
が、すべての状況にこたえられ
ているわけではない。配置期間
や時間などを工夫し、効率的に
事業を実施する必要がある。

教職員課 4

87 1-2(2) 継続
学校図書館教育推進
事業

12学級以上の小中学校に置かれた司
書教諭及び図書館担当者の補佐役と
して学校司書を配置し、授業等によ
る計画的活用を図るとともに、児童
生徒が主体的に学習に活用できる場
としての充実を図ります。

全ての学校に学校司書を配
置。

79,897

全ての学校に学校司書を配
置し、勤務日数は児童生徒
数に応じて設定した。研修
会でガイドラインを活用し
環境整備を行い、授業利用
の促進を行った。

A

学校規模に応じた勤務日数で
全校に学校司書を配置。学校
司書の勤務が1時間拡大した
ことにより授業利用が1.8倍
以上に増加。研修会を４回実
施。（１回は感染症対策のた
め紙面による開催）ガイドラ
インの活用が進んだ。

今後も学校司書を計画的に配置
し、児童生徒が主体的に授業で
活用できるよう、学校図書館の
充実を図る必要がある。

教育センター 4

再掲
(181)

1-2(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不
登校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の諸
問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワー
カー12人を拠点校12校
（１支部１人）に配置し、
週２時間勤務。拠点校以外
には、要請に応じて随時派
遣及び定期巡回。

22,389

学校生活上の諸問題の背景
にある家庭環境や生活環境
の調整及び改善に努める。
就学前、中学校卒業後にお
いても切れ目のない支援を
行う。
【令和２年度配置状況】
小中学校：12名
高等学校：２名

A

スクールソーシャルワーカー
による専門的な支援により、
学校における相談機能等の向
上が図られた。

学校をプラットフォームとした
貧困対策に対応することを目的
とした、全ての学校でスクール
ソーシャルワーカーを活用でき
る体制のさらなる整備を進め
る。

児童生徒支援課
教育総務課

1，4
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17

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策２　学校における教育環境の充実

進捗状況 課題等評価 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(164)

1-2(2)
1-3(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

拡充
スクールカウンセリ
ング事業

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相
談員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー
40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学
校に1日５時間×週３日

76,588

スクールカウンセラー　39
人
小学校は週３時間（隔週６
時間）、中学校は規模に応
じ週６から８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　３２人
生徒数200人以上の中学校
に対し学校規模に応じ1日５
時間、週１日から４日で配
置

A

いじめや不登校、問題行動
等、児童・生徒、保護者の心
の問題への支援を行うととも
に、学校における組織的な教
育体制を向上が図られた。

心理の専門家等が対応するた
め、カウンセラー等が対応した
学校の改善率100％を達成でき
るようにする。

児童生徒支援課
教育総務課

4

88 1-2(2) 継続
中学校部活動指導員
設置事業

静岡市立中学校における部活動環境
の充実を図るため、部活動指導員の
配置を行います。

外部顧問配置校において
「時間外の削減が行われ
た」と回答する教員が
50％、「活動の質が向上
した」と回答する生徒が
70％。

34,874

外部顧問を32人、外部指導
員を104人配置し、部活動
環境のさらなる充実を図っ
た。外部顧問新規配置校対
象アンケートの結果は、
「時間外の削減が行われ
た」と回答した教員が
46％、「活動の質が向上し
た」と回答した生徒が90％
であった。

A

外部顧問の指導により活動の
質の向上を多くの生徒が実感
している。また、徐々にでは
あるが、教員の時間外勤務削
減の実感に結びついてきてい
る。

部活動指導員としての地域人材
の確保。

学校教育課 4

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施した。
・放課後子ども教室につい
て、新規で６校増加し、計
81校で実施することができ
た。

A

・地域学校協働活動について
は目標を達成することができ
た。
・放課後子ども教室につい
て、未実施校に対し支援を
行った結果、新たに６校で開
設することができた。引き続
き未実施校に対して支援をし
ていく。

地域学校協働活動を担う地域学
校協働活動推進員やボランティ
ア人材の不足が課題である。人
材の発掘・育成を行うため、研
修会や“学校・地域ひとつな
ぎ”コーディネーター養成講座
を継続して実施する。

教育総務課 4

17



18

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策３　家庭や地域における教育環境の充実

再掲
(20)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブの
運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。

239室の運営
（受入可能人数　6,754
人）
※民間補助児童クラブ分含
む

942,424
198室（８３クラブ）での児
童クラブ運営を実施

A
各クラブの円滑な運営等を実施す
ることができた。

児童数が減少している中、申請者数は
年々増加している。その中に占める配
慮を要する児童も増加傾向にあり、支
援員の負担が増大している。さらなる
支援員の確保と処遇改善が必要とな
る。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(21)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

継続
放課後児童クラブの
整備★

令和７年度当初のニーズ量に対応で
きるよう児童クラブ室を順次拡充し
ていきます。

整備後クラブ室数　239
室
※民間補助児童クラブ分含
む

145,644
５か所（６室、225人分）の
児童クラブ整備を実施

A

　待機が見込まれる地区の児童ク
ラブの整備を計画どおりに行うこ
とができ、待機児童の減少につな
がった。

これまで多くの児童クラブ室を整備し
てきたため、余裕教室や学校敷地内に
整備可能箇所を確保するのが困難に
なってきている。

子ども未来課
1，2，
4，16

89

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校協
働活動を実施した。
・放課後子ども教室につい
て、新規で６校増加し、計81
校で実施することができた。

A

・地域学校協働活動については目
標を達成することができた。
・放課後子ども教室について、未
実施校に対し支援を行った結果、
新たに６校で開設することができ
た。引き続き未実施校に対して支
援をしていく。

地域学校協働活動を担う地域学校協働
活動推進員やボランティア人材の不足
が課題である。人材の発掘・育成を行
うため、研修会や“学校・地域ひとつ
なぎ”コーディネーター養成講座を継
続して実施する。

教育総務課 4

再掲
(22)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブと
放課後子ども教室の
一体的実施★

全ての児童が参加できるように、同
一の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施し
ます。

放課後児童クラブと放課後
子ども教室を一体的に実施
する。（小学校71校予
定）

－
67校で放課後児童クラブと放
課後子ども教室を一体的に実
施することができた。

A

放課後児童クラブと放課後子ども
教室を一体的に実施する小学校が
新たに10校増え、67校で実施す
ることができた。
今後は、放課後子ども教室の未実
施校に対して開設できるように支
援していくことで増やしていく。

放課後児童クラブと放課後子ども教室
を一体的に実施する学校での連携協力
体制に差が見られる。
「静岡市放課後児童対策事業運営委員
会」で策定した方策に基づき連携の促
進を図るとともに、両事業の所管課で
の連絡調整や現場への伝達を密に行
う。

子ども未来課
教育総務課

4

90
1-2(3)
1-3(6)

継続 育英奨学金貸付事業

高等学校、短期大学、大学又は大学
院に在学する者に学資を貸与して、
優秀な人材を育英し、及び市の発展
に資する優秀な人材を育成します。

短大、大学等を卒業したのちに市内
に居住し、市民税所得割を納付する
等の要件を満たす場合の返還免除制
度を創設しました。

新規貸与者数110人 57,468

予算の範囲内で新規貸与者数
を増やすため、市内の全高校
にチラシを配布し、公立中学
校の進路指導者に制度を案
内。また、市のホームページ
にも情報を掲載するなど周知
を行った。
（新規貸与者数52人）

C

例年同様に周知を行ったが、新規
貸与者の人数は伸び悩んだ。た
だ、奨学金を必要としている者に
適切に貸与することはできた。

奨学金を必要としている者に、しっか
りと情報が届くよう周知方法を検討す
る。

児童生徒支援課 4

再掲
(185)

1-2(3)
1-3(6)

継続 篤志奨学金給付事業
修学困難な高校生、短大生及び大学
生を対象に、教育奨励費（入学一時
金）として奨学金を給付します。

給付予算3,000千円 2,950
予算の範囲内で奨学金を給付
した。（給付実績2,950千
円）

A 適切に給付事務を行った。 － 児童生徒支援課 4

再掲
(25)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
民間放課後児童クラ
ブへの運営費等補助
★

事業量の確保に効果的であると認め
られる民間放課後児童クラブの運営
に対し、その費用の一部を補助しま
す。

対象となる民間放課後児童
クラブに対し、運営費の補
助を適切に実施

39,488
民間事業者５団体に対して、
運営費補助を実施

A

民間児童クラブ11事業所のう
ち、補助申請があった事業者に対
し、適切な運営費の補助を実施し
た。

民間児童クラブの安定的かつ継続的な
運営のために、公設クラブの保護者負
担金などの制度と均衡を図りながら、
効果的に補助金交付をしていく。

子ども未来課
1，2，
4，16

　【関連事業】

　【重点事業】

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

進捗状況 課題等評価
プラン

№
掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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19

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策３　家庭や地域における教育環境の充実

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

進捗状況 課題等評価
プラン

№
掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

91

1-2(3)
1-4(3)
1-4(4)
3-1(4)

継続
学生スクールボラン
ティア

学生スクールボランティアが教科指
導や総合学習、特別支援教育、放課
後の学習相談・あそび、日本語指導
などにアシスタントとして参加する
ことで、認定こども園、小・中学校
の教育課程実施の充実を支援すると
ともに、教員志望者の開拓及び資
質・能力の向上につなげる。

小中学校の半数以上に派遣
できるように教育委員会の
ＨＰ等を通して広報活動に
努める。

－

HPや直接、地元の大学を訪問
して学生ボランティアの求人
活動を展開した。31校に学生
スクールボランティアを派遣
し、教科指導や総合学習、特
別支援教育、放課後の学習相
談・あそび、日本語指導など
にアシスタントとして参加し
た。

A

新型コロナウイルス感染症拡大に
よる休校により、６月以降に活動
を始める学生がほとんどだった。
学生スクールボランティアも感染
症予防に努めながら、授業支援や
活動補助を意欲的に取り組んだ。
学校での評価が高いだけでなく、
学生自身の資質や意欲を高めてい
る。（学生スクールボランティア
70名、学校数31校)

学生スクールボランティアの参加人数
が減ってきており、早期の新型コロナ
ウイルス感染症の収束が望まれる。

学校教育課 4

92 1-2(3) 継続
小学校のクラブ活動
や放課後子ども教室
への指導者の派遣

小学校のクラブ活動や放課後子ども
教室へ、スポーツ推進委員等のス
ポーツ指導者を派遣します。

各区における年間派遣回
数：３回
（令和４年度にスポーツ推
進計画の見直し等をする予
定）

－
葵区：１回
駿河区：１回
清水区：４回

B
目標は達成できなかったが、各区
において年１回以上派遣すること
ができた。

より多くの学校で開催できるよう、
様々な場で周知を行う。

スポーツ振興課 3

93 1-2(3) 継続
遠距離通学費補助金
交付事業

小学校４キロ（中山間地の小学校３
キロ）、中学校６キロ（徒歩自転車
の場合４キロ）を超えて通学する児
童生徒の保護者を対象に補助金を交
付します。

要綱等に基づき、交付要件
を満たす児童・生徒に正確
かつ確実に補助金を交付：
100％

18,202
交付実績
小学生：355名（100%）
中学生：118名（100%）

A 認定者に対し適切に交付した。 － 児童生徒支援課 4

再掲
(192)

1-2(3)
1-3(6)

継続
勤労者教育資金貸付
金利子補給事業

市内に在住する勤労者の教育費の負
担を軽減し、福祉の増進を図るた
め、県労働金庫が勤労者に貸し付け
る教育資金貸付金に対して、利子補
給を行います。

事業の適正な実施 2,880 事業の適正な実施 評価対象外 事業を適正に実施した
県労働金庫と連携して勤労者への周知
を図っていく

商業労政課 1

再掲
(2)

1-1(1)
1-2(3)

継続
親子参加型教室等の
開催

気楽に親子でスポーツをする機会を
つくり、子どもの健全な心身の育成
と向上心を高めるとともに、同世代
の親の交流を図ることを目的とし
て、各体育館、運動場、プール等を
利用し、指定管理者主催によるス
ポーツ教室を開催します。

年52回開催
参加者数7,980人
（令和４年度にスポーツ推
進計画の見直し等をする予
定）

各施設指定管理料の一部
年44回開催
参加者数　2629人

B

新型コロナウイルスの影響によ
り、４月中旬から約１か月間、市
スポーツ施設を休館し、それに伴
い中止した教室があることや、コ
ロナ対策による参加人数の制限を
設けたことから、開催回数及び参
加者数が減少した。

今後もコロナ対策の影響により、参加
者数の減少が見込まれる。
また、令和４年度に予定されているス
ポーツ推進計画の見直しにおいて、教
室の在り方を検討していく必要があ
る。

スポーツ振興課 3

94 1-2(3) 継続
自転車安全教本によ
る教育の推進

幼児期から小学校低学年を対象に自
転車安全教本を配布し、子どもが初
めて自転車に触れるところから一人
で安全に乗れるようになるまで、保
護者と一緒に楽しく学ぶことで家庭
内教育の充実化を図り、自転車マ
ナーの向上を目指します。

自転車安全教本の認知度８
０％以上

－
新３歳児保護者への配布
教本認知度調査の実施
自転車教室の開催

C
新３歳児保護者へのアンケートを
実施し、教本の認知度が40％程
度と目標の半分であった

認知度の低さ。
配布方法、周知方法について工夫が必
要。
教室開催、教本配布含め関係課との連
携を強化し、認知度向上に努めていき
たい。

交通政策課 3

95
1-1(2)
1-2(3)

継続
少年教室の開催への
助成、運営支援

自然体験活動、地域体験活動を通し
て健全な青少年を育成し、また地域
のリーダーを養成することを目的と
した少年教室や少年いかだまつり事
業への支援を行います。

参加教室生数　年300人 363

４地区少年教室運営委員会が
自然体験学習・地域体験活動
等を実施し、102人が参加し
た。
第36回少年いかだまつり
（6/21予定）は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り、中止。

C

新型コロナウイルス感染拡大防止
対策のため、開講した教室が例年
の約３分の１に減少したが、その
影響を除けば開講した教室におい
て特色のある事業を行い、子ども
達に異年齢集団における自然体験
活動や地域活動の機会を提供でき
た。

新型コロナウィルス感染症の影響で事
業実施が難しい状況である。このこと
から、休止中の少年教室も含め、安心
して活動出来るよう、オンラインの活
用や感染防止策の情報共有などを行
い、相談に応じる。

青少年育成課 4

児童生徒支援課 1
再掲

(182)
1-2(3)
1-3(6)

要・準要保護児童生
徒扶助費交付事業

経済的理由により就学困難な児童生
徒の保護者を対象に、学用品費や通
学費、修学旅行費、給食費、医療費
等の必要な援助を行います。

経済的理由により就学困難な
児童生徒の保護者を対象に、
学用品費や通学費、修学旅行
費、給食費、医療費等の必要
な援助を行います。

継続

要綱等に基づき、要件を満
たす児童・生徒に正確かつ
確実に補助金を交付：
100％

小学校　168,510
中学校　128,444

A
全ての就学援助対象者へ滞りなく
必要な援助を行った。

－
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策３　家庭や地域における教育環境の充実

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

進捗状況 課題等評価
プラン

№
掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

96 1-2(3) 継続 東海大学連携事業
東海大学との包括連携協定に基づ
き、地域の環境を題材とした自然観
察会を実施します。

観察会開催：３回 2

観察会開催：１回
※海浜植物観察会、シロウオ
観察会はコロナのため開催中
止

C
新型コロナウイルスの影響で３回
のうち２回実施できなかった。

連携事業の継続に必要不可欠な後継人
材の不足

環境創造課
4，14，
15

97
1-1(1)
1-2(3)

継続 図書館事業

定例おはなし会や読み聞かせボラン
ティアの活用など、子どものときか
ら本の魅力を知るための事業やヤン
グアダルトの支援を目的とした事業
等を実施します。
また、南部図書館、清水中央図書館
の視聴覚ホールにおいて、青少年育
成に役立つアニメ・劇映画の上映会
などの事業を実施します。

市内全館（12館）で子育
て・子ども・若者の育成を
目的とした事業の実施継続

－

定例おはなし会を市内11館で
111回実施し、835人が参加
した。
ヤングアダルトの支援を目的
とした事業として、中央図書
館でYAコンサートを９月に実
施し、119人が参加した（ア
ンケート回答数）。
南部図書館、清水中央図書館
の視聴覚ホールにおいて、青
少年育成に役立つアニメ・劇
映画の上映会を16回実施し、
99人参加した。
（新型コロナウイルスの影響
により一部中止）

A

新型コロナウイルスの影響により
一部中止となったが、新型コロナ
ウイルス感染防止対策をとりなが
ら実施することができた。
おはなし会は11月より、映画の
上映会は南部図書館が10月、清
水中央図書館が11月より再開。

市内全館で、新型コロナウイルス感染
防止対策をとりながら、事業を実施す
る。

中央図書館 4

再掲
（242

）

1-2(3)
1-4(3)
3-1(3)

継続
市政出前講座・静岡
市の防災体制とわが
家の防災対策

南海トラフ巨大地震の被害想定。ま
た、居住する地域で発生が予想され
る自然災害の被害や対策などを具体
的に講話することで「自助・共助」
の重要性を理解させるため、学校等
において地震対策・防災教育に関す
る教育プログラムを実施する際、関
係機関と連携して講師等を派遣しま
す。

年間230回実施 922 市政出前講座の実施　130回 B

新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、講座の受付を一時中止
するなどしたため、出前講座の実
施件数が目標に届かなかった。

コロナ禍においても行える出前講座の
方法を検討していく。

危機管理総室 11，13

98 1-2(3) 継続
学校出前講座「自分
らしく生きよう」

性別による職業観などを題材に、
ジェンダーバイアス（社会的・文化
的な性に関する偏見・差別）を超え
て、お互いの違いを認め合い、自分
の才能を生かす力を身につけること
を目的とした講座を行います。

毎年度３校程度実施 55
小学校３校で全３回実施し
た。

A 目標通り事業を実施した。
学校のニーズに応じた多様なテーマの
設定。

男女共同参画課 5

99 1-2(3) 継続
ユニバーサルデザイ
ン出前講座

小中学生を対象に、ユニバーサルデ
ザインを楽しみながら学ぶ機会をつ
くり、その体験を通して、ユニバー
サルデザインへの興味を高め、様々
な人を思いやる気持ちを育てます。

小中学校教師にもユニバー
サルデザインの理解を促進
し、ユニバーサルデザイン
教育を充実させる。

41 講座受講者　1729人 A 目標どおり事業を実施した。 特になし 建築総務課 4

100 1-2(3) 継続 福祉教育事業

静岡市社会福祉協議会が行う、「学
校における福祉教育支援事業」に対
し、補助金を交付し、福祉講演会や
高齢者・障がいのある人との交流活
動など幅広く福祉教育学習の機会を
提供することで、児童生徒が実践を
通して社会福祉への理解と関心を高
め、社会連帯の精神を養います。

適切な補助金の交付
※市社協としての事業目
標：対象者アンケートでの
満足度80％

(96,774の一部)

適切な補助金の交付
※市社協としての取組内容：
学校の福祉教育支援の一環と
して、学校からの個別の相談
に対応し、担当教諭向け研修
会の実施、助成金の交付、福
祉教育プログラムの提案や講
師の紹介等を積極的に行う

A
適切に補助金を交付し、事業が履
行されたことで学校における福祉
教育が推進された。

(特になし) 福祉総務課 4

101 1-2(3) 継続
地場産品体験学習事
業

市内の小学校に在籍する児童が、授
業の一環として「駿府匠宿」で創作
体験学習を行った場合、体験料を補
助します。

体験学習申込児童数：市立
小学校に在籍する総児童数
を６で除した人数の67％

3579

事業の啓発及び補助金の交付
体験学習申込児童数：市立小
学校に在籍する総児童数を６
で除した人数の61％

C

新型コロナウイルスの影響で申し
込みをしない学校が多い中、各学
校への周知を行い、駿府匠宿との
連絡を密にすることで多くの児童
に体験してもらうことができた。

令和３年度から指定管理者が変わり、
開館時間等変更が生じている部分が多
いので、学校や関係機関との連絡を密
にし、申込時に混乱がないよう調整す
る。また、未実施校や一昨年度まで参
加していた学校に対しても引き続き明
確で効率的な周知を行う。

産業政策課
（産業振興課）

4
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策３　家庭や地域における教育環境の充実

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

進捗状況 課題等評価
プラン

№
掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

102 1-2(3) 拡充
ものづくり教育推進
事業

①市内小学校に通う児童を対象に静
岡市を代表する地場産業であるプラ
モデルをテーマに出前授業（座学+工
作体験）を行います。
②「静岡ホビーショー」の小中高校
生招待日において、市内小学校に通
う児童の参加について支援します。

➀出前授業を受けた小学生
600人（令和２年度に事
業の継続・見直し等を判断
する予定）
➁静岡ホビーショー小中高
校生招待日に参加した小学
生4,000人（令和３年度
に事業の継続・見直し等を
判断する予定）

①952千円
②０千円

➀出前授業（小学生等780
人）を実施。
②新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、「静岡ホビー
ショー」の開催を中止した。

①A
②－

①計13回の実施により目標値を
上回る児童に対し授業を行うこと
ができた。
②静岡ホビーショーがコロナウイ
ルスの影響により中止になったた
め、招待事業を実施できなかっ
た。

①学校側からキャリアに関する要素を
追懐してほしい旨の要望があるため、
令和３年度はこの意向を反映した授業
内容を検討する。
②令和３年度のホビーショーは業者招
待日（B to B）のみの開催であり、招
待事業は実施できない。翌年度以降の
実施を目指す。

産業振興課 4、17

103 1-2(3) 継続
オクシズの森林体
感！事業（出張林業
教室）

市内小学校等において、森林整備・
製材業・建築業に携わる現場の人を
講師に招き、それぞれの業種につい
て講義を行います。また、適宜ＩＣ
Ｔを用いた授業を行うことにより、
教室にいながら現場の臨場感を伝え
られる体感型の授業を実施します。

教室開催　累計70回 622 教室開催　７回 B

年間10回の実施目標に対し７回
の開催となったが、参加小学校の
教員、生徒からの満足度は高いも
のとなった。

小学校からの申込によって、実施回数
が決まってしまうため、小学校に対し
て魅力的な事業の発信をする必要があ
る。

中山間地振興課 15

104 1-2(3) 継続
小中学校での水素エ
ネルギー出前授業の
実施

市内小中学校での水素エネルギーの
普及啓発をテーマとした出前授業を
実施します。

年３クラス開催 － ３クラス開催 A 目標どおり事業を実施した。

より多くの子ども達に訴求していくた
め、職員の出前講座だけでなく、学校
の授業として取り入れられるような学
習プログラムを開発していく必要があ
る。

環境創造課
4，7，
13

105 1-2(3) 継続 清掃工場施設見学

沼上・西ケ谷清掃工場の施設見学に
おいて、廃棄物処理の仕組み及び廃
棄物行政について教育を実施しま
す。

年間見学者数：6,000人 －

市内小学校に通う４年生児童
（3,505人）の社会科授業に
おける施設見学等の受入を
行った。

B

コロナ禍により見学を見合わせ
る、あるいは予定していたが中止
するという学校が多かったことか
ら見学者数はあまり伸びなかっ
た。

外部への宣伝不足（感染防止策を講じ
たうえで見学者を増やしたい）

廃棄物処理課 4

106 1-2(3) 継続 ごみ減量啓発講座

沼上資源循環学習プラザでのごみ減
量・リサイクルに関する講座や沼上
清掃工場の見学を通し、次世代を担
う子ども達に、総合的な環境学習を
実施します。

児童向け環境学習の理解度
100％

静岡市資源循環啓発施設指
定管理業務（57,743千
円）の一部

市内小学校に通う４年生児童
（3,602人）の社会科授業に
おける施設見学として受け入
れを行った。（コロナウイル
ス感染症対策により来館でき
ない学校には、出前授業を
行った。）児童理解度は
96％。

A

新型コロナウイルス感染症の影響
で、教育機関でも社会科見学その
ものを中止とする動きもあり、受
け入れ人数は減少したが、理解度
の向上を目的に、講座の内容・実
施手順等について関係者で確認す
るなどした結果、理解度は96％
と高い成果があった。（全員が内
容を理解することを目指すため、
目標値は100％と設定してい
る）

実施後の児童アンケートでは理解度
96%を得ており、小学校における環境
学習の推進に寄与できている。今後、
引率教員等のアンケート結果からニー
ズに沿った内容の見直しや、社会環境
の変化を反映したコンテンツの提供に
努める。

ごみ減量推進課 12

107 1-2(3) 継続
環境学習指導員派遣
事業

学校や市民団体等が実施する環境学
習会や自然観察会等に対して、環境
学習指導員を派遣し、市民の環境保
全意識の向上を図ります。

派遣指導員数：200人 1,740 派遣指導員数：133人 B
新型コロナウイルスの影響を受け
たが、希望に沿った指導員派遣が
できた。

指導員の固定化、高齢化 環境創造課
4，7，
12，
14，15

再掲
(41)

1-1(2)
1-2(3)
1-4(1)

継続

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家自然体験活動
（主催事業の実施）

自然の素晴らしさや厳しさにふれな
がら、自然環境の中で集団訓練、野
外活動、自然探求等を通じて豊かな
情操を培い、健全な心身の育成を図
るもので、自然の家が主催する体験
活動を行います。

参加者の満足度
100%

4,593

新型コロナウイルス感染症対
策を実施しながら、小・中学
生対象事業と家族・グループ
対象事業を合わせて16回実施
した。
指導者育成事業は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響によ
り全講座中止した。
事業参加者の満足度：100%

A

新型コロナウイルス感染症や大雨
の影響により、主催事業を10回
中止したが、平均して応募率は
200%を上回り、参加者の満足度
も100%を達成した。

高い満足度を維持していくためには、
指導主事及びボランティアスタッフの
指導におけるスキルアップが必要であ
り、指導者研修会を実施する。

教育総務課 4

再掲
(42)

1-1(2)
1-2(3)
1-4(1)

継続

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家自然体験活動
（利用者受入れ）

自然の素晴らしさや厳しさにふれな
がら、自然環境の中で集団訓練、野
外活動、自然探求等を通じて豊かな
情操を培い、健全な心身の育成を図
るもので、小中学校が主体となる、
宿泊訓練や、その他団体による自然
体験活動を行います。

年間延べ利用者数：
18,000人

71,500

利用者に対し、安心・安全な
施設運営を行い、計画的に利
用者を受け入れた。
新型コロナウイルス感染症対
策として、定員の縮小や施設
内の定期消毒等を行った。
延べ利用者数：6,545人

C

施設における事故は0件で、利用
者の目的達成度も100%であっ
た。
新型コロナウイルス感染症対策で
利用者数を制限したため、延べ利
用者数は減少したが、個人利用者
数は増加した。

一般利用の個人グループ客が増加して
いるため、個人客が気軽に自然体験活
動を行うことのできる掲示物を作る必
要がある。

教育総務課 4
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22

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策３　家庭や地域における教育環境の充実

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

進捗状況 課題等評価
プラン

№
掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

108 1-2(3) 継続
森林教室（自然
ウォッチング）

森林インストラクターと共に観察路
を歩き、樹木や動植物について説明
を受けながら自然を楽しみ、森林の
働きを学びます。
小学生以上一般市民40人（一般公
募）

累計7回開催
累計280人

－ 新型コロナの影響により中止 － 新型コロナの影響により中止
今年度は新型コロナの影響により中止
とした。今後、実施方法の検討が必
要。

中山間地振興課 15

109 1-2(3) 継続
森林教室（自然観察
会）

高山・市民の森園内で植物観察とク
ラフトを中心に季節に応じた内容の
森林教室を開催します。

教室開催　累計42回 445 教室開催　３回 B

新型コロナウイルスにより屋内会
場の使用を制限したため、年間６
回の実施目標に対し、３回の実施
となった。

屋内会場の使用を制限すると、実施が
困難な教室も存在するため、今後屋外
での開催方法等検討が必要。

中山間地振興課 15

110 1-2(3) 継続
森林教室（昆虫観察
会）

高山・市民の森園内で昆虫観察を中
心に季節に応じた内容の森林教室を
開催します。

教室開催　累計42回 704 教室開催　３回 B

新型コロナウイルスにより屋内会
場の使用を制限したため、年間６
回の実施目標に対し、３回の実施
となった。

教室によって参加申し込み数に大きな
偏りがあるため、広報の方法等検討が
必要。

中山間地振興課 15

111 1-2(3) 継続
森林教室（しいたけ
種駒打教室）

椎茸の知識を深めてもらい、実際に
コナラ等原木の玉切り、種駒打ちを
体験します。

教室開催　累計14回 216 教室開催　２回 A
年間2回の実施目標通りに開催す
ることができた。引き続き事業を
実施していく。

参加希望者が非常に多く、新型コロナ
ウイルスの影響下では開催方法を検討
する必要がある。

中山間地振興課 15

112
1-2(3)
1-4(1)

拡充

自然と環境学習の情
報サイト「しずおか
みんなのしぜんたん
けんてちょう」

静岡市の生き物やそれらの発見場
所、地域の自然環境、行政や市民団
体等が実施するイベントや環境教育
事業などの情報を発信し、市民の環
境保全意識の向上を図ります。

年間PV数：36,000件 430
年間PV（ページビュー）数：
39,738件

A 目標どおり事業を実施した。
わかりやすくシンプルなホームペー
ジ、コンテンツの充実

環境創造課 14，15

113 1-2(3) 継続 租税教育

税務署(静岡・清水)に申込みをした市
内小学校等に税務関係課職員を講師
として派遣し、児童・生徒を対象と
した租税教室を実施します。
（実施時期：通年）

租税教室（市担当分）の実
施率100％

－

市内小学校5校・18クラス・
522人を対象に租税教室を実
施
市担当分の実施率100％

A
市担当分５校に対し、実施校５校
であったことからA評価とした。

児童・生徒が税の意義や役割を正しく
理解するための事業であり、引き続き
確実に対応していく。

税制課 4

114 1-2(3) 継続
「早寝・早起き・朝
ごはん」運動

静岡市の学校及び子どもの課題の一
つである「規則正しい生活リズムを
つくる」ために、「早寝・早起き・
朝ごはん」国民運動に取り組み、健
康的で明るい学校づくりと健やかな
子どもの育成を推進します。重点的
に取り組む学校として小学校５校を
指定し、その成果を静岡市全体に示
し、より実効性ある取り組みを推進
します。

全小学校を推進校とする。
（令和４年度で終了予定）

56
教育実践推進校として５校を
指定する。

A
推進校５校で年度初めに計画を立
て、推進を行った。年度末にその
成果を市内小学校に発信した。

令和４年度で終了した後の発信の方法
を検討する必要がある。

学校教育課
教育センター

4

115 1-2(3) 継続
食の安全教室
（食の安全対策推進
事業）

関係各課職員や関係機関職員が学校
に出向き、小学校等を対象とした食
の安全教室を開催し、食中毒の予
防、食品の表示、健康食品など食の
安全に関する正しい情報等の周知啓
発を図ります。

食の安全教室
25回程度実施

256

食の安全教室　１回実施
休校等の影響や、感染症対策
を十分に行えなかったため、
ほとんどの教室が中止になっ
た。

D

教室はほとんどが中止となってし
まったが、代替として手洗いや食
品添加物についての動画をネット
で公開し、食の安心安全に関する
意識を高めてもらった。

対面での教室実施が難しい場合がある
ため、対面によらない実施方法も検討
する。

食品衛生課 4

116 1-2(3) 継続

「まちは劇場」推進
事業　まちは劇場コ
ンサート事業　学校
訪問コンサート

児童・生徒の音楽に対する理解及び
関心を高め、青少年の情操教育に資
するため、小中学校を訪問し、生演
奏を気軽に鑑賞することができる機
会を提供します。

年間実施回数：８回 34,667千円の一部
年間実施回数：６回
目標値：６回
達成率：100％

A

予定通り6校を訪問し十分な成果
を得た。子どもたちに豊かな文化
体験を提供し、成長を促す事一助
となったといえる。

例年申込数が多く、対象校を抽選によ
り選定している。より多くの受益者に
機会を提供できるよう、検討していく
必要がある。

文化振興課
（まちは劇場推
進課）

4

117 1-2(3) 継続
オーケストラ鑑賞事
業

次世代を担う子どもたちの感性を養
うために、本物のオーケストラを鑑
賞できる機会を提供します。

年２公演実施 27,058千円の一部

開催日：
令和３年１月21日（木）
午前・午後　２公演実施
会場：静岡市民文化会館 大
ホール
入場者数：508人　参加校：
8校

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により、多くの学校から辞退が相
次いだ事から、達成率が低水準と
なった。

申込数は年々減少傾向にある。令和３
年度は実施回数を２回から１回に減少
させる方針となった。授業コマ数の関
係で外出が難しくなる傾向があり、訪
問型のコンサートに人気が集中しがち
である。

文化振興課 4
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標２　知・徳・体のバランスのとれた子ども・若者をはぐくむ教育環境づくり

基本施策３　家庭や地域における教育環境の充実

担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

進捗状況 課題等評価
プラン

№
掲載
か所

区分
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

118 1-2(3) 継続
子どものための音楽
ひろば

学校での学年の枠を取り払ったクラ
スで行う総合音楽講座を実施しま
す。各専門家（合唱・楽器奏法・演
劇等）を講師に迎え、多分野にわた
る体験をさせ、修了発表会を行いま
す。（静岡音楽館事業）

継続して実施予定
228,209

（指定管理料の一部）

新型コロナウイルス感染症の
影響により全24回の講座を中
止

－

新型コロナウイルス感染症の影響
により全24回の講座を中止した
が、代替事業として「子どものた
めの音楽ひろば」特別演奏会を２
回実施した。

新型コロナウイルス感染症の影響下に
おいて、対策を行って事業を実施す
る。

文化振興課 4

再掲
(228)

1-2(3)
1-4(2)

継続
オリンピック・パラ
リンピック・ムーブ
メント全国展開事業

市内の小中高等学校にオリンピッ
ク・パラリンピック教育を推進する
ために、推進校を指定し、展開しま
す。

実践推進校16校を募集す
る。
（国の同事業にあわせ、令
和２年度で終了予定）

1,246 実践推進校16校を募集する。 A

コロナウイルス感染症拡大防止対
策を講じた上でアスリート等との
交流を行った。事後アンケートで
は難しい事に対する挑戦の意欲
が、事前に比べて向上した。アス
リートの講話等から、挑戦する事
の大切さが伝わってきているあら
われである。

オリパラを活用して子どもの育成を図
る、オリパラ教育のレガシーの情報発
信の方法を検討する必要がある。

教育センター
スポーツ交流課

4

119 1-2(3) 継続

エスパルス教育サ
ポート事業
「エスプラス」
（旧「エスパルスド
リーム教室」）

本市のシンボルである清水エスパル
スや大学と協働した静岡版の魅力あ
る授業づくりを推進し、子どもたち
の学習への興味や関心を高めるとと
もに、心身の健全育成を図ります。

市内小学校20校程度で実
施

－ 市内小学校10校で実施 B

民間企業からの協力を得て、キャ
リア教育メニュー（２項目）を充
実でき、応募校数も増加傾向にあ
る。
また、エスパルスが民間企業から
協賛金を得ることができ、事業実
施経費が削減できた。

キャリア教育メニューの充実と併せ
て、対象を拡大し、中学生向けにも実
施できるよう授業内容を検討してい
く。

スポーツ交流課
4，11，
17

再掲
(226)

1-2(3)
1-4(2)

継続
JFAこころのプロ
ジェクト「夢の教
室」

ＪＦＡから派遣される様々な競技の
スポーツ選手を夢先生として講師に
迎え、夢先生の体験談をもとに、夢
を持つことの素晴らしさ、それに向
かって努力することの大切さを子ど
もたちに伝える授業を実施します。

市内小学校５クラス程度で
の実施

219
市内小学校３クラスで実施
※実施はクラス単位

B

新型コロナウイルス感染症の影響
で、夢先生が直接小学校を訪問で
きない代わりに、インターネット
を用いてオンラインによる特別授
業を実施した。

予算規模上、実施クラスが限られる
が、夢先生による体験談をもとにした
授業は貴重な機会であるため、より多
くの子ども達に提供できるよう実施ク
ラスの選定方法やＰＲ方法について検
討していく。

スポーツ交流課
4，11，
17

再掲
(354)

1-4(1)
1-2(3)

新規
高山植物保護セミ
ナー

市内の高校山岳部・登山部を対象
に、南アルプスユネスコエコパーク
の豊かな自然や地域の文化を学ぶ
「高山植物保護セミナー」を開催
し、将来の自然保護や文化の伝承等
の担い手育成を図ります。

現地体験学習を含めた高山
植物保護セミナーの実施

（R３新規） 環境創造課 ４、15

再掲
(355)

1-4(1)
1-2(3) 新規

南アルプスユネスコ
エコパーク学習ハン
ドブックの配布

静岡市内の全小学３年生を対象に環
境学習ハンドブック「しずおかの宝
南アルプスユネスコエコパーク」を
配布し、静岡市が世界に認められた
財産である南アルプスやユネスコエ
コパークの学習を促進します。

市内の全小学３年生へ配布 （R３新規） 環境創造課 ４，15
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】
施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり
基本施策１　虐待を受けている児童など配慮を必要とする子ども・若者とその家庭への支援

120
1-3(1)
1-3(6)

継続 児童相談所の運営

児童相談所において、家庭や地域、その
他機関等から、子どもに関する様々な相
談に応じるとともに、子どもが抱える問
題や環境を的確に捉え、社会的養護が必
要であると判断した場合、対象となる子
どもに対して措置を行うなど、必要に応
じた対応を行います。また、児童相談所
職員の資質向上を図るため、アドバイ
ザー等を活用し、人材育成に取り組みま
す。

・「子どもの最善の利益」
のために相談内容に応じた
診断及び指導等の100％
実施
・児童虐待を疑われる場合
の48時間以内の安否確認
100％実施

53,370

①診断、指導
　　　　　随時実施
②48時間以内の安否確認
　　　　　100％

A
　虐待に関するものを含め、児童に関する様々な
相談に対し、必要な診断、指導、措置等状況に応
じた対応を行った。

　児童虐待相談対応件数は年々増加傾向である上
に、複雑困難なケースもますます増加し、児童相
談所を取り巻く環境が厳しさを増している。この
ような状況の中、相談対応担当職員、児童福祉司
及び児童心理司については経験のみならず高度な
専門性が求められている。
　職員の資質向上及び専門性を確保するため、経
験年数や職位に応じた研修実施並びに嘱託医、弁
護士及びアドバイザー等の専門家活用により、職
務対応に必要な知識及び経験の蓄積を図ってい
く。

児童相談所 16

121
1-3(1)
1-3(6)

継続
要保護児童対策地域
協議会の運営

要保護児童の早期発見や適切な保護を図
るため、関係機関が子どもやその保護者
に関する情報交換や考え方を共有すると
ともに、関係機関の支援内容や役割分担
などの協議を行います。

代表者会議：１回
実務者会議：45回
個別ケース検討会議：随時

71
代表者会議：１回
実務者会議：45回
個別ケース検討会議：随時

A
新型コロナの影響で代表者会議実施なし。
実務者会議：45回実施
個別ケース検討会議：46ケース

支援が必要なケースの把握漏れが生じないよう、
各関係機関との連絡調整の実施

子ども家庭課 16，17

122
1-3(1)
1-3(6)

継続
里親委託と里親支援
（家庭的養育の推
進）

保護者の不在や虐待等により、家庭で養
育できない子どもをできる限り家庭的な
環境で養育できるよう、里親への委託を
推進するため、里親家庭支援センターと
連携し、新規里親の開拓、マッチング、
相談支援などを行います。

・里親委託率50%以上
・里子の心身の発達等に関
する評価の実施100％

27,205

①里親委託率
           48.7%
②里親家庭の里子に対し心理
司によるスクリーニングを実
施

A

目標値である50％をほぼ達成しており、NPO法人
静岡市里親家庭支援センターとの連携により、積
極的な里親委託の推進、里親委託制度の周知及び
里親の養育力向上を図ることが出来た。
　また、代替養育が必要な児童については、家庭
養育を進める観点から、適宜養子縁組制度の利用
も行っており、令和２年度には５名の児童の養子
縁組が成立している。

　施設入所等社会的養護が必要な児童の数に対し
て、まだまだ里親登録数は不足している。また、
様々な要件に対応可能な里親を増やすためには、
里親に対する市民の理解を深めることが必要とな
る。
　そのため、NPO法人静岡市里親家庭支援セン
ターと連携し、家庭的な環境で養育できるよう、
効果的な普及啓発による里親登録数の増加や計画
的な研修の実施により里親への支援をし、里親養
育の質の向上を図る。

児童相談所 16

123 1-3(1) 継続
児童福祉施設整備等
補助金（家庭的養育
の推進）

社会的養育推進計画に基づき、社会的養
育を必要とする児童が、できる限り良好
な家庭的環境で生活することができるよ
うな施設の整備を行う事業者に対して補
助金を交付します。

地域小規模児童養護施設及
び分園型小規模グループケ
ア５か所

－

所管施設において、建設用地
３か所分を取得し、そのうち
２か所については令和３年度
に建設予定。施設整備補助金
については令和３年度当初予
算において予算措置を行っ
た。

C 令和３年度の事業化を実現することができた。
新規施設における人材と、５か所めの建設用地の
確保。施設と協議しながら、必要に応じて財政支
援を検討していく。

子ども家庭課 16

再掲
(290)

1-3(1)
1-3(6)
2-1(2)

継続
家庭児童相談室の運
営

各福祉事務所に家庭児童相談室を設置
し、子どもに関する様々な問題につい
て、子ども、家庭又は地域住民などから
の相談に応じ、必要な助言を行います。

必要な対象者への完全実施 319
完全実施
相談受付件数2,047件

A
当初の目標どおり事業を完全実施することができ
た。

各関係機関との緊密な連携による確実な事業実施
の継続

子ども家庭課 16

再掲
(291)

1-3(1)
2-1(2)

継続
子育て短期支援事業
★

育児疲れ・育児不安等の解消、児童の虐
待防止及び子育て家庭への支援を図るた
め、児童福祉施設等において短期入所を
実施します。

延べ利用日数：252人日
実施施設：３か所

950
延べ利用日数：171人日
実施施設：３か所

B
実施施設３か所において必要に応じた事業実施が
できた。

各関係機関との緊密な連携による確実な事業実施
の継続

子ども家庭課 5

124 1-3(1) 継続 婦人保護事業

配偶者等からのＤＶ被害女性について、
その相談に対し、助言や指導を行い、状
況に応じて女性及び同伴児を保護しま
す。

DV被害女性及び同伴児の
安全の確保及び自立への支
援の適切な実施

142

ＤＶ被害女性の相談に対し、
助言や指導を行い、状況に応
じて女性及び同伴児の保護を
行う。

A
平成２７年７月に配偶者暴力相談支援センター事
業を開始し、適切に対応している。

配偶者暴力被害者等、多岐にわたる相談に対して
適切な支援が必要とされる。

福祉総務課 5

125
1-3(1)
1-3(6)

継続
要保護児童への自立
支援

児童養護施設に入所措置又は里親に委託
措置をされた子どもの大学等への進学に
必要な学費、教科書代等や就労等の自立
に際しての住居の借上げ、運転免許の取
得等に必要な経費を助成します。

・対象児童への支援実施率
100%
・措置児童高校卒業後の進
路決定率100%

11,747

①支援実施件数
　ア　地域活動参加：１名
　イ　運転免許取得：１名
　ウ　一人暮らし援助：５名
　エ　大学等入学一時金：２
名
　オ　教材費等購入：０名

②児童養護施設等入所児童の
大学等進学者、新規就職者
　ア　就職：４名
　イ　進学：６名

③生活相談支援員の配置：１
件

A
児童養護施設入所又は里親に委託措置された中学
卒業児童の高校進学率及び高校卒業児童の進路決
定率が100％であったため。

　児童養護施設に入所している児童のうち、被虐
待児や発達障害児等については、児童の自立のた
め専門的な心理ケア及び心理学的見地からの学習
支援を充実させる必要がある。
　このため、施設担当職員を加配することで専門
的な支援が必要な児童の自立促進を図る。

児童相談所 16

126 1-3(1) 継続
児童虐待防止「オレ
ンジリボンキャン
ペーン」の実施

市民が児童虐待問題に関心を持ち、児童
虐待の早期発見・未然防止への機運を高
めるために、Ｊリーグ清水エスパルス等
との連携による児童虐待防止啓発活動を
実施します。

啓発イベント等の実施 1,119

啓発活動の実施
・啓発動画の作成および放映
・啓発品3,000部作製およ
び配布

A
新型コロナの影響により、イベント以外の方法で
清水エスパルスと協働で啓発活動を実施した。

委託事業者との連携による確実な事業実施の継続 子ども家庭課 16

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

24



25

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策２　発達の遅れや障がいのある子ども・若者とその家庭への支援

127
1-3(2)
1-3(6)

継続
発達障害者支援セン
ター運営事業

発達障がいのある人への支援を専門
に行う拠点として、発達障がいに関
する各般の問題について本人又は家
族からの相談に応じ、適切な指導又
は助言を行うとともに、研修等を通
して関係機関等との連携を図りま
す。

①相談支援：870件
②発達支援：1,050件
③就労支援：100件
④巡回支援回数：100件

38019

①相談支援：560件
②発達支援：1,545件
③就労支援：252件
④巡回支援回数：167件

A
相談件数は目標値を下回っているが引き
続き支援が必要な方への相談業務を継続
する。

相談件数は目標値を下回ってい
るが引き続き支援が必要な方へ
の相談業務を継続する。

障害福祉企画課 3，4

128 1-3(2) 継続 自立支援給付事業

障害者総合支援法に基づき、障がい
者が自立した日常生活又は社会生活
を営むことができることを目的に、
障害福祉サービスの利用に係る給付
費を支給します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

1,139,442

利用者に対して適切に支給を
行った。
居宅介護　延べ10,585人
同行援護　延べ1,627人
行動援護　延べ41人
短期入所　延べ2,613人
（注）
・障がい者と障がい児を合わ
せた数

A
適正なサービスの提供、および事業の実
施をした。

法改正に対応した適正なサービ
ス提供に努める。

障害者支援推進
課

3

129 1-3(2) 継続 発達早期支援事業

発達の気になる子について、支援の
必要性を見極め、その子にあった支
援の場につなげる「アセスメントの
場」及び継続的に支援を必要とする
子を受入れる「二次支援の場」を、
各区に整備し発達早期支援体制の構
築を図っていきます。

アセスメントの場：９か所
二次支援の場：９か所

あそびのひろば
6，707

ぱすてるひろば
8，019

アセスメントの場：６か所
二次支援の場：６か所

A

あそびのひろば90回
ぱすてるひろば108回
コロナウイルス感染症拡大防止のため、
一部電話支援に変更したが、概ね目的を
達成している。

早期支援体制の構築のため、適
切な事業体制（実施回数）の検
討。

子ども家庭課
障害福祉企画課

3

130 1-3(2) 継続
児童発達支援セン
ターの運営

障がい児に対する療育指導及び親へ
の療育相談等を実施する静岡市心身
障害児福祉センター「いこいの家」
を運営します。

利用者アンケートの満足度
80％以上

171,000

■通園事業、親子教室、療育
相談等の実施
・通園事業　延通園人数
9,229人
・親子教室　延参加者数
1,433人
・療育相談　相談ケース　85
件
・障害児相談支援　2,320件

■利用者アンケートで「満
足」または肯定的意見と回答
した利用者の割合：93.7％

A

新型コロナウイルスの影響により一部事
業が中止となったが、利用者へ適切な
サービスを提供したことにより、既に目
標値を達成している。

利用者満足度を維持するため、
今後も適切な運営が行われるよ
う、市と指定管理者で協議をし
ていく。

障害福祉企画課 3，4

131 1-3(2) 継続
母子療育訓練セン
ターの運営

障がいのある子ども及び保護者に対
し、通園の場を設けて適切な療育、
訓練や指導などを実施する「静岡市
清水うみのこセンター」を運営しま
す。

利用者アンケートの満足度
80％以上

41,638

■療育訓練、療育相談、母子
指導等の実施
・療育訓練　延利用者数
1,697人
・療育相談　延利用者数
2,370人
・交流保育　延利用者数　86
人
・特別指導　延利用者数　57
人
・訪問指導　延利用者数
177人

■（利用者アンケートで「満
足」または肯定的意見と回答
した利用者の割合：94.6％）

A

新型コロナウイルスの影響により一部事
業が中止となったが、利用者へ適切な
サービスを提供したことにより、既に目
標値を達成している。

利用者満足度を維持するため、
今後も適切な運営が行われるよ
う、市と指定管理者で協議をし
ていく。

障害福祉企画課 3，4

132
1-3(2)
1-3(6)

継続 児童発達支援事業

障がい児に対し、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練などの療
育を行うとともに、障がい児の家族
に対して支援を行います。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

766,274
利用者に対して適切に支給を
行った。
延べ利用人数　6,026人

A
適正なサービスの提供、および事業の実
施をした。

法改正に対応した適正なサービ
ス提供に努める。

障害者支援推進
課

4

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

25
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策２　発達の遅れや障がいのある子ども・若者とその家庭への支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

133
1-3(2)
1-3(6)

継続
放課後等デイサービ
ス

学校通学中の障がい児に対して、放
課後や夏休み等の長期休暇中におい
て、生活能力向上のための訓練等を
継続的に提供することにより、障が
い児の自立を促進するとともに、放
課後等の居場所を提供します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

2,770,625
利用者に対して適切に支給を
行った。
延べ利用人数　20,195人

A
適正なサービスの提供、および事業の実
施をした。

法改正に対応した適正なサービ
ス提供に努める。

障害者支援推進
課

4

134
1-2(2)
1-3(2)

拡充
特別支援教育推進事
業

小・中学校に対し、特別支援教育支
援員の配置や臨床心理士等からなる
巡回相談員の派遣を行い、支援を必
要とする児童生徒への支援や小・中
学校の校内支援体制の充実を推進し
ます。

小・中学校に200人以上
の支援員を配置、巡回相談
を150回以上実施。

165,895
小・中学校に支援員を219人
配置。巡回相談を141回実
施。

A

小・中学校への支援員配置は必要数
（219名）を確保し、配置計画に沿っ
て適切に配置することができた。巡回相
談については、目標回数実施することが
できた。

支援員については配置基準に照
らした必要数を満たしていない
ため、予算、人員のさらなる確
保が課題である。巡回相談につ
いても学校からの要望数に応え
るためには、予算、人員の確保
が必要である。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

135
1-2(2)
1-3(2)

継続
障がいのある幼児児
童生徒への就学支援

特別支援相談員が、在籍園・校等を
訪問し、就学に関わる相談を行いま
す。さらに、就学支援委員会で障が
いのある幼児児童生徒の就学先につ
いて審議し、適正な就学につなげま
す。

就学に関わる相談件数
1,000件以上。就学支援委
員会を年間３回開催。審議
件数1,500件以上。

404
就学に関わる相談件数1,163
件。就学支援委員会を年間３
回開催。審議件数2,162件。

A
休園、休校等で通常の就学支援が困難で
あったが、適正な就学に向けて相談、審
議を行うことができた。

年々増加する就学に関わる相談
や審議件数に対し、適正な就学
につながるよう対応する。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

352 1-3(2) 新規
市立こども園医療的
ケア児受入事業

障がいの有無に関わらず、全ての子
どもが共に学び、成長できるようイ
ンクルーシブ保育を推進するため、
市立こども園で集団保育が可能な医
療的ケア児を受入れる。

集団保育が可能な医療的ケ
ア児を受入れる。

（R３新規） こども園課 4

353
1-1(1)
1-2(1)
1-3(2)

新規
私立こども園・保育
所等特別支援保育事
業

障がい児や医療的ケア等の支援が必
要な乳幼児が円滑に教育・保育施設
を利用できるよう、私立こども園・
保育所等の受入れ体制を支援する。

特別な支援を必要とする子
どもが円滑に教育・保育を
受けることができる体制の
確保

（R３新規） 幼保支援課 4

136 1-3(2) 継続 相談支援事業

障がいのある人等が障害福祉サービ
スを利用しつつ、その有する能力や
適性に応じ、自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよう、
本人又はその家族からの相談に応
じ、必要な情報の提供や助言その他
必要な支援を行います。

実施機関：11か所
精神３ヶ所：98,539

183,285
実施機関：11か所 A

精神：相談者に対し、適切に対応してい
る

8050問題を抱える家庭の増加等
により、他分野との関わりが増
えている中で、より強固な連携
体制を構築していく必要があ
る。

障害福祉企画課
精神保健福祉課

3，4

137 1-3(2) 継続
発達障害者支援体制
整備事業

発達障がい者支援体制の実態を把握
した上で、今後の発達障がい者支援
の在り方を検討すること等により、
乳幼児期から成人期までの一貫した
支援体制の整備を図るとともに、発
達障がいについての理解啓発を図り
ます。

発達障害者支援体制整備検
討委員会開催：２回
巡回支援専門員の派遣
ペアレントメンターの活用
相談支援ファイル配布、活
用
発達障害者支援実態調査の
実施

19115

静岡市発達障害者支援地域協
議会を２回開催
巡回相談30か所以上
ペアレントメンター総認定数
累計83人
相談支援ファイル配布、活用
ペアレントプログラムの開催

A 目標どおり事業を実施した。
乳幼児から成人期までの一貫し
た支援体制の整備を図る。

障害福祉企画課 3，4

138 1-3(2) 継続
静岡市特別支援連携
協議会

福祉、教育、保健、医療、労働等の
関係機関相互の連携を深め、情報の
一元化を図ることにより、特別な支
援を要する人に対する総合的な相談
及び支援、地域での一貫した相談及
び支援体制の構築を目指します。

協議会本会議を２回開催。
作業部会（早期支援部会、
教育支援部会、自立支援部
会）を各２回開催。

－

協議会本会議を２回開催予
定。作業部会（早期支援部
会、教育支援部会、自立支援
部会）を各２回開催。

B

本会議を２回、作業部会（早期支援、教
育支援、自立支援）を各２回、計8回開
催した。
　各委員が資料を持ち寄るなどして、主
体的立場で情報交換を行った。

関係機関等（保護者、医療機
関、相談機関、障害者団体、福
祉関係者、教育関係者など）
が、特別な支援を必要とする人
に対し、各機関の役割、支援実
施時の連携のあり方、相談内容
の総合的対応について協議でき
た。一方、開催回数、開催時間
などの見直しが求められてい
る。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

　【関連事業】
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策２　発達の遅れや障がいのある子ども・若者とその家庭への支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

139 1-3(2) 継続 日中一時支援事業
障がいのある人の一時的な見守りそ
の他支援のため、日中の施設利用に
対する費用の一部を助成します。

利用者延べ人数／年：
1,600人
事業所登録：随時

14,338

障がいのある人の一時的な見
守りその他支援のため、日中
の施設利用に対する費用の一
部を助成した。
利用者数：延べ1,056人

また、事業所登録申請受付を
その都度行った。

A
新型コロナウイルスの影響により利用者
数が減少したものの、申請者に対し、必
要な助成をすることができた。

引き続き制度の周知を図ってい
く。
また、新型コロナウイルスの動
向を注視していく。

障害者支援推進
課

3

140 1-3(2) 継続 幼児言語指導事業
言語の発達に課題がある幼児に対し
て言語指導等を行い、小学校へのス
ムーズな就学を図ります。

市内６か所の教室で、年間
600人以上の幼児を指
導。

1329
市内６か所の教室で、年間
620人の幼児に対し、言語指
導等を実施。

A

市内６か所の教室で、年間600人の幼
児に対して、言語指導等を実施した。ま
た保護者のアンケートでは、「子どもの
構音障害や吃音の改善及び言語発達が促
された」と回答した保護者の割合が
97.9%だった。

言語発達等についての幼児の相
談が増加し、より早期からの指
導を希望する保護者も増えてい
る。これらのニーズに応えるた
めに、各区２か所ずつの指導体
制を充実させる。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

141 1-3(2) 継続 障がい児保育事業

専門家による気になる子への巡回相
談や保育士を対象とした障がい児保
育のための専門知識と保育技術の向
上のための研修を行い、質の高い障
がい児保育を実施します。

公私立こども園・私立保育
園における専門家の巡回及
び保育教諭等を対象とし
た、障がい児保育に係る専
門知識並びに保育技術の向
上のための研修等を実施す
る。

・専門家による巡回：公私
立38回
・障がい児研修：８回

624

公私立こども園・私立保育園
における専門家の巡回及び保
育士等を対象とした、障がい
児保育に係る専門知識並びに
保育技術の向上のための研修
等を実施した。

・専門家による巡回
公私立46回
・障がい児研修4回

A
公私立こども園等における専門家の巡回
及び保育士等を対象とした研修等を計画
どおり実施できた。

さらなる専門知識及び保育技術
の向上に努める。

こども園課 4

再掲
(66)

1-2(１)
1-3(2)

継続
多様な主体の参入促
進事業〔特別教育・
保育経費〕★

私立認定こども園での健康面や発達
面において特別な支援が必要な子ど
もの受け入れを促進するため、当該
児童を２人以上受け入れる私立認定
こども園の設置者に対して、職員の
加配に必要な費用の一部を助成しま
す。

対象となる施設への確実な
補助（100％）

－
当該児童を2人以上受入れた
施設がないため０件

－ 令和２年度は対象施設なし
対象施設に対する補助を確実に
実施する。

幼保支援課 4

142 1-3(2) 継続 保育所等訪問支援

障がい児施設で指導経験のある児童
指導員や保育士が、保育所などを２
週間に１回程度訪問し、障がい児や
保育所などのスタッフに対し、障が
い児が集団生活に適応するための専
門的な支援を行います。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

6,053
利用者に対して適切に支給を
行った。
延べ利用人数　192人

A
適正なサービスの提供、および事業の実
施をした。

法改正に対応した適正なサービ
ス提供に努める。

障害者支援推進
課

4

再掲
(164)

1-2(2)
1-3(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールカウンセリ
ング事業

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相
談員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー
40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学
校に1日５時間×週３日

76,588

スクールカウンセラー　39人
小学校は週３時間（隔週６時
間）、中学校は規模に応じ週
６から８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　３２人
生徒数200人以上の中学校に
対し学校規模に応じ1日５時
間、週１日から４日で配置

A

いじめや不登校、問題行動等、児童・生
徒、保護者の心の問題への支援を行うと
ともに、学校における組織的な教育体制
を向上が図られた。

心理の専門家等が対応するた
め、カウンセラー等が対応した
学校の改善率100％を達成でき
るようにする。

児童生徒支援課
教育総務課

4
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策２　発達の遅れや障がいのある子ども・若者とその家庭への支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

143
1-2(2)
1-3(2)

継続
特別支援教育就学奨
励費補助金交付事業

特別支援学級へ就学する児童生徒を
養育する保護者の経済的負担を軽減
するため、補助金を交付します。

要綱等に基づき、要件を満
たす児童・生徒に正確かつ
確実に補助金を交付：
100％

小学校　15,969
中学校　12,986

次の児童生徒に正確かつ確実
に補助金を交付した
小学生　791人
中学生　426人

A 目標どおり事業を実施した。
特別支援学級に在籍する児童生
徒の増加への対応

児童生徒支援課 4

144
1-3(2)
1-4(4)

継続
特別支援教育進路指
導協議会による進路
支援

中学校特別支援学級及び特別支援学
校生徒を対象に進路懇談会や進路説
明会等を開催し、卒業後の進路決定
を支援します。

進路懇談会１回、進路説明
会１回、卒業生激励会１回
開催。

297
進路懇談会１回、進路説明会
１回、卒業生激励会１回、内
容を変更して開催。

B

R2年度は、新型コロナウイルス感染症
対策として、集まる会を中止し資料配布
としたため、例年通りの開催ができな
かった。

R3年度も新型コロナウイルス感
染症に係る対応をしつつ、進路
に関する行事運営や情報提供を
どのように行うかが課題であ
る。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4，8

145
1-2(2)
1-3(2)

継続
特別支援教育研修会
の開催

特別支援教育に従事する教員の専門
性の向上のため、個々の障がいの特
性に応じた教育内容や指導方法につ
いての研修を行います。
・特別支援教育コーディネーター研
修
・特別支援教育研修
・言語・発達・肢体不自由通級指導
教室担当者研修
・特別支援学級担任教員研修
・新任特別支援教育担当者研修会

特別支援教育に関する研修
を年間計20回開催。延べ
1,000人を超える教員が参
加。

211

予定した全20回（特別支援教
育コーディネーター研修、特
別支援教育研修、言語・発
達・肢体不自由通級指導教室
担当者研修、特別支援学級担
任教員研修、新任特別支援教
育担当者研修会）の内、内容
変更したものも含め16回開
催。

B

R2年度は、新型コロナウイルス感染症
対策として、一部の研修を中止または資
料配布としたため、例年通りの開催がで
きなかった。

R3年度も新型コロナウイルス感
染症に係る対応をしつつ、必要
な研修を行い、教職員の資質向
上に努める。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4

146 1-3(2) 継続
障害児放課後対策レ
スパイト事業

障がいのある人の地域生活を支え、
健全な育成を図ることを目的に、子
どもやその家族の必要に応じて放課
後対策レスパイト事業を実施する団
体に対し、補助金を交付します。

実施か所：１か所 4292 実施か所：１か所 A 概ね目標どおり事業を実施した。
乳幼児から成人期までの一貫し
た支援体制の整備を図る。

障害福祉企画課 3，4

147 1-3(2) 継続
身体障害者手帳の交
付

身体に障がいのある人が社会参加す
るための支援の根拠となる身体障害
者手帳の障害程度等を審査し、交付
します。

申請に対する適正な審査及
び事務処理により、手帳を
交付する。

1,668
申請に対する適正交付を行っ
た。

A
申請に対し適正に交付を行うことができ
た。

引き続き申請に対する適正交付
を行う。

地域リハビリ
テーション推進
センター

3

148 1-3(2) 継続

精神障害者保健福祉
手帳及び自立支援医
療費支給認定判定会
の運営

各種の支援を受けやすくすることに
より、社会復帰と社会参加の促進、
社会的自立を図るため、一定の精神
障がいの状態にあると認定された人
に対して手帳の交付及び支給認定を
行います。

各区の進達から判定までの
平均処理日数９日以内を達
成。

1,163
各区の進達から判定までの平
均処理日数6.91日。

A
計画どおり、事業を適正に実施してい
る。

精神障がい者の適切な社会参加
を促進するため、周知等を継続
して行っていく。

こころの健康セ
ンター

3

149 1-3(2) 継続
障害児福祉手当の支
給

20歳未満の重度の障がいのある人に
対し、障がいを有することにより発
生する経済的負担の軽減を図るた
め、手当を支給します。

該当者全てに支給 58,179 該当者全てに支給を行った。 A 該当者全てに適正な支給が実施できた。 適正な支給に努める。
障害者支援推進
課

1

150 1-3(2) 継続
重度心身障害児扶養
手当及び特別児童扶
養手当の支給

20歳未満の重度の障がいのある人の
保護者に対し、子どもが障害を有す
ることにより発生する経済的負担の
軽減を図るため、手当を支給しま
す。

該当者全てに支給 29,005 該当者全てに支給を行った。 A 該当者全てに適正な支給が実施できた。 適正な支給に努める。
障害者支援推進
課

1
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策２　発達の遅れや障がいのある子ども・若者とその家庭への支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

151 1-3(2) 継続
特別障害者手当等給
付（うち経過的福祉
手当を除く）

精神又は身体に重度の障害を有する
在宅の児童または者に対して、生活
の向上と福祉の増進を図ることを目
的として、手当を支給します。

該当者全てに支給 309,959 該当者全てに支給を行った。 A 該当者全てに適正な支給が実施できた。 適正な支給に努める。
障害者支援推進
課

1

152
1-3(2)
1-3(6)

継続
重度心身障害者医療
費助成事業

重度心身障害者が疾病等により医療
機関等で治療した場合に、経済的な
負担を軽減する目的から、医療保険
診療に係る自己負担及び訪問看護等
基本利用料を助成します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

1,183,285

疾病等により医療機関で治療
した場合に、医療費保険診療
にかかる自己負担額及び訪問
看護基本料を助成した。

A 適正に事務を実施した。 支給方法の検討。
障害者支援推進
課

3

153 1-3(2) 継続
自立支援医療（育成
医療）の給付

身体上の障がいのある子ども（18歳
未満）や現在の病気を放置すると将
来障がいを残すと認められる子ども
で、治療によって確実な効果が期待
される場合、その医療費の一部を公
費で負担します。

申請に対する適正な審査
認定された対象者に対する
給付100％

1,123
申請に対する適正な審査
認定された対象者に対する給
付100％

A
適正な事務処理を行い、市民負担の軽減
に寄与した。

引き続き適正な事務処理に努め
る。

保健予防課 3

154 1-3(2) 継続
自立支援医療（精神
通院医療）の給付

精神障がいのある人がその障がいの
軽減又は改善を図るための治療を指
定医療機関で行った場合、保険診療
に係る自己負担分の一部を公費で負
担します。

継続実施
受給者数　9,567人

921,391
自立支援医療（精神通院）の
給付事務を適正に実施した

A 適正に事務を実施した。

新型コロナウイルス感染症の流
行状況により、有効期間等の特
例措置がとられる場合があるた
め、状況に応じて対応する必要
がある。

精神保健福祉課 3

155 1-3(2) 継続
精神障害者入院医療
費の助成

精神障がいにより入院した人（任意
入院、医療保護入院）の療養を推進
し、精神障がいのある人やその保護
者等の入院医療費を軽減するため、
自己負担金の一部を助成します。

継続実施
助成者数　延べ3,521人

34,163

入院医療費の助成事務を適正
に実施した。
申請者数：実1,340件、延
3,418件

A 適正に事務を実施した。 なし 精神保健福祉課 3

156 1-3(2) 継続
軽度・中等度難聴児
補聴器購入費助成事
業

身体障害者手帳の交付対象とならな
い軽度・中等度難聴児に対し、補聴
器の購入費用の一部を助成します。

申請者全てに支給 743 該当者全てに支給を行った。 A 適正に事務を実施した。 適切な制度運用に努める。
障害者支援推進
課

3

157 1-3(2) 継続 補装具支給事業

障がいのある人の失われた機能を補
い、日常生活を円滑に過ごすために
適した用具の購入又は修理の費用を
助成します。

申請者全てに支給 87,056
助成件数774件
（うち障害児　112件）

A 目標どおり事業を実施した。 適切な制度運用に努める。
障害者支援推進
課

3

158 1-3(2) 継続
日常生活用具支給事
業

重度身体障害者の日常生活の便宜を
図るため、障がいの種類と程度に応
じて介護・訓練支援用具、自立生活
支援用具等の費用を助成します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

203,432
障がいの種類と程度に応じて
各種の生活用具の費用を助成
した。

A 適正に事務を実施した。
引き続き、日常生活用具の適正
な給付に努める。

障害者支援推進
課

3

159 1-3(2) 継続
障害者タクシー料金
助成事業

重度障がいのある人の移動手段を確
保するため、タクシー利用料金又は
車いす用タクシー利用料金の一部を
助成します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

21,510 該当者全てに支給を行った。 A 申請者全てに適正な支給が実施できた。 適正な支給に努める。
障害者支援推進
課

11

29



30

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策２　発達の遅れや障がいのある子ども・若者とその家庭への支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

160 1-3(2) 継続 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がいのある
人に対し、個々の利用に合った計画
のもと、移動支援事業従事者の資格
を持つガイドヘルパーが外出のため
の支援を行い、利用に対する費用の
一部を助成します。

利用者延べ人数／年：
9,700人
事業所登録：随時

145,330

屋外での移動が困難な障がい
のある人に対し、ガイドヘル
パーが外出のための支援を行
い、利用に対する費用の一部
を助成した。
 利用者数：延べ6,825人

また、事業所登録申請受付を
その都度行った。

A
新型コロナウイルスの影響により利用者
数が減少したものの、申請者に対し、必
要な助成をすることができた。

新型コロナウイルスの動向を注
視していく必要がある。
引き続き制度の周知を図ってい
く。

障害者支援推進
課

11

161 1-3(2) 継続
精神障害者交通費助
成事業

精神障害者保健福祉手帳を所持する
人の社会参加を促進するため、電車
やバスの利用料金の一部を助成しま
す。

継続実施
交付者数　5,230人

8,145

【取組内容】適正に交通費の
助成を行った。
【成果】申請書交付者数
5,752人（助成者数1,650
人）

A
精神障がい者の生活圏の拡大に寄与でき
ている。

引き続き、申請手続きの簡略化
と受付事務の効率化を目指す。

精神保健福祉課 3

162 1-3(2) 継続
重度心身障害者住宅
改造費補助金

障がいのある人が住み慣れた住宅で
安心して健康的な生活ができるよう
住宅を改造する場合、補助金を交付
します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

1,174 ２件 A 申請者全てに適正な支給が実施できた。 適正な支給に努める。
障害者支援推進
課

11

163 1-3(2) 継続
障害者歯科保健セン
ター運営事業

心身に障がいのある人で一般の歯科
診療所では治療が困難な人の歯科診
療や、歯や口、食べることなどの困
りごと相談に応じたり、障害者通所
施設での歯科保健活動や歯科健診を
行います。

①歯科診療の初診予約待ち
14日、全身麻酔下歯科治
療予約待ち30日
②かかりつけ歯科率70％
以上維持
③研修会開催５回
④障がい者歯科登録医
252人

24,400

①予約方法の工夫を行い前年
度より診療は初診予約待ち３
日、全身麻酔下歯科治療は14
日短縮した。
②かかりつけ歯科医率が低い
事業所への啓発強化のため高
い事業所を対象外とした結果
前年度より2.7ポイント低下
した。
③研修会は新型コロナウイル
ス感染拡大により２回開催中
止とした。
④歯科医師会と連携し障がい
者歯科登録医の周知に取組む
ことで2人増加した。

B

①予約待ち期間は目標達成に向け短縮で
きている。
②かかりつけ歯科医を持つ人の割合は低
下しているがかかりつけ歯科医を持つよ
うリーフレット等で啓発に取組んだ。
③新型コロナウイルス感染拡大により研
修会開催数は減少したが、実施した研修
会は集合形式ではない方法を取る等感染
対策を徹底した。
④歯科医師会との連携ができていること
で登録医増加につながった。

年々患者数が増加している中で
予約待ち期間を短縮するために
は、地域の歯科医院での受診が
できそうな患者の移行に取組む
必要がある。
かかりつけ歯科医を持つ人の増
加に取組む一方で、歯科受診で
きない環境の人もいるため、障
がいのある人への働きかけだけ
ではなく、支援者の協力も重要
であることから、関係機関との
更なる連携が必要である。

健康づくり推進
課

3
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31

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策３　いじめや不登校といった困難を抱える子ども・若者とその家庭への支援

再掲
(181)

1-2(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不
登校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の諸
問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワー
カー12人を拠点校12校
（１支部１人）に配置し、
週２時間勤務。拠点校以外
には、要請に応じて随時派
遣及び定期巡回。

22,389

学校生活上の諸問題の背景
にある家庭環境や生活環境
の調整及び改善に努める。
就学前、中学校卒業後にお
いても切れ目のない支援を
行う。
【令和２年度配置状況】
小中学校：12名
高等学校：２名

A

スクールソーシャルワーカー
による専門的な支援により、
学校における相談機能等の向
上が図られた。

学校をプラットフォームとした貧困
対策に対応することを目的とした、
全ての学校でスクールソーシャル
ワーカーを活用できる体制のさらな
る整備を進める。

児童生徒支援課 1，4

164

1-2(2)
1-3(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

拡充
スクールカウンセリ
ング事業

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相
談員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー
40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学
校に1日５時間×週３日

76,588

スクールカウンセラー
39人
小学校は週３時間（隔週６
時間）、中学校は規模に応
じ週６から８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　３２人
生徒数200人以上の中学
校に対し学校規模に応じ1
日５時間、週１日から４日
で配置

A

いじめや不登校、問題行動
等、児童・生徒、保護者の心
の問題への支援を行うととも
に、学校における組織的な教
育体制を向上が図られた。

心理の専門家等が対応するため、カ
ウンセラー等が対応した学校の改善
率100％を達成できるようにする。

児童生徒支援課
教育総務課

4

再掲
(348)

1-3(3)
1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続 子ども若者相談事業

【面接相談】
〇相談受付：（土日祝・年末年始を
除く）８時30分～17時15分
相談対象者：39歳までの子ども・若
者及びその保護者・関係者
【電話相談】
○こころのホットライン
相談受付：（土日祝・年末年始を除
く）毎日９時～17時　相談対象者：
39歳までの子ども・若者及びその保
護者・関係者
○24時間いじめ電話相談
相談対象者：いじめに悩む子ども・
若者及びその保護者・関係者
〇ユースサポート事業
様々な困難を抱える高校生世代に対
し、交流できる場を提供する。

相談状況改善率70％ 9,757

①面接相談
相談受付：平日８時30分
～17時15分
相談件数：435件
のべ相談回数：4,157回
②こころのホットライン
相談受付：平日９時～17
時
相談件数：304件
③24時間いじめ電話相談
相談受付：毎日24時間
相談件数：314件
④ユースサポート事業（高
校生ぷらっとサロン）
年間106回実施

相談状況改善率：78.4%

A

個別の面接相談における継続
的な支援のほか、必要に応じ
て学校や関係機関と連携して
取り組んだことにより、目標
値を達成できた

個々の相談内容に応じた適切な対応
を行うとともに、相談センターや各
取り組みの周知・PRを引き続き行
う。
また、学校や関係機関との連携のも
と、相談者の状況に応じたきめ細や
かな支援に努める。

青少年育成課 3

165
1-3(3)
1-3(6)

継続 適応指導教室の運営

不登校児童生徒の学校生活への復帰
や集団生活への適応など自立に向け
た取組を支援するため、適応指導教
室を設けます。

適応指導教室の適正な実施

不登校相談状況改善率：
68％

5,388

開級日数
ふれあい教室 155日
はばたく表室　155日
かがやく教室　155日

改善率：88.2%

A
通級生の改善率の目標値を達
成できた。

適応指導教室への入級ニーズの高ま
りを踏まえた検討が必要。市内３区
の適応指導教室も支援の充実を図る
とともに、小学生への支援について
検討を行う。

青少年育成課 4

166 1-3(3) 継続
アイセルにじいろ相
談（静岡市女性会
館）

セクシュアリティや性別違和などの
悩みについて、研修を受けた相談員
が電話相談に応じます。

相談開設日数：
年12日

―
（指定管理料に含む）

毎月１回電話相談を実施し
た。

A 目標どおり事業を実施した。
LGBTQ社会資源が少ないため、相
談者に提供する社会資源について更
なる情報収集が必要。

男女共同参画課 5，10

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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32

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策３　いじめや不登校といった困難を抱える子ども・若者とその家庭への支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

167
1-2(2)
1-3(3)

継続
こころの教育支援事
業

小学校に非常勤講師を配置し、生徒
指導主任等の代わりに授業を行い、
生徒指導主任等がいじめや不登校に
迅速かつ確実に対応する時間を確保
します。
また、非常勤講師の配置により児童
一人ひとりの心の安定と学習の充実
を図ります。

いじめや不登校等の改善率
（改善傾向がみられた率）
６０％
※過去５か年の改善率の平
均を踏まえて設定

48,182

令和２年度はのべ３7人の
非常勤講師を3７校に配置
した。生徒指導主任等が問
題を抱える児童等へ対応す
る時間が１0，447時間確
保することができた。

A

各学校の問題を抱える児童等
の改善率が目標値を上回るこ
とができるなど大きな成果を
上げている。
（R2の改善率72.5%）

生徒指導上、大変効果があることか
ら、配置を希望する学校が多い。限
られた人工をできるだけ多くの学校
で分け合っているが、すべての状況
にこたえられているわけではない。
配置期間や時間などを工夫し、効率
的に事業を実施する必要がある。

教職員課 4

168 1-3(3) 継続
子どもの自立を支援
する講演会

不登校児童生徒等を持つ保護者や教
育関係者を対象に、講演会等を企画
運営し、側面支援を行います。

受講者アンケートによる満
足度
95％以上

30

不登校児童生徒等を持つ保
護者や教育関係者を対象
に、講演会を１回開催。
（11月７日に開催）し、
受講者満足度は100％で
あった。

A
全ての参加者から高い満足度
を得ることができた。

参加者のニーズを探り、それに沿っ
た講師の選定や内容の検討が必要。
広報の充実を図っていく。

青少年育成課 4

169 1-3(3) 拡充
静岡市性的少数者居
場所づくり事業（に
じいろカフェ）

性的少数者当事者等の孤独や困難な
状況を解消できる交流会を開催しま
す。

交流会開催日数：
年12日

652 10回交流会を開催した。 A
概ね目標どおり事業を実施し
た。

新型コロナウイルス感染症拡大状況
を逐次確認し、広い会場の設定や居
住地による参加者の制限等について
検討が必要、

男女共同参画課 5，10

　【関連事業】
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33

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策４　若年無業者やひきこもりの子ども・若者とその家庭への支援

170
1-3(4)
1-3(6)
1-4(4)

継続
若年無業者就労支援
業務（ニート対策事
業）

ニート等働くことに悩みを抱えてい
る本人やその家族等を対象に就労に
向けた支援を行うため、ニートの就
労支援セミナーや相談会の開催、関
係機関等のネットワークの構築など
を行います。

開催予定　　　　２回
参加者　　　　計70人
出張相談会　　 10回
心理カウンセリング　12
回

979

開催　　　　２回
参加者　　　　計43人
出張相談会　　 10回
（16件）
心理カウンセリング　17
回（70件）

A

新型コロナウイルス感染
症の影響でセミナーの参
加者が目標を下回った
が、出張相談会や心理カ
ウンセリングは見込みを
上回る回数を実施したた
めAとする

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けながらでも、
安定的に開催ができるよう
な手法を確立する

商業労政課 4

171
1-3(4)
3-1(4)

拡充
ひきこもり対策推進
事業

ひきこもりに特化した相談窓口を設
け、ひきこもり当事者及びその家族
等からの相談に応じ、必要な助言、
情報提供等を行うとともに、関係機
関と連携を図り、早期回復に向けた
取組を行います。

ひきこもり状態が改善して
いる相談者の割合
ひきこもり改善率　61%
以上を維持

ひきこもりサポーター養成
数49人

25,479

面接・電話相談、訪問・同
行支援、居場所活動、家族
教室、啓発活動等の実施。
・相談回数：1,681回
・訪問・同行支援：116
回
・居場所活動：65回
・家族教室：8回

清水区出張相談の実施。ひ
きこもりサポーターの活
用。
・ひきこもりサポーター養
成数11人
　派遣延べ53人
・ひきこもり改善率
71.4％

A

コロナ禍の影響により外
出自粛傾向ではあった
が、ひきこもりサポー
ターの養成・派遣により
改善率の目標値を達成で
きた。

中高年世代、複雑・困難な
問題を抱えるケースが増加
傾向にあり、それぞれの世
代や状態に合わせた社会参
加に向けた支援、居場所作
りの取組みと連携の強化が
必要。また、ひきこもり支
援の充実を図るため、前年
度以上に他機関との連携を
含めたアウトリーチ型支援
についても必要性があるた
め、取り組んでいく。

青少年育成課 3

再掲
(348)

1-3(3)
1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続 子ども若者相談事業

【面接相談】
〇相談受付：（土日祝・年末年始を
除く）８時30分～17時15分
相談対象者：39歳までの子ども・若
者及びその保護者・関係者
【電話相談】
○こころのホットライン
相談受付：（土日祝・年末年始を除
く）毎日９時～17時　相談対象者：
39歳までの子ども・若者及びその保
護者・関係者
○24時間いじめ電話相談
相談対象者：いじめに悩む子ども・
若者及びその保護者・関係者
〇ユースサポート事業
様々な困難を抱える高校生世代に対
し、交流できる場を提供する。

相談状況改善率70％ 9,757

①面接相談
相談受付：平日８時30分
～17時15分
相談件数：435件
のべ相談回数：4,157回
②こころのホットライン
相談受付：平日９時～17
時
相談件数：304件
③24時間いじめ電話相談
相談受付：毎日24時間
相談件数：314件
④ユースサポート事業（高
校生ぷらっとサロン）
年間106回実施

相談状況改善率：78.4%

A

個別の面接相談における
継続的な支援のほか、必
要に応じて学校や関係機
関と連携して取り組んだ
ことにより、目標値を達
成できた

個々の相談内容に応じた適
切な対応を行うとともに、
相談センターや各取り組み
の周知・PRを引き続き行
う。
また、学校や関係機関との
連携のもと、相談者の状況
に応じたきめ細やかな支援
に努める。

青少年育成課 3

再掲
(346)

1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続
静岡市子ども・若者
支援地域協議会

子ども・若者育成支援推進法に則
り、社会生活を円滑に営むうえで困
難を有する子ども・若者への支援を
推進するため、関係機関との連携を
図ります。

会議参加者による協議会の
有意義度（アンケート調
査）90％

－

代表者会議：１回(紙面開
催)
実務者会議：４回
(支援機関視察・事例研究
等)

有意義度（「連携の役に
立った」と回答）割合：
81.6%

A
実務者会議の参加者から
概ね期待通りの満足度を
得られた

関係機関相互の連携強化を
図るために、内容の充実や
有意義な情報交換ができる
場の設定に努める。

青少年育成課 17

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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34

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策５　子ども・若者の非行防止と立ち直り支援の推進

172 1-3(5) 継続
薬物乱用防止教室
（薬学講座）

喫煙、飲酒、薬物（覚せい剤、麻薬
等）の乱用防止に努めるため、学校
薬剤師等を講師として各学校で薬物
乱用防止教室を開きます。

学校薬剤師等を講師とした
薬物乱用防止教室を全小中
学校で実施：100％

－

喫煙、飲酒、薬物（覚せい剤、麻薬
等）の乱用防止に努めるため、全小
中学校（124校）で薬物乱用防止教
育を実施する。（今年度は開催の形
態は問わない。）

A
全小中学校で薬物乱用防止教室を実施し
た。

- 児童生徒支援課 4

173 1-3(5) 継続

未成年者喫煙防止事
業
「小・中学生向け喫
煙防止教室」

喫煙防止の取組を推進するため、
小・中学生がタバコのしくみや健康
被害等について学び、さらに家族や
地域社会へ広げ、受動喫煙の防止を
図るよう、希望する市内小中学校児
童生徒対象に講座を開催します。

小中学校75校実施 375 小中学校75校実施 A

[実績]60校実施(受講数6,500人)
[評価]R2年度当初は教室実施希望校が
75校あったが、新型コロナウイルス感
染拡大防止のため、12校から中止の申
出があり、前年度より実施校数・受講者
数ともに減少したが、8割以上の学校で
実施ができた。受講者アンケートから
は、教室を受講することで、受動喫煙に
よる健康被害の知識が得られ、意識が高
まったこと、喫煙している家族に子ども
から禁煙の勧めをする等家族への正しい
タバコの知識の普及にも繋がっているこ
とが確認できた。

教室に講師として従事可能な人
材が少ないことや学校の要望が
多様化しているため、要望に
沿った教室を実施できる体制整
備が課題となっている。
喫煙防止教室に従事する人材を
確保するため、令和２年度より
「タバコ対策応援団」を設置
し、協力を得られる人材の登録
体制づくりを行った。

健康づくり推進
課

3

174 1-3(5) 継続

未成年者喫煙防止事
業
「喫煙防止教室(高校
生向け)」

高校生がタバコに関する正しい知識
や最新情報、喫煙や受動喫煙の健康
被害等について学び、将来、喫煙者
とならないような教育を、希望する
市内高校生徒対象に開催します。

高校４校実施 － 高校４校実施 Ｄ

[実績]0校
[評価]R2年度当初は教室実施希望校が3
校あったが、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、3校全てから中止の申出
があった。
このため、高校生向けの受動喫煙防止の
リーフレットを市内全ての高校に配布
し、受動喫煙防止について啓発を行っ
た。

上記(プランNo.173)と同じ
健康づくり推進
課

3

再掲
(336)

1-3(5)
3-1(3)

継続 情報倫理教育の推進

ITの飛躍的発展によるネット社会の
広がりの中で、情報の匿名性に付随
する様々な問題に対応するため、情
報やコミュニケーションの本質的意
味を教え、その中で責任ある行動を
取れる資質を育む情報倫理教育を推
進します。

各学校にて、教員がSNS
についての授業を行えるよ
うにする。

－
児童・生徒を対象に、SNS利用に関
する講座（講師を派遣）を実施し
た。

A

静岡大学、LINEみらい財団の協力によ
り、市内３校（小学校１，中学校２）で
SNSの使い方について学ぶ「SNSマ
ナーアップ共同研究プロジェクト」を実
施し、各校で高い評価を受けた。

コロナウィルスの影響により、
学校が外部人材を招くことが難
しくなり講座の実施回数が大き
く減少した。令和３年度は、静
岡大学、ＬＩＮＥみらい財団の
協力により作成された「ＳＮＳ
ノートしずおか」を周知してい
く。これにより、各校でＳＮＳ
の使用等のＩＣＴに係る情報モ
ラルを学習できるようにしてい
く。

教育センター
（学校教育課）

4

175 1-3(5) 継続
青少年育成センター
の運営
（補導活動）

関係機関・団体から推薦された補導
員・青少年補導員による補導活動を
実施します。

補導実施回数　1,350回 2,575 補導実施回数　444回 C

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、補導委員が参加しての中央補
導・地域補導は７・11月のみであった
ため、補導実施回数は減少したが、その
他の月は、職員のみでの実施し、業務は
適正に実施できた

新型コロナウィルス感染症予防
の徹底、参加人数・巡回コース
など必要な見直しを継続して行
う。また、関係機関とも引き続
き連携を図り、補導活動や環境
浄化活動の効果的な実施に努め
る。

青少年育成課 16

176 1-3(5) 継続 健康教育の充実

児童・生徒の薬物乱用や性の逸脱行
動、生活習慣病の兆候、様々な悩み
による心因性の症状など、児童・生
徒の心身の健康に関する問題に対応
するため、養護教諭などを中心とす
る健康相談の一層の充実や地域社会
と一体となっての環境整備、学校に
おける指導強化を図ります。

①子どもたちが心身の健康
課題に対して、自ら解決
し、健康生活を実践してい
く力を養うために、各校の
保健教育や保健活動を支援
する。
②中学校15校において、
中学３年生を対象にして産
婦人科医による性教育講座
を実施する。

－

①子どもたちが心身の健康課題に対
して、自ら解決し、健康生活を実践
していく力を養うために、各校の保
健教育や保健活動を支援する。
②中学生11校において、中学３年生
を対象にして産婦人科医による性教
育講座を実施する。
（今年度は行事予定が見通しにくい
ため、可能な範囲での実施）

A

①養護教諭研修会において喫緊の課題に
ついての講義を企画し、各校の保健教育
や保健活動にすぐに役立つ研修会を開く
ことができた。
②中学校12校において、性教育講座を
実施した。

- 児童生徒支援課 4

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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35

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策５　子ども・若者の非行防止と立ち直り支援の推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(181)

1-2(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不
登校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の諸
問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワー
カー12人を拠点校12校
（１支部１人）に配置し、
週２時間勤務。拠点校以外
には、要請に応じて随時派
遣及び定期巡回。

22,389

学校生活上の諸問題の背景にある家
庭環境や生活環境の調整及び改善に
努める。就学前、中学校卒業後にお
いても切れ目のない支援を行う。
【令和２年度配置状況】
小中学校：12名
高等学校：２名

A
スクールソーシャルワーカーによる専門
的な支援により、学校における相談機能
等の向上が図られた。

学校をプラットフォームとした
貧困対策に対応することを目的
とした、全ての学校でスクール
ソーシャルワーカーを活用でき
る体制のさらなる整備を進め
る。

児童生徒支援課 1，4

再掲
(164)

1-2(2)
1-3(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールカウンセリ
ング事業

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相
談員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー
40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学
校に1日５時間×週３日

76,588

スクールカウンセラー　39人
小学校は週３時間（隔週６時間）、
中学校は規模に応じ週６から８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　３２人
生徒数200人以上の中学校に対し学
校規模に応じ1日５時間、週１日から
４日で配置

A

いじめや不登校、問題行動等、児童・生
徒、保護者の心の問題への支援を行うと
ともに、学校における組織的な教育体制
を向上が図られた。

心理の専門家等が対応するた
め、カウンセラー等が対応した
学校の改善率100％を達成でき
るようにする。

児童生徒支援課
教育総務課

4

177 1-3(5) 継続 非行防止等啓発事業

青少年の非行防止、健全育成に関す
る市民意識の高揚を図るため、街頭
キャンペーン、啓発用リーフレット
の作成などを実施します。

街頭キャンペーン：２回
（７月・11月）
中学校新入生説明会での広
報：１回
広報啓発用のチラシ作成・
配布：３回

449

街頭キャンペーン
：２回（７月・11月）
中学校新入生説明会での広報
：１回
広報啓発用のチラシ作成・配布
：３回

A

中学生が参加する強調月間（7月・11
月）街頭キャンペーンは、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止対策のため実施し
なかったが、リーフレットを小・中学校
及び地域住民に対し作成・配布しするこ
とで啓発活動を実施しできた

青少年の健全育成に係る時宜に
かなった話題や内容を取り入
れ、対象者が参加しやすい日時
や会場を設定することが必要。
一人でも多くの市民の関心を高
め、活動への参加を促す。

青少年育成課 4

再掲
(341)

1-3(5)
3-1(3)

継続
違法広告物等撤去活
動

電柱、街灯柱などに掲出される、は
り紙、はり札、立看板などの違反広
告物を除却することにより、青少年
の健全育成を図ります。

違反広告物等の除却件数：
累計350件以上

50 違反広告物等の除却件数：369件 A 目標どおり事業を実施した。 特になし 建築総務課 11

178 1-3(5) 継続
静岡市保護司会連絡
協議会補助金

静岡市保護司会連絡協議会に対し、
補助金を交付します。
※保護司会における青少年関連事業
・静岡市青少年問題協議会への参加
・静岡市青少年育成センタ－主催の
少年補導への参加
・各中学校区で実施する健全育成大
会への参画　など

静岡市保護司会連絡協議会
に対し、補助金を交付す
る。
※保護司会における青少年
関連事業
・静岡市青少年問題協議会
への参加
・静岡市青少年育成センタ
－主催の少年補導への参加
・各中学校区で実施する健
全育成大会への参画　など

3,843

静岡市保護司会連絡協議会に対し、
補助金を交付する。
※各地区単位に地域社会と連携を図
り、更生保護及び犯罪予防活動を実
施。
・各区で更生保護相談を年12回実施

A

犯罪予防や安全向上等を目的とする更生
保護活動や、青少年健全育成活動等を実
施する静岡市保護司会連絡協議会に対
し、補助金を交付し、地域防犯活動の支
援を行った。

(特になし) 福祉総務課 4，16
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36

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

179 1-3(6) 継続

生活困窮者子どもの
学習意欲向上事業
（生活保護世帯及び
生活困窮世帯の子ど
もの学習意欲を向上
させるための支援）

生活保護世帯及び生活困窮世帯の子
どもが学習を習慣づけられるよう、
世帯に家庭支援員を派遣し、支援を
行うことで、学習に向けた環境を整
えます。

生活保護世帯等の子どもの
貧困の連鎖の防止

3,514
家庭支援員が世帯に訪問し、勉
強、進学等に関する助言や指導
を行う。

A
支援世帯数の増加に比例し、家庭支援
員の派遣も増加した。

生活支援課ケースワーカーに支援対象世帯の再点検
を促し、世帯の掘り起こしを強化する。

福祉総務課 1

180
1-3(6)
2-1(3)

継続
子どもの貧困対策学
習支援事業

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子ど
もを対象として居場所を提供し、学
習支援・生活支援を行います。

延べ利用者数：9,400人 22841 延べ利用者数：5,092人 A 目標どおり事業を実施した。
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により利用者
数が減少するなか、メールや電話等の対面以外の支
援も実施している。

子ども家庭課 1，4

再掲
(165)

1-3(3)
1-3(6)

継続 適応指導教室の運営

不登校児童生徒の学校生活への復帰
や集団生活への適応など自立に向け
た取組を支援するため、適応指導教
室を設けます。

適応指導教室の適正な実施

不登校相談状況改善率：
68％

5,388

開級日数
ふれあい教室 155日
はばたく表室　155日
かがやく教室　155日
改善率：88.2%

A
通級生の改善率の目標値を達成でき
た。

適応指導教室への入級ニーズの高まりを踏まえた検
討が必要。市内３区の適応指導教室も支援の充実を
図るとともに、小学生への支援について検討を行
う。

青少年育成課 4

再掲
(68)

1-2(2)
1-3(6)

継続
学力アップサポート
事業

学習面で支援が必要な児童に、テキ
ストの提供と、放課後に有償ボラン
ティアによる個別の補充学習支援を
実施し学習意欲と基礎的な学力の向
上を図ることで、学校を支援する。

全国学力・学習状況調査の
分析をもとに、市内の小学
校15校程度に有償ボラン
ティアを配置し、基礎学力
向上のための支援を行う。
より多くの学校で実施し、
市内の学力の底上げを行
う。

18,124

新型コロナウイルス感染症の影
響により事業は未実施。代替事
業として、コロナで学習に不安
がある児童生徒に対し「補充学
習による学びサポート事業」を
実施した。

A

「補充学習による学びサポート事業」
を実施し、児童生徒の学習への不安が
払拭された。また、参加児童生徒の事
後調査の正答率が向上（平均正答率
2.13点上昇）した。

R3年度から実施を始めた「個別の補充学習支援に
対応した」学力アップサポート事業の質的向上を図
る必要がある。

学校教育課 4

181

1-2(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不
登校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の諸
問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワー
カー12人を拠点校12校
（１支部１人）に配置し、
週２時間勤務。拠点校以外
には、要請に応じて随時派
遣及び定期巡回。

22,389

学校生活上の諸問題の背景にあ
る家庭環境や生活環境の調整及
び改善に努める。就学前、中学
校卒業後においても切れ目のな
い支援を行う。
【令和２年度配置状況】
小中学校：12名
高等学校：２名

A
スクールソーシャルワーカーによる専
門的な支援により、学校における相談
機能等の向上が図られた。

学校をプラットフォームとした貧困対策に対応する
ことを目的とした、全ての学校でスクールソーシャ
ルワーカーを活用できる体制のさらなる整備を進め
る。

児童生徒支援課 1，4

再掲
(164)

1-2(2)
1-3(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

拡充
スクールカウンセリ
ング事業

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相
談員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー
40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学
校に1日５時間×週３日

76,588

スクールカウンセラー　39人
小学校は週３時間（隔週６時
間）、中学校は規模に応じ週６
から８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　３２人
生徒数200人以上の中学校に対
し学校規模に応じ1日５時間、週
１日から４日で配置

A

いじめや不登校、問題行動等、児童・
生徒、保護者の心の問題への支援を行
うとともに、学校における組織的な教
育体制を向上が図られた。

心理の専門家等が対応するため、カウンセラー等が
対応した学校の改善率100％を達成できるように
する。

児童生徒支援課
教育総務課

4

再掲
(293)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等就業・自
立支援センター運営
事業

母子家庭等の就業・自立を図るた
め、就業相談、職業紹介、就業支援
講習会、特別相談会、養育費等の相
談、養育費セミナー、就業支援セミ
ナー等を実施します。

必要な対象者への完全実施 6,484

相談件数　3,140件
・就労相談・職業紹介等の一貫
した就労支援を行うとともに、
生活相談、養育費相談等を実
施。
・認知度向上に向けた取組を実
施。

A 目標どおり事業を実施した。
ひとり親サポートセンターの周知、養育費相談、面
会交流事業の強化

子ども家庭課 1，8

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況

再掲
(294)

1-3(6)
2-1(3)

継続
ひとり親就業支援専
門員による支援

ひとり親を対象に就業支援を専門に
行う、就業支援専門員を配置し、ひ
とり親への就業支援・転職支援を行
います。

必要な対象者への完全実施 2,728
相談件数 238件
・就労支専門員を配置し、就労
支援を実施

A 目標どおり事業を実施した。
ハローワークなど他の相談機関と連携し、就労支援
を行う。

子ども家庭課 1，8

183
1-1(1)
1-3(6)
2-1(3)

継続
幼児期の教育・保育
の負担の軽減★

令和元年10月から幼児教育・保育の
無償化に伴い、３歳から５歳児すべ
ての子どもたちと、０歳から２歳児
で住民税非課税世帯の子どもたちの
利用が無償化となりました。
認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。
また、保育料の算定に当たっては、
未婚・非婚のひとり親についても税
法上の寡婦とみなして保育料を算定
することにより、経済的負担を軽減
します。

第２子を半額、第３子以降
無償（ひとり親世帯は第２
子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子
かを決定する際の算定対象
となる子どもの年齢制限等
を撤廃するに当たり、国の
規定より適用対象世帯の範
囲を拡大して実施する。

みなし寡婦軽減措置
７世帯　214

多子世帯への軽減措置（拡
大）

198 世帯
合計   　  12,011
第２子　     3,217
第３子　     8,794

０歳から２歳の子どもたちの保
育料を従前より国が定めている
保育料の水準と比較して軽減し
ている。また、多子世帯に対す
る保育料の軽減制度（第２子を
半額、第３子以降無償）につい
ては、市独自に対象範囲を、国
の所得階層よりも拡充してい
る。さらに、未婚のひとり親世
帯に対しては、地方税法に規定
する控除の対象として保育料を
軽減している。

A
目標どおり事業を実施し、利用者の負
担軽減に寄与した。

特になし 幼保支援課 4

184
1-3(6)
2-1(3)

継続
放課後児童クラブの
利用者負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世
帯の所得の状況や、同時に入会して
いる兄弟姉妹の数に応じて、保護者
負担金を軽減します。

対象世帯の負担金軽減を適
切に実施

28,117
対象世帯の負担金軽減を適切に
実施

A
公設施設利用者及び民間施設５施設の
申請に対し、適切に軽減を実施した。

制度の周知を図り、利用を促す必要がある。 子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(90)

1-2(3)
1-3(6)

継続 育英奨学金貸付事業

高等学校、短期大学、大学又は大学
院に在学する者に学資を貸与して、
優秀な人材を育英し、及び市の発展
に資する優秀な人材を育成します。

短大、大学等を卒業したのちに市内
に居住し、市民税所得割を納付する
等の要件を満たす場合の返還免除制
度を創設しました。

新規貸与者数110人 57,468

予算の範囲内で新規貸与者数を
増やすため、市内の全高校にチ
ラシを配布し、公立中学校の進
路指導者に制度を案内。また、
市のホームページにも情報を掲
載するなど周知を行った。
（新規貸与者数52人）

C

例年同様に周知を行ったが、新規貸与
者の人数は伸び悩んだ。ただ、奨学金
を必要としている者に適切に貸与する
ことはできた。

奨学金を必要としている者に、しっかりと情報が届
くよう周知方法を検討する。

児童生徒支援課 4

185
1-2(3)
1-3(6)

継続 篤志奨学金給付事業
修学困難な高校生、短大生及び大学
生を対象に、教育奨励費（入学一時
金）として奨学金を給付します。

給付予算3,000千円 2,950
予算の範囲内で奨学金を給付し
た。（給付実績2,950千円）

A 適切に給付事務を行った。 - 児童生徒支援課 4

経済的理由により就学困難な児
童生徒の保護者を対象に、学用
品費や通学費、修学旅行費、給
食費、医療費等の必要な援助を
行った。

- 児童生徒支援課 1
全ての就学援助対象者へ滞りなく必要
な援助を行った。

182
1-2(3)
1-3(6)

要・準要保護児童生
徒扶助費交付事業

経済的理由により就学困難な児童生
徒の保護者を対象に、学用品費や通
学費、修学旅行費、給食費、医療費
等の必要な援助を行います。

継続 A

要綱等に基づき、要件を満
たす児童・生徒に正確かつ
確実に補助金を交付：
100％

小学校　168,510
中学校　128,444
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況

再掲
(20)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブの
運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。

239室の運営
（受入可能人数　6,754
人）
※民間補助児童クラブ分含
む

942,424
198室（８３クラブ）での児童
クラブ運営を実施

A
各クラブの円滑な運営等を実施するこ
とができた。

児童数が減少している中、申請者数は年々増加して
いる。その中に占める配慮を要する児童も増加傾向
にあり、支援員の負担が増大している。さらなる支
援員の確保と処遇改善が必要となる。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(22)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブと
放課後子ども教室の
一体的実施★

全ての児童が参加できるように、同
一の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施し
ます。

放課後児童クラブと放課後
子ども教室を一体的に実施
する。（小学校71校予
定）

－
67校で放課後児童クラブと放課
後子ども教室を一体的に実施す
ることができた。

A

放課後児童クラブと放課後子ども教室
を一体的に実施する小学校が新たに10
校増え、67校で実施することができ
た。
今後は、放課後子ども教室の未実施校
に対して開設できるように支援してい
くことで増やしていく。

放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体的に実
施する学校での連携協力体制に差が見られる。
「静岡市放課後児童対策事業運営委員会」で策定し
た方策に基づき連携の促進を図るとともに、両事業
の所管課での連絡調整や現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

4

再掲
(74)

1-2(2)
1-3(6)
1-4(4)

継続 キャリア教育の推進

小中学生の社会的・職業的自立に向
けて必要な基盤となる能力や、態度
を育てることを目的としたキャリア
教育を推進します。

市立の全中学校で、連続３
日間以上の職場体験学習を
行う。全小中学校担当者を
対象にキャリア教育担当者
会を実施する。

－
中学校の職場体験学習は、新型
コロナウイルス感染症の影響に
より、未実施。

B

中学生職場体験学習は、新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響のため、市内
全校中止とした。キャリア教育の推進
については、各校の実情に応じて行っ
た。

学校ごとに、オンラインや職業講話等を取入れて
行っている。より多くの学校に対応できる体制が現
状、十分整っていない。

学校教育課 4

186 1-3(6) 継続
学校・こども園管理
職や教職員に対する
研修

学校等における子どもの貧困に対す
る「気づく力」の向上のため、教職
員を対象とした研修を実施します。

【児童生徒支援課分】
教職員が貧困問題等の研修
（隔年で全小中学校にて実
施）を通して、貧困に対す
る気づく力と対応力を向上
させる。

【こども園課分】
管理職研修、初任者研修、
年次研修等における研修の
実施

（児童生徒支援課分）
－

（こども園課分）
16

【児童生徒支援課分】
管理職研修や生徒指導担当者研
修、スクールソーシャルワー
カーが派遣される学校の教職員
を対象とした研修を実施する。
（市内小中学校65校以上実施）

【こども園課分】
管理職研修、初任者研修、年次
研修等において研修を実施し
た。

A

（児童生徒支援課分）
講義や研修の実施により、教職員の福
祉的な視野を広げることができてきて
いる。貧困問題等の見方や考え方を養
うことができ、以前よりスクールソー
シャルワーカーの役割についても理解
が深まった。
（こども園課分）
年次研修等を計画どおり実施した。

（児童生徒支援課分）
貧困問題等を抱える児童や家庭に対して学校や各関
係機関が役割分担をして適切な支援にあたることが
できるように、スクールソーシャルワーカーを交え
たケース会議の開き方について、今後も研修を続け
る。
（こども園課分）
年次研修だけでなく、他の保育教諭に対する研修の
機会を広げていく。

児童生徒支援課
こども園課

4

再掲
(348)

1-3(3)
1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続 子ども若者相談事業

【面接相談】
〇相談受付：（土日祝・年末年始を
除く）８時30分～17時15分
相談対象者：39歳までの子ども・若
者及びその保護者・関係者
【電話相談】
○こころのホットライン
相談受付：（土日祝・年末年始を除
く）毎日９時～17時　相談対象者：
39歳までの子ども・若者及びその保
護者・関係者
○24時間いじめ電話相談
相談対象者：いじめに悩む子ども・
若者及びその保護者・関係者
〇ユースサポート事業
様々な困難を抱える高校生世代に対
し、交流できる場を提供する。

相談状況改善率70％ 9,757

①面接相談
相談受付：平日８時30分～17
時15分
相談件数：435件
のべ相談回数：4,157回
②こころのホットライン
相談受付：平日９時～17時
相談件数：304件
③24時間いじめ電話相談
相談受付：毎日24時間
相談件数：314件
④ユースサポート事業（高校生
ぷらっとサロン）
年間106回実施

相談状況改善率：78.4%

A

個別の面接相談における継続的な支援
のほか、必要に応じて学校や関係機関
と連携して取り組んだことにより、目
標値を達成できた

個々の相談内容に応じた適切な対応を行うととも
に、相談センターや各取り組みの周知・PRを引き
続き行う。
また、学校や関係機関との連携のもと、相談者の状
況に応じたきめ細やかな支援に努める。

青少年育成課 3

　【関連事業】
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況

再掲
(260)

1-3(6)
2-1(1)

継続

妊娠・出産包括支援
★
（利用者支援事業
（母子保健型））

子育て世代包括支援センターでは、
妊娠期から子育て期にわたるまでの
総合的相談支援を行い、保健師等の
専門職が妊産婦等の状況を継続的に
把握し、必要に応じて関係機関と協
力して支援プランを策定することに
より、必要な支援につなげ、切れ目
ない支援を実施します。

各区１か所に設置 465 各区１か所に設置 A 目標どおり事業を実施した。 相談窓口のより一層の周知。 子ども家庭課 3

再掲
(120)

1-3(1)
1-3(6)

継続 児童相談所の運営

児童相談所において、家庭や地域、
その他機関等から、子どもに関する
様々な相談に応じるとともに、子ど
もが抱える問題や環境を的確に捉
え、社会的養護が必要であると判断
した場合、対象となる子どもに対し
て措置を行うなど、必要に応じた対
応を行います。また、児童相談所職
員の資質向上を図るため、アドバイ
ザー等を活用し、人材育成に取り組
みます。

・「子どもの最善の利益」
のために相談内容に応じた
診断及び指導等の100％
実施
・児童虐待を疑われる場合
の48時間以内の安否確認
100％実施

53,370

①診断、指導
　　　　　随時実施
②48時間以内の安否確認
　　　　　100％

A

　虐待に関するものを含め、児童に関
する様々な相談に対し、必要な診断、
指導、措置等状況に応じた対応を行っ
た。

　児童虐待相談対応件数は年々増加傾向である上
に、複雑困難なケースもますます増加し、児童相談
所を取り巻く環境が厳しさを増している。このよう
な状況の中、相談対応担当職員、児童福祉司及び児
童心理司については経験のみならず高度な専門性が
求められている。
　職員の資質向上及び専門性を確保するため、経験
年数や職位に応じた研修実施並びに嘱託医、弁護士
及びアドバイザー等の専門家活用により、職務対応
に必要な知識及び経験の蓄積を図っていく。

児童相談所 16

再掲
(290)

1-3(1)
1-3(6)
2-1(2)

継続
家庭児童相談室の運
営

各福祉事務所に家庭児童相談室を設
置し、子どもに関する様々な問題に
ついて、子ども、家庭又は地域住民
などからの相談に応じ、必要な助言
を行います。

必要な対象者への完全実施 319
完全実施
相談受付件数2,047件

A
当初の目標どおり事業を完全実施する
ことができた。

各関係機関との緊密な連携による確実な事業実施の
継続

子ども家庭課 16

再掲
(121)

1-3(1)
1-3(6)

継続
要保護児童対策地域
協議会の運営

要保護児童の早期発見や適切な保護
を図るため、関係機関が子どもやそ
の保護者に関する情報交換や考え方
を共有するとともに、関係機関の支
援内容や役割分担などの協議を行い
ます。

代表者会議：１回
実務者会議：45回
個別ケース検討会議：随時

71
代表者会議：１回
実務者会議：45回
個別ケース検討会議：随時

A

新型コロナの影響で代表者会議実施な
し。
実務者会議：45回実施
個別ケース検討会議：46ケース

支援が必要なケースの把握漏れが生じないよう、各
関係機関との連絡調整の実施

子ども家庭課 16，17

再掲
(346)

1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続
静岡市子ども・若者
支援地域協議会

子ども・若者育成支援推進法に則
り、社会生活を円滑に営むうえで困
難を有する子ども・若者への支援を
推進するため、関係機関との連携を
図ります。

会議参加者による協議会の
有意義度（アンケート調
査）90％

－

代表者会議：１回(紙面開催)
実務者会議：４回
(支援機関視察・事例研究等)

有意義度（「連携の役に立っ
た」と回答）割合：81.6%

A
実務者会議の参加者から概ね期待通り
の満足度を得られた

関係機関相互の連携強化を図るために、内容の充実
や有意義な情報交換ができる場の設定に努める。

青少年育成課 17

187
1-3(6)
3-1(1)

継続
民生委員・児童委員
及び主任児童委員に
よる地域福祉活動

民生委員・児童委員、主任児童委員
が、支援が必要な子ども・家庭に対
して行う見守り、相談、専門機関と
の連携等を支援します。
また、民生委員等が必要な技術を習
得し、不安を軽減するための研修等
を実施します。

相談・支援件数
（子どもに関すること）
3,000件

131,269
相談・支援件数
（子どもに関すること）
2,225件

A

コロナ禍で支援活動が制限される中、
必要な対策や工夫しながら相談・支援
を実施した。（新型コロナウイルス感
染症の影響を受けて目標未達）

民生委員・児童委員、主任児童委員活動を通じて、
さらなる児童福祉活動を進める。

福祉総務課 1，3

再掲
(292)

1-3(6)
2-1(2)

継続 養育支援訪問事業★

養育支援が特に必要であると判断し
た子育て家庭に対して、専門的資格
を有する訪問員等がその家庭を訪問
し、養育に関する指導・助言、家事
援助などを行います。

必要な世帯への完全実施
訪問世帯数：23世帯

925
必要な世帯への完全実施
訪問世帯数：23世帯

A
必要な世帯に対して実施できた。（訪
問世帯数：15世帯）

類似事業等とのすみ分け及び対象世帯への適切な支
援の実施

子ども家庭課 16，17

再掲
(23)

1-1(2)
1-3(6)
2-1(2)
3-1(2)

拡充 児童館の運営

地域における児童健全育成の拠点と
して、子どもの健康を増進し、情操
を豊かにするため、各種教室や読み
聞かせ、クラブ活動など児童に健全
な遊びを提供します。

13館で実施
小型児童館（７館）
児童センター（６館）

226,856 12館の児童館運営を実施。 A
児童館12館において、利用者に対し、
適切な遊びの提供等を実施した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の徹
底。

子ども未来課
1，2，
4，16
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況

188
1-3(6)
3-1(4)

継続 子ども食堂交流事業

「子ども食堂」の参画団体に横のつ
ながりを持たせてネットワークを形
成し、運営スタッフ等の従事者の質
の向上を図るため研修会を開催する
等、地域全体で子どもを育てる機運
の醸成を図ります。

・運営団体等の交流会開
催：年３回
・従事するスタッフやボラ
ンティアへの研修会開催：
年１回

150

・従事するスタッフやボラン
ティアへの研修会兼交流会（書
面開催）：１回
（新型コロナウイルス感染拡大
の影響で、対面での研修・交流
会ができなかったため書面開催
を行った。）

A
従事するスタッフやボランティアへの
書面での研修会兼交流会を１回実施し
た。

コロナ禍で屋内での子ども食堂の活動が制限される
中、場所の検討など新たな取り組みを行う食堂のサ
ポートを行う必要がある。

子ども未来課 1，16

再掲
(127)

1-3(2)
1-3(6)

継続
発達障害者支援セン
ター運営事業

発達障がいのある人への支援を専門
に行う拠点として、発達障がいに関
する各般の問題について本人又は家
族からの相談に応じ、適切な指導又
は助言を行うとともに、研修等を通
して関係機関等との連携を図りま
す。

①相談支援：870件
②発達支援：1,050件
③就労支援：100件
④巡回支援回数：100件

38019

①相談支援：560件
②発達支援：1,545件
③就労支援：252件
④巡回支援回数：167件

A
相談件数は目標値を下回っているが引
き続き支援が必要な方への相談業務を
継続する。

相談件数は目標値を下回っているが引き続き支援が
必要な方への相談業務を継続する。

障害福祉企画課 3，4

再掲
(132)

1-3(2)
1-3(6)

継続 児童発達支援事業

障がい児に対し、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練などの療
育を行うとともに、障がい児の家族
に対して支援を行います。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

766,274
利用者に対して適切に支給を
行った
延べ利用人数　6,026人

A
適正なサービスの提供、および事業の
実施をした。

法改正に対応した適正なサービス提供に努める。
障害者支援推進
課

4

再掲
(133)

1-3(2)
1-3(6)

継続
放課後等デイサービ
ス

学校通学中の障がい児に対して、放
課後や夏休み等の長期休暇中におい
て、生活能力向上のための訓練等を
継続的に提供することにより、障が
い児の自立を促進するとともに、放
課後等の居場所を提供します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

2,770,625
利用者に対して適切に支給を
行った
延べ利用人数　20,195人

A
適正なサービスの提供、および事業の
実施をした。

法改正に対応した適正なサービス提供に努める。
障害者支援推進
課

4

再掲
(170)

1-3(4)
1-3(6)
1-4(4)

継続
若年無業者就労支援
業務（ニート対策事
業）

ニート等働くことに悩みを抱えてい
る本人やその家族等を対象に就労に
向けた支援を行うため、ニートの就
労支援セミナーや相談会の開催、関
係機関等のネットワークの構築など
を行います。

開催予定　　　　２回
参加者　　　　計70人
出張相談会　　 10回
心理カウンセリング　12
回

979

開催　　　　２回
参加者　　　　計43人
出張相談会　　 10回（16件）
心理カウンセリング　17回
（70件）

A

新型コロナウイルス感染症の影響でセ
ミナーの参加者が目標を下回ったが、
出張相談会や心理カウンセリングは見
込みを上回る回数を実施したためAとす
る

新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらで
も、安定的に開催ができるような手法を確立する

商業労政課 4

再掲
(122)

1-3(1)
1-3(6)

継続
里親委託と里親支援
（家庭的養育の推
進）

保護者の不在や虐待等により、家庭
で養育できない子どもをできる限り
家庭的な環境で養育できるよう、里
親への委託を推進するため、里親家
庭支援センターと連携し、新規里親
の開拓、マッチング、相談支援など
を行います。

・里親委託率50%以上
・里子の心身の発達等に関
する評価の実施100％

27,205

①里親委託率
           48.7%
②里親家庭の里子に対し心理司
によるスクリーニングを実施

A

目標値である50％をほぼ達成してお
り、NPO法人静岡市里親家庭支援セン
ターとの連携により、積極的な里親委
託の推進、里親委託制度の周知及び里
親の養育力向上を図ることが出来た。
　また、代替養育が必要な児童につい
ては、家庭養育を進める観点から、適
宜養子縁組制度の利用も行っており、
令和２年度には５名の児童の特別養子
縁組が成立している。

　施設入所等社会的養護が必要な児童の数に対し
て、まだまだ里親登録数は不足している。また、
様々な要件に対応可能な里親を増やすためには、里
親に対する市民の理解を深めることが必要となる。
　そのため、NPO法人静岡市里親家庭支援セン
ターと連携し、効果的な普及啓発による里親登録数
の増加や計画的な研修の実施により里親への支援を
し、里親養育の質の向上を図る。

児童相談所 16

再掲
(125)

1-3(1)
1-3(6)

継続
要保護児童への自立
支援

児童養護施設に入所措置又は里親に
委託措置をされた子どもの大学等へ
の進学に必要な学費、教科書代等や
就労等の自立に際しての住居の借上
げ、運転免許の取得等に必要な経費
を助成します。

・対象児童への支援実施率
100%
・措置児童高校卒業後の進
路決定率100%

11,747

①支援実施件数
　ア　地域活動参加：１名
　イ　運転免許取得：１名
　ウ　一人暮らし援助：５名
　エ　大学等入学一時金：２名
　オ　教材費等購入：０名

②児童養護施設等入所児童の大
学等進学者、新規就職者
　ア　就職：４名
　イ　進学：６名

③生活相談支援員の配置：１件

A

児童養護施設入所又は里親に委託措置
された中学卒業児童の高校進学率及び
高校卒業児童の進路決定率が100％で
あったため。

　児童養護施設に入所している児童のうち、被虐待
児や発達障害児等については、児童の自立のため専
門的な心理ケア及び心理学的見地からの学習支援を
充実させる必要がある。
　このため、施設担当職員を加配することで専門的
な支援が必要な児童の自立促進を図る。

児童相談所 16

再掲
(301)

1-3(6)
2-1(3)

継続
こども園等における
ひとり親家庭等の優
先入所

ひとり親家庭について、こども園等
の入所にあたり必要な配慮をしま
す。

適切な実施 －

ひとり親家庭に対し、こども園
等の入所にあたり保育利用調整
基準において加点をすることで
優先的な入所に配慮している。

A
目標どおり事業を実施し、ひとり親家
庭において、こども園等の入所に配慮
した。

特になし 幼保支援課 4
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41

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況

再掲
(297)

1-3(6)
2-1(3)

継続
ひとり親家庭生活支
援事業

母子家庭や父子家庭の精神的支援や
生活の安定を図るため、子どもが悩
みを気軽に相談できる大学生等
（ホームフレンド）を派遣して、生
活面での指導を行います。

必要な対象者への完全実施 1,547

派遣世帯数　24世帯
・ひとり親家庭の児童が気軽に
相談できる大学生等（ホームフ
レンド）を派遣し、生活面での
指導を行った。

A 目標どおり事業を実施した。

支援員（ホームフレンド）と派遣先家庭とのスムー
ズなマッチングをおこなう。
確実な事業実施のため、各区子育て支援課との連携
を図る。

子ども家庭課 1

再掲
(302)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等日常生活
支援事業

母子家庭等の福祉の増進を図るた
め、生活援助（食事の世話、掃除な
ど：１時間単位）や子育て支援（乳
幼児の保育など：２時間単位）を行
う家庭生活支援員を派遣します。
（利用者負担あり。０円～1,800
円）

必要な対象者への完全実施 2,041

登録家庭数　107家庭
派遣回数　294回
延べ利用時間　1,099H
・ひとり親家庭に、生活援助や
子育て支援を行う家庭生活支援
員を派遣した。

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため、各区子育て支援課との連携
を図る。

子ども家庭課 1

再掲
(304)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子生活支援施設措
置事業

保護を必要とする配偶者のない女子
等やその子どもを母子生活支援施設
に入所させ、自立に向けて生活を支
援します。

必要な対象者への完全実施 63,536
必要な対象者への完全実施
(延べ174世帯)

A
施設入所者に係る措置費を的確に支払
うことができたため。

庁内各課及び施設との連携を密にし、適正な予算執
行に努める。
過年度実績の分析等を通して、適正な予算要求に努
める。

子ども家庭課 １，16

再掲
(335)

1-3(6)
3-1(3)

継続
子育て支援期限付き
入居制度

公営住宅において、子育てに適した
良好な住環境を提供するため、40歳
以下の若年世帯で小学６年生以下の
子どもを扶養する世帯に対し、期限
付き入居制度を実施します。

入居件数：100件程度 －

継続実施
目標戸数：15戸
入居戸数：4戸

A

入居者が減少し、年度目標戸数を下
回っているが、平成27年度末に自称目
標値である170戸を達成しており、令
和２年度末で累計257戸となった。

制度の周知を徹底する。 住宅政策課 1，4

再掲
(345)

1-3(6)
3-1(3)

継続
子育て世帯等への居
住支援情報の提供

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅などの居住支援の情報
を集約し、情報提供を行うことによ
り、住宅の購入及び賃借をしやすい
環境を整え、子育て世帯等の市内定
住の促進を図ります。

HPの随時更新
窓口案内

－
継続実施
HPの随時更新
窓口案内

A 情報提供を継続的に実施した。 情報提供手段の多角化 住宅政策課 11

再掲
(303)

1-3(6)
2-1(3)
3-1(3)

継続
市営住宅等管理業務
（入居者募集に関す
る業務）

母子世帯・父子世帯を対象に市営住
宅入居の優遇措置を行います。

優遇措置の継続実施 －

市営住宅の入居申込受付におい
て、配偶者のいない申込者が、
現に20歳未満の子を扶養してい
る世帯を対象に、市営住宅入居
の優遇措置を行った。

A
対象世帯に市営住宅優遇措置を実施し
た。

（特になし） 住宅政策課 １，11

再掲
(295)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子自立支援プログ
ラム策定事業

児童扶養手当を受給している母子家
庭の状況、ニーズ等に対応した自立
支援プログラムを策定し、自立と就
業を支援します。

必要な対象者への完全実施 1,644

策定件数 11件
・プログラム策定員を配置し、
児童扶養手当受給者の就労支援
を実施。

A 目標どおり事業を実施した。
ハローワークなど他の相談機関と連携し、就労支援
を行う。

子ども家庭課 1，8

再掲
(296)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等自立支援
給付金事業

ひとり親家庭の就業自立を支援する
ため、高卒資格取得費用を支援、就
業に役立つ資格取得のために各種講
座を受講する場合の受講費用を助成
するほか、看護師、保育士等の資格
取得のため養成機関で修業する場合
には修業期間中の生活費と賃貸住宅
の費用を支給します。

支給決定対象者に対する確
実な支給

30,818

[支給件数]
自立支援教育訓練給付金16件
高等職業訓練促進給付金22件
高等職業訓練修了支援給付金１
件

A 目標のとおり事業を実施した。
確実な事業実施のため、各区子育て支援課との連携
を図る。

子ども家庭課
1，4，
8

189 1-3(6) 継続 生活保護
生活保護法に基づき最低限度の生活
を保障するとともに、その自立を助
長します。

生活扶助費の適正な支給及
び世帯の状況に応じた適正
な支援の実施

－
生活扶助費の適正な支給及び世
帯の状況に応じた適正な支援の
実施

A 目標どおり事業を実施した。
引き続き各区生活支援課と連携し、適切な支援の実
施に努める。

福祉総務課 1

再掲
(152)

1-3(2)
1-3(6)

継続
重度心身障害者医療
費助成事業

重度心身障害者が疾病等により医療
機関等で治療した場合に、経済的な
負担を軽減する目的から、医療保険
診療に係る自己負担及び訪問看護等
基本利用料を助成します。

利用者に対して適切に支給
を行い、必要なサービス提
供に努めていく。

1,183,285

疾病等により医療機関で治療し
た場合に、医療費保険診療にか
かる自己負担額及び訪問看護基
本料を助成した。

A 適正に事務を実施した。 支給方法の検討。
障害者支援推進
課

3

190 1-3(6) 継続 交通遺児等福祉手当

交通事故等の災害により、生計維持
者を亡くした児童の生活の向上と福
祉の増進を図るため、手当を支給し
ます。

支給決定対象者に対する確
実な支給

985
支給決定対象者に対する確実な
支給

A 目標どおり事業を実施した。
各区子育て支援課との連携による確実な事業実施の
継続。

子ども家庭課 1，3

41



42

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標３　困難を抱えた子ども・若者を支える環境づくり

基本施策６　厳しい環境に置かれた子ども・若者とその家庭への支援（静岡市子どもの貧困対策推進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

令和８年度末
目標値

令和２年度決算額
（千円）

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況

再掲
(298)

1-3(6)
2-1(3)

継続 児童扶養手当の支給

父又は母と生計を一にしていない子
どもが養育される家庭生活の安定と
自立の促進に寄与するため、児童扶
養手当を支給し、児童福祉の増進を
図ります（所得制限あり）。

支給決定対象者に対する確
実な支給

2,130,165

手当の支給・制度改正に係る周
知を実施
現況届に関するお知らせ送付・
受付事務の実施

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため、各区子育て支援課との連携
を図る。

子ども家庭課 1

再掲
(299)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等医療費の
助成

所得税非課税世帯の母子家庭の母子
や父子家庭の父子、両親のいない子
どもを対象に、母子家庭等の生活の
安定と健康の保持を目的として、医
療費を助成します。

支給決定対象者に対する確
実な助成

121,750
支給決定対象者に対する確実な
助成

A
支給決定対象者に対し、漏れなく助成
金の支給をおこなった。（助成実績
48,519件）

各区子育て支援課との連携による確実な事業実施の
継続

子ども家庭課 3

再掲
(300)

1-3(6)
2-1(3)

継続
母子父子寡婦福祉資
金の貸付

母子家庭等に経済的自立の助成と生
活意欲の助長を図り、併せてその扶
養している子どもの福祉を増進する
ため、修学資金、生活資金等の各種
資金を貸付します。

貸付決定対象者への貸付を
完全実施

325,820
567件
318,646,823円の貸付を実
施。

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため、各区子育て支援課との連携
を図る。

子ども家庭課 1，4

191 1-3(6) 継続
実費徴収に伴う補足
給付事業★

認定こども園や保育所等を利用した
際の日用品や文房具等の購入に必要
な費用を助成します。

①生活保護世帯に対し、特
定教育・保育を受けた場合
に保育所等が徴収する日用
品や文房具等の購入に要す
る費用を助成する。
161人
②私立幼稚園を利用する低
所得者の給食費（副食材料
費）を助成する。
763人

16,797

①生活保護世帯に対し、特定教
育・保育を受けた場合に保育所
等が徴収する日用品や文房具等
の購入に要する費用を助成す
る。
172人
②私立幼稚園を利用する低所得
者の給食費（副食材料費）を助
成する。
702人

A
目標どおり事業を実施し、利用者の負
担軽減に寄与した。

マイナンバー連携等により対象者を正確に把握する
とともに、確実に給付を行う。

幼保支援課 1，4

192
1-2(3)
1-3(6)

継続
勤労者教育資金貸付
金利子補給事業

市内に在住する勤労者の教育費の負
担を軽減し、福祉の増進を図るた
め、県労働金庫が勤労者に貸し付け
る教育資金貸付金に対して、利子補
給を行います。

事業の適正な実施 2,880 事業の適正な実施 評価対象外 事業を適正に実施した 県労働金庫と連携して勤労者への周知を図っていく 商業労政課 1
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策１　地域に根付いた子ども・若者の育成

193 1-4(1) 継続
成人の日行事
（式典）

新成人を対象に記念式典を開催し、
成人としての自覚を促す機会を提供
します。

式典の実施参加率：50% 7,992

R3.1.3　オンライン配信による式典の実施
対象者数：6,578人
事前申込者数：4,308人
参加率（申込率）：65.5％
オンライン配信視聴
視聴回数（延べ）：6,019回
視聴人数（延べ）：4,485人

A

新型コロナウィルス感染症拡大防止対策のため参集開催からオ
ンライン開催に変更したため、事前申込者数を出席者数値と置
き換えた。
参加者（視聴者）アンケートで半数以上から「良かった」との
満足度を得られた。

コロナ禍にふさわしい成人式を新型コロ
ナウイルス感染状況を踏まえた検討が必
要。開催会場及び実施方法並びに参加者
への有効的な周知方法について検討して
いく。

青少年育成課 17

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校協働活動を実施
した。
・放課後子ども教室について、新規で６校
増加し、計81校で実施することができ
た。

A

・地域学校協働活動については目標を達成することができた。
・放課後子ども教室について、未実施校に対し支援を行った結
果、新たに６校で開設することができた。引き続き未実施校に
対して支援をしていく。

地域学校協働活動を担う地域学校協働活
動推進員やボランティア人材の不足が課
題である。人材の発掘・育成を行うた
め、研修会や“学校・地域ひとつなぎ”
コーディネーター養成講座を継続して実
施する。

教育総務課 4

再掲
(39)

1-1(2)
1-4(1)

継続
しずまえ漁業見学ツ
アー

市内で行われる漁業や競りの様子、
水産物加工工場の見学等を通して、
地元の産業である水産業の現場に触
れ、魚や魚食を身近に感じてもらう
ためのツアーを行います。

年１回実施
15組30人の参加

－ コロナウイルス感染症拡大により事業中止 － －
令和３年度も同事業を実施する予定であ
るが、コロナ感染の状況を見て実施の可
否を判断する必要がある。

水産漁港課 14

再掲
(41)

1-1(2)
1-2(3)
1-4(1)

継続

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家自然体験活動
（主催事業の実施）

自然の素晴らしさや厳しさにふれな
がら、自然環境の中で集団訓練、野
外活動、自然探求等を通じて豊かな
情操を培い、健全な心身の育成を図
るもので、自然の家が主催する体験
活動を行います。

参加者の満足度
100%

4,593

新型コロナウイルス感染症対策を実施しな
がら、小・中学生対象事業と家族・グルー
プ対象事業を合わせて16回実施した。
指導者育成事業は、新型コロナウイルス感
染症の影響により全講座中止した。
事業参加者の満足度：100%

A
新型コロナウイルス感染症や大雨の影響により、主催事業を
10回中止したが、平均して応募率は200%を上回り、参加者
の満足度も100%を達成した。

高い満足度を維持していくためには、指
導主事及びボランティアスタッフの指導
におけるスキルアップが必要であり、指
導者研修会を実施する。

教育総務課 4

再掲
(236)

1-4(1)
1-4(3)
3-1(3)

継続
地域防災訓練への参
加促進

市内の小中高校に対し地域防災訓練
への参加を促すとともに、関係団体
に対し青少年の訓練参加への協力を
依頼します。
また、自主防災組織の実施する訓練
計画を市ＨＰに掲載し、青少年の地
域防災訓練への参加促進のための情
報提供を行います。

地域防災訓練参加者
130,200人

715

・令和２年度は、感染拡大防止の観点から
訓練規模を縮小したため、市内の小学校、
中学校、高等学校には家庭内防災対策の再
確認を依頼した

－
令和２年度は地域防災訓練において、新型コロナウイルスの影
響により大規模な訓練を実施できなかったため、評価できず。

災害時における感染症対策や、コロナ禍
においても行える訓練など、状況に応じ
た訓練を周知する必要がある。

危機管理総室 11，13

194 1-4(1) 継続
魅力づくり事業
（キャラクターPR）

区公認キャラクター「トロベー」を
活用したイベント等を実施すること
で、区の魅力発信や子どもたちの地
元への愛着心向上を図ります。

区内全こども園でのダンス
教室実施
イベント出演回数年50回

1348

各種イベントへの出演回数15件、区内lこ
ども園でのダンス教室を４回実施した。新
型新型コロナウイルス感染症の影響によ
る、ダンス教室・イベント等の中止・縮小
に伴い、出演等の機会が減少した。

C
新型コロナウィルス感染症の影響で、各種イベント等の中止が
相次ぎ、出演等の機会の減少による影響が大きかった。

「新たな日常」に対応したダンス教室の
実施や、イベントによらないSNS等の露
出等の導入も検討する必要がある。

駿河区役所地域
総務課

11

再掲
(26)

1-1(2)
1-4(1)

継続
牛妻地区かわまちづ
くり事業

地区連合会、単位町内会、その他団
体が協同し、川遊び空間の運営を行
い、子どもが学び・体験する場を創
出します。

事業の継続運営 － コロナの影響で中止 －
令和２年度は新型コロナウイルスの影響によりイベントが中止
されたため、評価できない。

新型コロナウイルスの影響により密集が
生じてしまう当イベントは実施は困難で
ある。令和３年度も中止を余儀なくされ
ているため、令和４年度以降に再開でき
るかが課題である。

河川課 4

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策１　地域に根付いた子ども・若者の育成

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

195
1-4(1)
1-4(2)

継続
少年団体（子ども
会）運営費補助金

静岡市子ども会連合会の運営費及び
事業費を補助します。
活動内容：親子ふれあいわくわく
フェスティバル、球技大会、指導者
講習会等

延べ参加者数：5,125人 3,985

静岡市子ども会連合会の行う青少年の心身
の健やかな成長及び社会参加の促進のため
の事業等（補助事業）に対し補助金を交付
し、青少年の健全育成を推進。
補助金交付：１件
延べ参加者数：1,818人

C
新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していたイベン
トの多くが中止になったため活動参加者数が減少したが、コロ
ナ禍での活動について指導、助言を行うなど支援に務めた。

参加者の増加に向け、新型コロナウィル
ス感染症を踏まえたイベント実施の検討
が必要。オンライン化の推進や感染防止
策の情報共有などを行う。また、引き続
きイベントや団体活動全体の効果的な周
知・広報の支援に努める。

青少年育成課 4

196
1-4(1)
1-4(2)

継続
少年団体（ボーイス
カウト）運営費補助
金

ボーイスカウト静岡県連盟静岡地区
及びボーイスカウト静岡県連盟清水
地区の運営費及び事業費を補助しま
す。
活動内容：指導者講習会、救急法講
習会、奉仕活動等

延べ参加者数：3,106人 556

ボーイスカウトが行う青少年の健全な成長
と人格の形成を目的とした事業（補助事
業）に対し補助金を交付し、青少年の健全
育成を推進。
補助金交付：２件
延べ参加者数：1,498人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していたイベン
トの多くが中止になったため活動参加者数は減少したが、、コ
ロナ禍での活動について指導、助言を行うなど支援に務めたこ
とで一部事業はオンライン活用や屋外活動など、感染防止対策
を講じ実施に繋げることができた。

新型コロナウィルス感染症を踏まえた活
動方法の検討が必要。
更なる参加者の増加に向け、引き続きイ
ベントの開催や効果的な周知・広報の支
援に努める。また、団体の持続・発展的
な活動に向け、周知・PRを行うなどの支
援に努める。

青少年育成課 4

197
1-4(1)
1-4(2)

継続
少年団体（ガールス
カウト）運営費補助
金

ガールスカウト静岡市協議会の運営
費及び事業費を補助します。
活動内容：指導者講習会、キャンプ
等

延べ参加者数：2,835人 565

ガールスカウトが行う青少年の健全な成長
と人格の形成を目的とした事業（補助事
業）に対し補助金を交付し、青少年の健全
育成を推進。
補助金交付：１件
延べ参加者数：1,400人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していたイベン
トの多くが中止になったため活動参加者数は減少したが、、コ
ロナ禍での活動について指導、助言を行うなど支援に務めたこ
とで一部事業はオンライン活用や屋外活動など、感染防止対策
を講じ実施に繋げることができた。

新型コロナウィルス感染症を踏まえた活
動方法の検討が必要。
更なる参加者の増加に向け、引き続きイ
ベントの開催や効果的な周知・広報の支
援に努める。また、団体の持続・発展的
な活動に向け、周知・PRを行うなどの支
援に努める。

青少年育成課 5

再掲
(230)

1-4(1)
1-4(2)

継続
市青年団協議会事業
補助金

静岡市青年団連絡協議会の運営費及
び事業費を補助します。
活動内容：青年スポーツ交流会、ボ
ランティア活動等

延べ参加者数：190人 90

青年の仲間づくりや交流を活発化し、青年
の社会参加の促進や次世代のリーダー育成
を目的とした、活動に対する補助金交付事
業の実施。
補助金交付：１件
延べ参加者数：71人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していた自主事
業および関係団体の行事の大部分が中止になり、活動参加者数
が大幅に減少したが、その影響を除いても、会員確保について
課題がみられる。今後の活動内容の向上に向けた活動は実施で
きた。

団員数の減少や活動の縮小が課題となっ
ている。今後の団のあり方も含め、当該
団体に寄り添いながら、相談に応じてい
く。

青少年育成課 17

再掲
(42)

1-1(2)
1-2(3)
1-4(1)

継続

南アルプスユネスコ
エコパーク井川自然
の家自然体験活動
（利用者受入れ）

自然の素晴らしさや厳しさにふれな
がら、自然環境の中で集団訓練、野
外活動、自然探求等を通じて豊かな
情操を培い、健全な心身の育成を図
るもので、小中学校が主体となる、
宿泊訓練や、その他団体による自然
体験活動を行います。

年間延べ利用者数：
18,000人

71,500

利用者に対し、安心・安全な施設運営を行
い、計画的に利用者を受け入れた。
新型コロナウイルス感染症対策として、定
員の縮小や施設内の定期消毒等を行った。
延べ利用者数：6,545人

C

施設における事故は0件で、利用者の目的達成度も100%で
あった。
新型コロナウイルス感染症対策で利用者数を制限したため、延
べ利用者数は減少したが、個人利用者数は増加した。

一般利用の個人グループ客が増加してお
り、個人グループ客が気軽に自然体験を
実施できるような取り組みを実施する。

教育総務課 4

198 1-4(1) 継続
治水啓発用冊子｢わ
たしたちの巴川」の
作成

巴川の歴史、水辺の文化、洪水の記
録をはじめ、これまでの治水対策事
業の取組等を紹介し、啓発を図りま
す。

データ化への移行を図った
うえで、静岡市ホームペー
ジ年間アクセス件数100
回

376
5,700部発行
市立小学４年生全児童に配布
治水交流資料館へ配架

－
紙媒体での冊子の作成・配布は行ったが、新型コロナウイルス
感染症のため、改定に向けた予算措置は行うことができなかっ
た。

データ化に向けて新冊子の仕様等を検討
していく必要がある。

河川課 4

再掲
(40)

1-1(2)
1-4(1)

継続 しずまえ新聞作成

しずまえの魚の知識や料理法などを
新聞形式にし、市内小学生に配付し
て、しずまえのＰＲを行うととも
に、魚の知識や関心を高めていきま
す。

年２回配付
市内全小中学生が対象

438
「しずまえ新聞」を2回配布
・令和２年６月号
・令和2年11月号

A
市内の小中学生に配布し、「しずまえ」をＰＲすることができ
た。

これまで取り扱っていない記事や、親し
みやすい内容を掲載して、魚への関心を
高めてもらう

水産漁港課 14

再掲
(47)

1-1(2)
1-4(1)

継続
次世代エネルギー
パーク見学ツアー

次世代エネルギーパークだけでな
く、市内観光スポットも併せてバス
で巡ることで、周辺観光と「自然」
と「文化」に触れながら、地球温暖
化と再生可能エネルギーについて学
習します。

毎年参加者数40人 －
次世代エネルギーパークのPR動画年１本
公表（※コロナウイルスの影響により、ツ
アーから動画公表に変更）

A 目標どおり事業を実施した。
より多くの方に動画を視聴していただく
よう、魅力ある動画作成に取り組んでい
く必要がある。

環境創造課
4，7，
8，13

199 1-4(1) 継続 駿府匠宿の運営

静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府
匠宿」において、静岡市の伝統工芸
や近代産業の創作体験等を通じて本
市の地場産業及び伝統工芸への理解
を深めてもらいます。

来場者数　270,000人

（現在、施設のあり方を見
直していることから、変更
になる可能性あり）

256,733
来場者数
　60,420人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、施設の休場や緊急事
態宣言を受けた外出控え等の影響により、来場者数の目標は達
成できなかったが、感染症の蔓延防止対策を確実に実施した上
での体験を通じて、利用者の安心安全の確保及び創作体験の魅
力の浸透など高い利用者満足度を確保でき、理解が深まった。

・引き続き、新型コロナウイルス感染症
の蔓延防止対策を確実に行い、リモート
による情報発信などコロナ禍における事
業展開を支援する
・令和３年度からは、指定管理者が更新
されるため、事業者と綿密に情報共有を
図り、管理運営に支障をきたさないよう
にする必要がある

産業政策課
（産業振興課）

4

44



45

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策１　地域に根付いた子ども・若者の育成

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(34)

1-1(2)
1-4(1)

継続
産業フェア（林業
祭）工作教室

産業フェアしずおかの林業ゾーン
で、主に来場親子を対象に、地域材
であるスギ無垢材で製作された椅
子、本箱、道具箱等のキットを配布
し、木工工作教室を行います。

累計７回開催
累計親子700組

498
新型コロナの影響により中止
（産業フェアは開催）

－
新型コロナの影響により中止
（産業フェアは開催）

今年度は新型コロナの影響により中止と
した。R3年度は実施予定。

中山間地振興課 15

再掲
(36)

1-1(2)
1-4(1)

継続
お茶の美味しい入れ
方教室

お茶の入れ方を学ぶことを通じてお
茶に対する味覚を育み、お茶を中心
とした食育を図るとともに、本市基
幹産物であるお茶の啓蒙、消費促進
を図ります。

令和元年度実数値である、
実施校73校を維持。

2,604
静岡市内小学校全90校へ希望調査を取
り、希望校55校に対して実施見込み。
（対象：原則小学５・６年生）

B
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、例年と比べ教室希
望校が少なかったものの、感染予防に配慮した授業内容で実施
した。

コロナ禍での教室実施に向けた授業内容
の検討。

農業政策課 4

再掲
(112)

1-2(3)
1-4(1)

拡充

自然と環境学習の情
報サイト「しずおか
みんなのしぜんたん
けんてちょう」

静岡市の生き物やそれらの発見場
所、地域の自然環境、行政や市民団
体等が実施するイベントや環境教育
事業などの情報を発信し、市民の環
境保全意識の向上を図ります。

年間PV数：36,000件 430 年間PV（ページビュー）数：39,738件 A 目標どおり事業を実施した。
わかりやすくシンプルなホームページ、
コンテンツの充実

環境創造課 14，15

200
1-4(1)
1-4(4)

継続

地場産業後継者育成
事業
（クラフトマンサ
ポート事業）

地場産業界での新規就業者促進や後
継者育成等を図るため、下記４事業
を実施します。
　
①地場産業現場実習短期支援事業
（技術指導者のもとで３ケ月間の短
期現場実習）
②地域産業現場実習長期支援事業
（技術指導者のもとで２年間の長期
現場実習）
③地域産業独立支援補助金交付事業
（独立や工房等の開業に伴う建物の
賃借料に対して補助を行います。）
④伝統工芸技術者雇用奨励金交付事
業（市内在住の長期支援修了者を雇
用した事業主に対して、雇用奨励金
を交付します。）

新規で長期支援制度を利用
した者のうち、その制度が
終了した後も、その業界に
従事している者の割合が
80％以上

4,812

①現場実習短期支援
　　　　　　１人(295千円)
②現場実習長期支援
　　　　　　５人（4,500千円)
③独立支援
　　　　　　１人（17千円)
④雇用奨励
　　　　　　０人

A
新型コロナウイルスの影響を受けつつも、概ね計画通り実施で
きた。

伝統工芸の後継者が着実に増えていくよ
う、指導書の経営状態や実習者の将来展
望を調査・把握する必要がある。

産業政策課
（産業振興課）

4

201 1-4(1) 継続
静岡まつり｢竹千代
キッズ｣

静岡まつりの市民総踊り｢夜桜乱舞｣
を小中学生に広めるため、デモンス
トレーターによる練習会等を実施し
ます。

・練習会：10回以上
・静岡まつりプレイベン
ト、静岡まつりへの参加

721

・練習会：10回
※活動期間：令和2年8月～令和3年7月ま
で
・静岡まつりプレイベント、令和3年4月
開催の静岡まつりへの参加

A
令和３年７月までに10回の練習会の開催が見込まれるほか、
プレイベント及び静岡まつりへ参加できた。

人数を増加させるため、関係機関等と協
議し、活動機会の増加を図る必要があ
る。

まちは劇場推進
課

4

202 1-4(1) 継続
静岡型体験観光推進
事業

本市の歴史・風土などにより培われ
た多くの資源を体験プログラムとし
て整備・提供し、一般観光客、教育
旅行等の交流人口の増加を図りま
す。

しずおか体験教育旅行会員
施設利用者数を前年度実績
より増加させる

6,184
・体験プログラムの造成と商品化
・体験観光の誘客宣伝活動

A

令和元年実績：　47,171人
令和２年実績：　65,552人
　新型コロナウイルスの影響により、マイクロツーリズムが見
直された結果、教育旅行の目的地が近隣県に見直される傾向と
なった。このことをチャンスと捉え、関係者と連携し、山梨・
長野等へ積極的な営業活動やモニターツアーを実施したため。

アフターコロナも教育旅行の行先として
選ばれ続けることが課題。そのため、本
市でしか体験出来ないコンテンツをＰＲ
するほか、モニターツアーを実施し、需
要獲得に努める。

観光・MICE推進
課
（観光・国際交
流課）

4

203 1-4(1) 継続 登呂博物館の運営

登呂遺跡に関する資料の収集及び保
管、研究を行うとともに、これらの
展示と教育普及をはじめとする各種
事業を展開します。

・企画展年５回開催
・各種講座・教育普及活動
を年20回以上実施

45513

・264日開館
・企画展５回開催
・入館者数97,168人
・管内の体験事業を全開館日に行った
・各種講座、教育普及活動：20回
・５か国語の多言語パンフレットの配付

A
多様なテーマで遺跡に関する企画展や体験事業を実施すること
ができた。また、市民や様々な団体と連携したイベントを催
し、目標入館者数を達成することができた。

令和２年度は予定していた教育普及活動
も中止が相次いだ。感染対策を徹底し、
体験活動を進める。

文化財課 4

45



46

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策１　地域に根付いた子ども・若者の育成

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

204 1-4(1) 継続
登呂遺跡の整備・運
営

登呂遺跡を整備し、弥生時代の生活
を体験できる体験学習の場を提供し
ます。

遺跡を活用した各種講座・
教育普及活動を年５回以上
実施

25

・遺跡を活用した体験事業を全開館日に
行った
・復元水田事業（団体水田15組、市民水
田27組）
・各種講座、教育普及活動：８回

A
登呂遺跡の維持整備、体験事業の充実を図るとともに、各種講
座・教育普及活動を目標回数以上に開催することができた。

密や接触を避けるために、実際に体験す
ることが難しくなってしまった。

文化財課 4

205 1-4(1) 継続 文化財資料館の運営

静岡浅間神社が所蔵する資料や、市
域の歴史資料などの展示活動を通じ
て、市民の地域文化に対する意識を
高めるとともに、文化財に対する理
解を深めます。

・常設展示
・企画展：２回
・ミニ企画展：１回

15191
・企画展：２回
・ミニ企画展：１回 A

企画展を合計３回（弥次喜多展、刀剣展、静岡浅間神社の改修
展）実施し、幅広い年齢層の来館者に対し、所蔵資料を紹介す
ることができた。

令和３年12月閉館予定。 文化財課 11

206 1-4(1) 継続
埋蔵文化財センター
の運営

遺跡の発掘調査において出土した数
多くの遺物を貴重な文化財として有
効に活用することを目的として、整
理・保管するとともに、収蔵品の一
部を展示し、市の埋蔵文化財・歴史
への理解を深めます。

・企画展：年３回、参加者
数700人
・常設展示：来館者数
2,600人

6549
・出土遺物の整理　481点
・常設展示
・企画展４回

A
多数の出土遺物の整理を行うとともに、収蔵品の展示により、
市内の埋蔵文化財を紹介できた。

発掘調査出土品および図面資料を活用で
きる状態に整理を進める。
整理が完了した遺物を適切に保管してい
くとともに、定期的に市民に公開してい
く。

文化財課 4

207 1-4(1) 継続
三保松原文化創造セ
ンター

三保松原を訪れる者に名勝及び世界
遺産である三保松原の価値や魅力の
発信、松原保全に係る普及啓発を行
います。

企画展年４回開催 30,891
・常設展示
・企画展４回開催
・主催、連携イベント：25回

A
多様なテーマで三保松原に関する企画展を実施することができ
た。また、市民団体や大学等、様々な団体と連携したイベント
を実施した。

魅力あるイベントの実施と、各事業の効
果的な情報発信方法の検討。

文化財課
4, 11,
14, 15,
17

208 1-4(1) 継続
(仮称）静岡市歴史文
化施設建設事業

歴史文化のまちづくり拠点として
（仮称）静岡市歴史文化施設を令和
４年度に開館し、過去を学び今を知
ることで郷土への愛着と誇りを深
め、未来を考えることができる人材
づくりに寄与していきます。

令和４年度内の開館 101,926 建築及び展示工事が着工した。 A

令和3年1月から工事を着手し、建設（建築・電気・衛生・空
調・昇降機）及び展示工事について、各工事施工業者と設計事
務所とともに工程管理や施工協議や調整を行い、予定通りの進
捗率（16％）が達成できている。

令和5年春の開館に向けて、令和4年6月
までに建設及び展示工事を完成させるた
め、引き続き工程管理や施工協議・調整
を行っていく。

歴史文化課 16

209 1-4(1) 継続
芹沢銈介美術館の運
営

日本を代表する染色家、芹沢銈介の
作品・コレクションの企画展示や作
品の保存収集、調査研究を通して、
芹沢の芸術を広く紹介し、その偉業
を後世に伝えていきます。

①企画展示(３回)
②普及活動
　　講演会(１回)
　　出前講座(１回)
　　ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(３回)
　　呈茶(３回)

40,122

下記のとおり実施した。
①企画展示(３回)
②普及活動
　　出前講座(３回)
　　ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(２種類 計７回)

B

新型コロナウイルス感染症により、臨時休館や呈茶事業の中止
等の影響を受けたものの、３回の企画展開催やワークショップ
など、感染症対策を講じながら可能な範囲で実施することがで

きた。

観覧者数が減少傾向にあるため、新たな
PR方法を検討するなど、観覧者の確保に
努める。

文化振興課 4

210 1-4(1) 継続 静岡市美術館事業

多様な美術表現の公開、静岡市の特
色ある美術文化の創造と発信、美術
文化の交流促進により、美術に関す
る市民の知識及び教養の向上を図る
ことを目標とした事業を実施しま
す。

総来場者数：150万人
展覧会満足度（年平均）：
85％
（令和６年度に目標値の見
直し等をする予定）

275,351
（指定管理料の一部）

来場者数：235,248人
展覧会満足度（年平均）：92.8％

B
新型コロナウイルス感染症により展覧会や関連事業等が中止に
なったり、入館者数は目標を下回ったものの、展覧会満足度は
目標を達成することができた。

感染症対策を行いながら展覧会を開催す
るとともに、効果的な広報手段を検討す
ることや、展覧会関連事業を充実させる
ことで、展覧会の魅力を発信し、入館者
数の増に努める。

文化振興課 4

再掲
(57)

1-1(2)
1-4(1)

終了
全国少年少女スポー
ツチャンバラ選手権
大会in由比

スポーツチャンバラをやっている少
年少女が目指す全国大会を開催し、
誰もが自由にそして安全に楽しめる
生涯スポーツとしてスポーツチャン
バラの普及、啓発を図ります。な
お、礼儀を学び青少年の健全育成と
健康で明るいまちづくりに寄与しま
す。

小中学生の全国大会の開催
（年１回）及び入場者数
500人以上
（補助金は令和２年度で終
了予定）

－

コロナの影響により中止
第46回大会
R3.3.20～21
参加者 小学生～18歳
会場 清水総合体育館

－ 新型コロナウイルス感染症の影響により中止

由比地区がスポーツチャンバラの拠点と
なり、自立した大会が実施されるよう、
今後の大会の在り方を実行委員会と協議
し、万全の運営体制を整えるよう働きか
ける必要がある。

スポーツ交流課
3，4，
11

46



47

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策１　地域に根付いた子ども・若者の育成

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

211
1-1(2)
1-4(1)

継続
各種目別全国大会出
場選手補助金

市を代表して全国的な規模及び水準
で開催されるスポーツ競技大会に出
場するスポーツ選手の所属する団体
等に対し、補助金を交付します。

年間交付件数　170件
（令和４年度にスポーツ推
進計画の見直し等をする予
定）

1,796 年間交付件数　38件 C
新型コロナウイルス感染症の影響により全国大会の開催が大幅
に中止されたため、交付件数が減少した。

制度の認知度向上を図るため、様々な場
で周知を行う。

スポーツ振興課 3

212 1-4(1) 継続
静岡市高等学校野球
大会

市内高校の競技力向上とチーム間の
交流を通して、一層の競技力向上を
図るため、市内17校によるトーナメ
ント戦を開催します。

年１回開催
（令和４年度にスポーツ推
進計画の見直し等をする予
定）

823 年１回開催 A 10～11月にかけて開催した
大会の認知度向上を図るため、様々な場
で周知を行う。

スポーツ振興課 3

354
1-4(1)
1-2(3)

新規
高山植物保護セミ
ナー

市内の高校山岳部・登山部を対象
に、南アルプスユネスコエコパーク
の豊かな自然や地域の文化を学ぶ
「高山植物保護セミナー」を開催
し、将来の自然保護や文化の伝承等
の担い手育成を図ります。

現地体験学習を含めた高山
植物保護セミナーの実施

（R３新規） 環境創造課 ４、15

355
1-4(1)
1-2(3) 新規

南アルプスユネスコ
エコパーク学習ハン
ドブックの配布

静岡市内の全小学３年生を対象に環
境学習ハンドブック「しずおかの宝
南アルプスユネスコエコパーク」を
配布し、静岡市が世界に認められた
財産である南アルプスやユネスコエ
コパークの学習を促進します。

市内の全小学３年生へ配布 （R３新規） 環境創造課 ４，15
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策２　社会性をはぐくむための、多様な体験・交流活動の推進

再掲
(77)

1-2(2)
1-4(2)

継続 人権教育研修会
年２回、各小中学校の人権教育担当
者を集めて、人権教育の研修会を実
施します。

道徳（人権）教育担当者会
を年２回実施する。人権意
識や人権感覚を高めたり、
人権課題に取り組めるよう
にしたりするための研修を
行う。時代により対応でき
るような研修を行ってい
く。

－

道徳・人権教育担当者会を
年１回実施した。人権意識
や人権感覚を高め、人権課
題に取り組めるよう、研修
会を開催し、人権教育の推
進を図った。

A

人権教育の概要やLGBTやインターネットに
よる人権侵害等の個別の人権課題について、
周知を図った。各学校で実践しやすいよう
に、人権感覚や人権課題についての資料を紹
介した。

学校で活用できる人権教材を作成して
いく必要がある。

学校教育課 4

213 1-4(2) 継続
青少年国際親善交流
事業

青少年に国際交流の機会を提供する
ことで、外国人との相互理解と友好
を深め、広い国際的視野と国際協調
の精神を養います。

参加者の満足度　95％ 25

講座「南米文化を学ぼ
う！」実施。
パラグアイやブラジル出身
の在日外国人講師による文
化の紹介やサンバのダンス
体験を行った。
参加者満足度：100％

A
コロナ禍ではあったが感染症対策を徹底し講
座を開催し、市内中高大学生に異文化交流の
機会を提供できた。

コロナ禍の影響により、現在海外へ行
く機会が失われている。このような
中、日本文化の紹介を通じた交流のみ
ならず、海外の文化の多様性を学ぶな
ど、国際感覚や相互理解を深める機会
を創出するよう努める。

青少年育成課 17

再掲
(195)

1-4(1)
1-4(2)

継続
少年団体（子ども
会）運営費補助金

静岡市子ども会連合会の運営費及び
事業費を補助します。
活動内容：親子ふれあいわくわく
フェスティバル、球技大会、指導者
講習会等

延べ参加者数：5,125人 3,985

静岡市子ども会連合会の行
う青少年の心身の健やかな
成長及び社会参加の促進の
ための事業等（補助事業）
に対し補助金を交付し、青
少年の健全育成を推進。
補助金交付：１件
延べ参加者数：1,818人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予
定していたイベントの多くが中止になったた
め活動参加者数が減少したが、コロナ禍での
活動について指導、助言を行うなど支援に務
めた。

参加者の増加に向け、新型コロナウィ
ルス感染症を踏まえたイベント実施の
検討が必要。オンライン化の推進や感
染防止策の情報共有などを行う。ま
た、引き続きイベントや団体活動全体
の効果的な周知・広報の支援に努め
る。

青少年育成課 4

再掲
(196)

1-4(1)
1-4(2)

継続
少年団体（ボーイス
カウト）運営費補助
金

ボーイスカウト静岡県連盟静岡地区
及びボーイスカウト静岡県連盟清水
地区の運営費及び事業費を補助しま
す。
活動内容：指導者講習会、救急法講
習会、奉仕活動等

延べ参加者数：3,106人 556

ボーイスカウトが行う青少
年の健全な成長と人格の形
成を目的とした事業（補助
事業）に対し補助金を交付
し、青少年の健全育成を推
進。
補助金交付：２件
延べ参加者数：1,498人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予
定していたイベントの多くが中止になったた
め活動参加者数は減少したが、、コロナ禍で
の活動について指導、助言を行うなど支援に
務めたことで一部事業はオンライン活用や屋
外活動など、感染防止対策を講じ実施に繋げ
ることができた。

新型コロナウィルス感染症を踏まえた
活動方法の検討が必要。
更なる参加者の増加に向け、引き続き
イベントの開催や効果的な周知・広報
の支援に努める。また、団体の持続・
発展的な活動に向け、周知・PRを行う
などの支援に努める。

青少年育成課 4

再掲
(197)

1-4(1)
1-4(2)

継続
少年団体（ガールス
カウト）運営費補助
金

ガールスカウト静岡市協議会の運営
費及び事業費を補助します。
活動内容：指導者講習会、キャンプ
等

延べ参加者数：2,835人 565

ガールスカウトが行う青少
年の健全な成長と人格の形
成を目的とした事業（補助
事業）に対し補助金を交付
し、青少年の健全育成を推
進。
補助金交付：１件
延べ参加者数：1,400人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予
定していたイベントの多くが中止になったた
め活動参加者数は減少したが、、コロナ禍で
の活動について指導、助言を行うなど支援に
務めたことで一部事業はオンライン活用や屋
外活動など、感染防止対策を講じ実施に繋げ
ることができた。

新型コロナウィルス感染症を踏まえた
活動方法の検討が必要。
更なる参加者の増加に向け、引き続き
イベントの開催や効果的な周知・広報
の支援に努める。また、団体の持続・
発展的な活動に向け、周知・PRを行う
などの支援に努める。

青少年育成課 5

再掲
(326)

1-4(2)
3-1(2)

拡充
青少年・乳児ふれあ
い促進事業

地域の子育て支援拠点施設である地
域子育て支援センターや保健福祉セ
ンター、学校等の協力を得て、小学
生（高学年）や中学生、高校生が、
乳児とその保護者との交流や触れ合
いを通して、命の尊さや子育てのす
ばらしさなどを体験します。

児童館13館で実施 指定管理料の一部 全て中止 －

新型コロナウイルス感染症の影響により、事
業の対象となる小学高学年や中学生、高校
生、乳児やその保護者の安全確保のため、中
止せざるを得なかった。

新型コロナウイルス感染症のような感
染症が流行しているような状況では、
事業の開催は非常に難しい。

子ども未来課 4，16

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策２　社会性をはぐくむための、多様な体験・交流活動の推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(28)

1-1(1)
1-1(2)
1-4(2)

継続
生涯学習施設におけ
る講座

市内生涯学習施設において、乳幼
児・小中学生及びその保護者を対象
に、各種講座を実施します。

無人館・山間地を除く32
館全ての生涯学習施設で子
どもや親子を対象とした講
座を実施

―
（指定管理料の一部）

無人館・山間地を除く32
館の生涯学習施設のうち、
31施設で子どもや親子を
対象とした講座を実施

A
生涯学習施設において、乳幼児・小中学生及
びその保護者を対象に幅広いジャンルの講座
を実施した。

新型コロナウイルス感染防止策を徹底
した上で、魅力的な事業企画やサービ
ス向上により新規利用者の獲得や利用
者層の拡大に取り組んでいく。

生涯学習推進課 4

再掲
(61)

1-1(2)
1-4(2)

継続
応急手当普及啓発活
動の促進

毎年度、市内の小中学校の１学年を
対象に学校教育における救命講習を
実施することで命の大切さを学ぶ環
境を醸成します。

静岡市内全小中学校での実
施体制の構築
市内小学校（公・私89
校）
市内中学校（公・私54
校）

2,533
新型コロナウイルス感染症
の拡大により、全講習を取
りやめた。

－
新型コロナウイルス感染症の影響により、学
校教育授業内での救命講習はすべて中止した
ため、評価することができない。

講習実施を望む小中学校の要望に応じ
ることができるように感染防止対策を
講じた実施方法を検討する。

救急課 3，11

214 1-4(2) 継続
動物愛護館体験学習
受入

動物愛護館における犬猫の世話、館
内清掃等、命に係わる職業を経験す
ることで、心豊かな人間性の育成を
図ります。

受入予定人数：35人 －
新型コロナウィルス対策の
一環で学校側からの受け入
れ要請がなかった。

－
新型コロナウイルス感染症の影響により、学
校教育授業内の体験学習をすべて中止したた
め、評価することができない。

講習実施を望む小中学校の要望に応じ
ることができるように感染防止対策を
講じた実施方法を検討する。

動物指導セン
ター

4

215 1-4(2) 継続

学校出前講座「豊か
なセクシュアリ
ティ」（中学生対
象）

中学生を対象に、男女がお互いの
「性と生」を尊重し合い、豊かな人
間関係を築くことを目的とした学校
出前講座を実施します。

毎年度７校程度実施 60
中学校６校全７回実施し
た。

A 目標どおり事業を実施した。
学校のニーズに応じた多様なテーマの
設定。

男女共同参画課 5

216 1-4(2) 継続
中学生向け男女共同
参画副読本の作成

男女共同参画に関する副読本（「人
と人とのよりよい関係をつくるため
に」と、「市内相談機関一覧・
LGBTQについて」）を作成し、市
内中学校に配付します。

生徒用・教師用
年6,800冊程度作成

299

生徒用(教師用を含
む)6,800冊程度作成し、
配布を行う。
※全市立中学校と希望が
あった私立中学校に配布

A 目標どおり事業を実施した
今後の配布資料についての検討が必
要。

男女共同参画課 5

217 1-4(2) 継続
若者を対象としたＤ
Ｖ防止対策の実施

中学生～大学生といった若年層に対
して、お互いを尊重する関係を築け
るよう、デートＤＶ防止の啓発を進
めます。

女性会館事業（指定管理事
業）において毎年度継続実
施。

―
（指定管理料に含む）

市内私立高校１校93人に
対し、デートDV防止講座
を実施した。

A 目標どおり事業を実施した。
コロナ禍において講師が県外在住の場
合、オンライン実施等の調整が必要。

男女共同参画課 5

218 1-4(2) 継続
心の輪を広げる障害
者理解促進事業

障がいの有無にかかわらず、国民誰
もが相互に人格と個性を尊重し支え
あう共生社会を目指し、障がいのあ
る人に対する国民の理解を図るた
め、市民を対象に「心の輪を広げる
体験作文」及び「障害者週間」のポ
スターを公募します。

・ポスター、作文の公募
・内閣府推薦作品の選出
・市入賞者の表彰

10
・ポスター、作文の公募
・内閣府推薦作品の選出
・市入賞者の表彰

C

予定どおり事業を実施し、静岡市代表作品が
内閣府で佳作を受賞するなど応募作品内容も
充実していたが、応募作品数が目標値に達し
なかった（目標値32作品に対し14件）。

障がいや障がいのある人に対する理解
と認識を深めるため、引き続き事業を
継続するとともに応募者数増加につな
がる募集の周知方法について検討して
いく。

障害福祉企画課 3，4

219 1-4(2) 継続
心のバリアフリーイ
ベント

市民に対し障がいのある人及び障が
いの理解と認識を深めるとともに、
障がいのある人があらゆる分野の活
動に積極的に参加する等障がい者福
祉の増進を図ることを目的として、
障害者週間にちなみ障がいのある人
とない人が交流しふれあうためのイ
ベントを実施します。

（１）交流イベントの実
施：１回
（２）啓発品の配付
（３）パネル展示

112

（１）交流イベント：新型
コロナウイルス感染症拡大
防止のため、中止
（２）啓発品の配付
（３）パネル展示

A

新型コロナウイルスの影響により、交流イベ
ント及び街頭での啓発品の配布を中止した
が、障害者週間のパネル展示及び展示場所で
の啓発品の配布を実施した。

交流イベントは、新型コロナウイルス
感染症の影響により、令和元年・令和
２年と２年続けて中止しており、コロ
ナ禍においても実施可能な方法を検討
する必要がある。

障害福祉企画課 3，4

再掲
(70)

1-2(2)
1-4(2)

継続 国際理解教育の推進

幼稚園、小中学校の行事や学習時間
において講師を派遣し、自国や他地
域・他国の伝統や文化を学ぶなど、
国際理解教育を推進します。

小中学校の行事や学習時間
において講師を派遣し、自
国や他地域・他国の伝統や
文化を学ぶなど、国際理解
教育を推進し、全小中学校
で実施する。

－

中学校に配置されている
ALTを活用し、全小中学
校で他国の文化等を学ぶ国
際理解教育を実施した。

A

ALTが新型コロナウイルス感染症対策をした
うえで、自国について視覚的資料を活用しな
がら紹介してきたことで、子供達は自国と比
べながら、他国・他地域への興味関心を高め
ることができた。

新型コロナウイルス感染症拡大により
予定していたALTの来日が困難となっ
たことで再度派遣の調整をした。緊急
時の柔軟な対応が必要である。

学校教育課 4

　【関連事業】
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策２　社会性をはぐくむための、多様な体験・交流活動の推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

220 1-4(2) 継続
訪日教育旅行誘致事
業

海外の学生を対象に教育旅行を誘致
し、小中高生との交流を通じて国際
相互理解を深めるとともに、外国人
観光客の増大を図ります。

訪日教育旅行受入件数を前
年度実績より増加させる

－
・台湾で開催される商談会
に出展し、誘致拡大を図る
・バス補助金の周知徹底

－ －
コロナ後の需要回復のタイミングを見
計らいながら、プロモーションの推進
を図る。

国際交流課 4

221 1-4(2) 継続

ストックトン市青少
年派遣、受入事業
（国際交流協会予
算）

市内に在住、若しくは市内の中学
校・高校に通っている中高生５人を
英語スピーチコンテスト上位入賞者
の中から面接試験にて決定し、教員
の引率者1人と共に夏休みの約２週間
を姉妹都市ストックトン市でホーム
ステイし、現地の市民や青少年との
交流等を行います。

ストックトン市で作文（静岡へ行き
たい理由）、面接で選ばれた５人の
派遣生が、７月下旬に来静します。
滞在中は市内の家庭にホームステイ
し、市内の中高生との交流を図りま
す。静岡市からの派遣生と共にアメ
リカに帰国します。
（静岡市国際交流協会）

継続して派遣、受入れを実
施する。

－

【派遣】
令和２年度スピーチコンテ
ストは予選選考まで行った
ものの、３月８日の本大会
は新型コロナウィルスの感
染拡大のため中止とした。
その後、関係機関と協議の
結果、令和２年度の派遣事
業の中止を決定した。

【受入】
令和２年度の受入事業に関
し、ストックトン市からは
派遣出来ない旨の連絡を受
け、中止した。

－ －
コロナ後、派遣・受入を再開できるよ
う先方と関係を維持していく。

国際交流課 4

222 1-4(2) 継続

シェルビービル市青
少年派遣、受入事業
（国際交流協会予
算）

姉妹都市交流の促進、及び姉妹都市
交流を支える人材の育成を図りま
す。

継続して派遣、受入れを実
施する。

－

【派遣】
新型コロナウィルス感染拡
大のため中止。

【受入】
新型コロナウィルス感染拡
大のため中止

－ －
コロナ後、派遣・受入を再開できるよ
う先方と関係を維持していく。

国際交流課 4

223 1-4(2) 継続
牧野スカラシップ
（国際交流協会予
算）

元静岡市国際交流協会事務局長故牧
野豊氏が、生前に静岡市とオマハ市
の姉妹都市交流促進に果たした功績
を評し、ネブラスカ大学オマハ校
（UNO)で勉学を志す静岡市出身学
生に対し正規授業料を減免します。
UNOでの勉学に強い意欲を持ち、将
来に渡り、国際交流・国際協力の分
野で活動することを希望する人材を
選考しUNOに推薦します。（静岡市
国際交流協会）

毎年１人以上の派遣を実施
する。

15

令和２年10月から公募
し、令和３年１月上旬に面
接を実施。候補生のうち1
名を選定し、推薦した。

A 予定通り候補生1名を選定し、推薦できた。
より多くの市民に本事業を知ってもら
い、応募者増加へつなげていく。

国際交流課 4

224 1-4(2) 継続
浜石野外センターの
運営

青少年をはじめ、広く市民の体育の
向上及びレクリエーションの増進を
図り、野外活動を通じて健全な青少
年の育成その他社会教育の振興を図
ります。

年間延べ利用者数
760人の確保

13,442

・令和４年度以降の施設の
方向性検討
年間延べ宿泊利用者数：
384人
（新型コロナウイルス感染
症の影響で利用減）
・施設利用許可事務（59
件）

B

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め、繁忙期であるGW時期の休所や利用人数の
制限を行ったことで宿泊利用者は減少した
が、地域と連携したイベントの開催など施設
利活用イベントを実施した。

立地環境や周辺の資源など、施設の強
みを活かした利活用をさらに図ること
が必要。地域関係者・団体と連携し、
効果的な活用方法を検討するととも
に、イベント等を通じて積極的に情報
発信していく。

青少年育成課 4

225 1-4(2) 継続
静岡市芸術文化活動
発表会参加奨励補助
金

芸術文化の振興を図るため、芸術文
化活動の発表会に参加する個人・団
体へ補助を行います。

交付割合100% 126,000
申請件数：5件
交付件数：5件

A
申請件数５件に対し全員に決定通知と確定通
知を送付し、補助金を交付することができ
た。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、文化活動の全国大会・東海大
会の開催中止が相次ぎ、申請件数が減
少したが、申請者には、漏れなく交付
ができた。引き続き広報活動を実施
し、周知に努める。

文化振興課 4

226
1-2(3)
1-4(2)

継続
JFAこころのプロ
ジェクト「夢の教
室」

ＪＦＡから派遣される様々な競技の
スポーツ選手を夢先生として講師に
迎え、夢先生の体験談をもとに、夢
を持つことの素晴らしさ、それに向
かって努力することの大切さを子ど
もたちに伝える授業を実施します。

市内小学校５クラス程度で
の実施

219
市内小学校３クラスで実施
※実施はクラス単位

B

新型コロナウイルス感染症の影響で、夢先生
が直接小学校を訪問できない代わりに、イン
ターネットを用いてオンラインによる特別授
業を実施した。

予算規模上、実施クラスが限られる
が、夢先生による体験談をもとにした
授業は貴重な機会であるため、より多
くの子ども達に提供できるよう実施ク
ラスの選定方法やＰＲ方法について検
討していく。

スポーツ交流課
4，11，
17
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策２　社会性をはぐくむための、多様な体験・交流活動の推進
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目標値
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（千円）

再掲
(56)

1-1(2)
1-4(2)

継続
清水エスパルスホー
ムゲーム小中学生招
待事業

子どもがプロスポーツを身近に体感
できる機会を創出し、将来の夢や希
望を抱くきっかけとなるよう青少年
の健全育成を図るため、市内全小中
学生をホームゲームに招待します。

・市内全小中学校をホーム
ゲームに招待する。
・年間数校程度選手が直接
学校を訪問し、招待試合の
PRを行う。

（清水エスパルス交流事業
補助金2,800千円の一

部）

・市内小学校91校、中学
校55校全校児童・生徒へ
招待案内チラシを配布し
ホームゲームに招待した。
・小学校３校を選手が直接
訪問し、招待試合のPRを
行った。

A
目標どおり市内全小中学校を招待した。ま
た、小学校への訪問は、前年度より２校増加
した。

今後、より一層参加者の増加を図るた
め、ＰＲの時期や周知方法についてエ
スパルスと協議していく。

スポーツ交流課
3，10，
11，17

227 1-4(2) 継続
静岡市立小・中学校
音楽学習交流会

小学校、中学校の選択・学級・学
年・全校による合唱・器楽等の日ご
ろの音楽学習の成果を発表します。
全体交流として、参加者全員による
全体演奏を行い、音楽的感動を共有
できる音楽交流を行います。また、
演奏に関する質疑や意見交換等の教
員研修の場を設け、今後の指導に生
かしていきます。

静岡市民文化会館及びマリ
ナートで参加希望のある小
学校、中学校の音楽発表会
を実施する。

－
新型コロナウイルスの影響
により、開催を中止した。

令和３年度で実
施を終了しま

す。
－

新型コロナウイルスの感染防止対策を
講じて事業を実施する必要がある。

学校教育課 4

再掲
(52)

1-1(2)
1-4(2)

継続
静岡市こどもミュー
ジカル補助金

静岡市こどもミュージカル実行委員
会に対し、補助金を交付します。
（静岡市こどもミュージカルは、公
募によって集められた子どもたちが
主役のミュージカル公演であり、市
民により組織された実行委員会が、
ミュージカルの創作を通じて子ども
たちに創造する喜びを知ってもらう
ことを目的に、２年に１回開催しま
す。）

〈奇数年度〉
出演者オーディション・
ミュージカルスクール入校
式実施
〈偶数年度〉
公演を実施(４公演)
来場者数各2,000人以上

200

新型コロナウイルス感染症
の影響により令和２年度公
演は延期した。
令和２年度を準備年度と
し、令和３年度を公演年度
とするよう決定した。

A

令和２年度についてはコロナ禍により本番公
演を延期したが、追加オーディションを実施
するなど、令和3年度の公演実施に向けた準備
を継続して行っている点が評価できる。

令和３年度の本番に向けて、コロナ禍
で入場者の減が想定される中、早めの
周知や広報活動の方法などを十分に検
討し、確実な集客ができるような取組
を行う。

文化振興課 4

228
1-2(3)
1-4(2)

継続
オリンピック・パラ
リンピック・ムーブ
メント全国展開事業

市内の小中高等学校にオリンピッ
ク・パラリンピック教育を推進する
ために、推進校を指定し、展開しま
す。

実践推進校16校を募集す
る。
（国の同事業にあわせ、令
和２年度で終了予定）

1,246
実践推進校16校を募集す
る。

A

コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じた
上でアスリート等との交流を行った。事後ア
ンケートでは難しい事に対する挑戦の意欲
が、事前に比べて向上した。アスリートの講
話等から、挑戦する事の大切さが伝わってき
ているあらわれである。

オリパラを活用して子どもの育成を図
る、オリパラ教育のレガシーの情報発
信の方法を検討する必要がある。

教育センター
スポーツ交流課

4

229 1-4(2) 継続
青少年研修センター
の運営

教育委員会の承認を受けた団体に対
し、次の施設について無料で貸し出
しを行います。
・青少年研修センター（市中央体育
館内）
利用者の範囲：市内に居住、若しく
は市内の事業所に勤務する者が15人
以上で、教養の向上を図る目的で結
成した団体

年間延べ利用者数
1,500人の確保

94

施設の維持管理
施設の利用許可事務
・年間利用コマ数665コ
マ
・年間利用人数：931人
（新型コロナウイルス感染
症の影響で利用減）

B

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め施設の休館や利用人数の制限を行ったこと
で利用者が減少したが、各団体へ活動場所の
提供は実施できた。

今後、学生サークルや各種団体の課外
活動の場として利活用を促進すること
が必要。施設の周知・広報を行い、利
用者数増加への取り組みに努める。

青少年育成課 4

230
1-4(1)
1-4(2)

継続
市青年団協議会事業
補助金

静岡市青年団連絡協議会の運営費及
び事業費を補助します。
活動内容：青年スポーツ交流会、ボ
ランティア活動等

延べ参加者数：190人 90

青年の仲間づくりや交流を
活発化し、青年の社会参加
の促進や次世代のリーダー
育成を目的とした、活動に
対する補助金交付事業の実
施。
補助金交付：１件
延べ参加者数：71人

C

新型コロナウイルス感染症の影響により、予
定していた自主事業および関係団体の行事の
大部分が中止になり、活動参加者数が大幅に
減少したが、その影響を除いても、会員確保
について課題がみられる。今後の活動内容の
向上に向けた活動は実施できた。

団員数の減少や活動の縮小が課題と
なっている。今後の団のあり方も含
め、当該団体に寄り添いながら、相談
に応じていく。

青少年育成課 17

231 1-4(2) 継続 林業体験教室
高山・市民の森園内でチェーンソー
取扱い講習を行い、林業体験（伐
採、玉切りなど）を実施します。

教室開催　累計28回 431 教室開催　４回 A
年間４回の目標通りに開催することができ
た。引き続き事業を実施していく。

開催回数は確保できているが、１回あ
たりの参加者数が少ない。事業の告知
など広報活動を検討する必要がある。

中山間地振興課 15

再掲
(347)

1-4(2)
1-4(3)
3-1(4)

継続
「市民活動支援シス
テム」活用推進事業

市民と行政がお互いの情報を共有
し、地域課題の解決に取り組むため
に、市民活動に関する情報を収集す
るとともに、地域課題の解決のため
に必要な市が保有するデータをあわ
せて広く市民に向けてウェブサイト
に掲載して情報発信を行います。

アクセス件数：224,000
件
（令和４年度に市民活動促
進基本計画の見直し等をす
る予定）

2,684

市民活動支援システム
「ここからネット」の運用
令和２年度総アクセス件数
172,805件

B

ここからネットの運用により、市民活動情報
の提供を行った。また、周知活動の一環とし
て、市民活動センターにてここからネットの
利用に関する講座を開催した。

新型コロナウイルスの影響により、市
民活動団体の活動が停滞し、市内の市
民活動が落ち込んでいる。そのため、
新型コロナウイルスに関するNPOの支
援情報を提供するとともに、ここから
ネットを使った情報発信などにより、
市民活動の促進を図る。

市民自治推進課 17
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策３　自発的なまちづくり活動の促進

232 1-4(3) 継続

わかもののまち推進
事業
（高校生まちづくり
スクール　プロジェ
クト編）

若者の社会参画を促すことで、自己
有用感及び地域への愛着を高めま
す。

①「自分が社会のために何
かできるという実感」を得
られた参加者の割合
95％
②「これからの静岡市への
希望・期待感」を得られた
参加者の割合　95％

691

高校生まちづくりスクールの開催
参加者28人が、９つのテーマ（プ
ロジェクト）に分かれ、課題解決に
取り組んだ。
実施回数：６回

参加者アンケート結果
①「自分が社会のために何かできる
という実感」を得られた参加者の割
合　96％
②「これからの静岡市への希望・期
待感」を得られた参加者の割合
96％

A

コロナ禍ではあったが、オンライ
ンの活用や感染症対策を徹底し６
回の講座を実施することで参加者
である若者に社会参画を促すこと
ができた。

高校生にとって参加しやすい開催期間の
設定が必要。更に、課題解決に向けたサ
ポートの強化など、より参加者のニーズ
に応じた事業内容とするよう努める。

青少年育成課 11

233 1-4(3) 継続
高校生まちづくりス
クール（ビジネス
編）

高校生が地域課題をビジネスの手法
によって解決する方法について、
マーケティングやブランディングを
学びながら取り組む講座を通じて、
郷土“静岡”に愛着や誇りを持ち、
これからのまちづくりの重要な担い
手となるよう育成を図ります。

参加者のうち、シチズン
シップが身についた人の割
合　80％

1,063

高校生まちづくりスクールの開催
参加者24人が、７つのテーマに分
かれ、社会課題解決のためのビジネ
スプランを発表した。
実施回数：５回

A
受講した高校生に対して地域や社
会のために行動したいという意識
付けができた。

高校生が考えたビジネスプランを実現に
つなげることができるよう、講座終了後
の活動についてもフォローを行ってい
く。

生涯学習推進課 11

234 1-4(3) 継続
成人の日行事
（実行委員会）

記念式典を新成人自らが企画・運営
することで、大人としての自覚を促
し、仲間と協働することの大切さや
故郷への愛着を育む。

実行委員会の実施：６回
成人式式典の開催

7,992

実行委員会の実施：７回

R3.1.3　オンライン配信による式
典の実施
対象者数：6,578人
事前申込者数：4,308人

オンライン配信視聴
視聴回数（延べ）：6,019回
視聴人数（延べ）：4,485人

A

新型コロナウィルス感染症拡大防
止対策のため参集開催からオンラ
イン開催に変更し実施した。
参加者（視聴者）の半数以上から
「良かった」との満足度を得ら
れ、本市初のオンライン成人式の
実施に実行委員も一定の満足感を
感じることができた。

コロナ禍にふさわしい成人式を新型コロ
ナウイルス感染状況を踏まえた検討が必
要。実行委員と共に開催会場及び実施方
法並びに参加者への有効的な周知方法に
ついて検討する。

青少年育成課 17

235
1-4(3)
3-1(2)

継続
子ども・若者のボラ
ンティア活動の充実

ボランティア活動は、活動を通して
自分が必要とされている存在である
ことを実感させ、喜びや生きがいを
与えるとともに、様々な社会問題へ
の問題意識を深め、社会貢献への気
持ちを育む効果があることから、地
域社会や民間団体等とも協力し、ボ
ランティア活動を推進します。

ボランティア活動を通して
自分自身の存在価値や社会
問題への意識を高め、全小
中学校で、より積極的な社
会貢献ができるようなボラ
ンティア活動を実施する。

－

新型コロナウイルスの影響により、
学校でのボランティア活動は縮小せ
ざるをえなかったが、各学校の状況
に応じて、清掃や環境整備、各種募
金活動等のボランティア活動を実施
した。

A

新型コロナウイルス感染症拡大に
より、校外での活動はほとんどで
きなかったが、総合的な学習の時
間や特別活動等で感染リスクの少
ない活動を実施できた。

校外の様々な場面で人と関わりながらの
活動が十分できなかったため、早期の新
型コロナウイルス感染症の収束が望まれ
る。

学校教育課 4

再掲
(91)

1-2(3)
1-4(3)
1-4(4)
3-1(4)

継続
学生スクールボラン
ティア

学生スクールボランティアが教科指
導や総合学習、特別支援教育、放課
後の学習相談・あそび、日本語指導
などにアシスタントとして参加する
ことで、認定こども園、小・中学校
の教育課程実施の充実を支援すると
ともに、教員志望者の開拓及び資
質・能力の向上につなげる。

小中学校の半数以上に派遣
できるように教育委員会の
ＨＰ等を通して広報活動に
努める。

－

HPや直接、地元の大学を訪問して
学生ボランティアの求人活動を展開
した。31校に学生スクールボラン
ティアを派遣し、教科指導や総合学
習、特別支援教育、放課後の学習相
談・あそび、日本語指導などにアシ
スタントとして参加した。

A

新型コロナウイルス感染症拡大に
よる休校により、６月以降に活動
を始める学生がほとんどだった。
学生スクールボランティアも感染
症予防に努めながら、授業支援や
活動補助を意欲的に取り組んだ。
学校での評価が高いだけでなく、
学生自身の資質や意欲を高めてい
る。（学生スクールボランティア
70名、学校数31校)

学生スクールボランティアの参加人数が
減ってきており、早期の新型コロナウイ
ルス感染症の収束が望まれる。

学校教育課 4

236
1-4(1)
1-4(3)
3-1(3)

継続
地域防災訓練への参
加促進

市内の小中高校に対し地域防災訓練
への参加を促すとともに、関係団体
に対し青少年の訓練参加への協力を
依頼します。
また、自主防災組織の実施する訓練
計画を市ＨＰに掲載し、青少年の地
域防災訓練への参加促進のための情
報提供を行います。

地域防災訓練参加者
130,200人

715

・令和２年度は、感染拡大防止の観
点から訓練規模を縮小したため、市
内の小学校、中学校、高等学校には
家庭内防災対策の再確認を依頼した

－

令和２年度は地域防災訓練におい
て、新型コロナウイルスの影響に
より大規模な訓練を実施できな
かったため、評価できず。

災害時における感染症対策や、コロナ禍
においても行える訓練など、状況に応じ
た訓練を周知する必要がある。

危機管理総室 11，13

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策３　自発的なまちづくり活動の促進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

237 1-4(3) 継続
静岡市子ども模擬議
会

議場を見学するだけでなく、実際に
議長、議員、市長、局長などの席に
座って本会議の流れを模擬体験する
ことで、参加児童に市議会や市政へ
の興味を持ってもらうとともに、そ
の家族の関心を高めることにもつな
げます。

当該年度前３か年の平均値 － 実施校数７校 C

新型コロナウイルスの影響によ
り、小学校からの申込みの取消し
や見合わせがある中、実施校につ
いては、消毒・換気の徹底や、児
童の座席の間隔を空けるなど新型
コロナウイルスに対応した安全な
模擬議会を開催することができ
た。

児童から市政に対する質問がある場合、
模擬議会で使用する10問の質問と答弁の
うち、３問程度までを児童が考えた質問
に変更することが出来るため、その旨を
模擬議会受付時に積極的に周知し、オリ
ジナルの質問を使用した模擬議議会の実
施数を増やすことで、児童がより市政に
ついての興味・関心を高めることを目指
す。

調査法制課 4，16

238 1-4(3) 継続
わたしの主張静岡市
大会開催事業

市内各中学校より主張作文を募集
し、書類選考の後に各区代表９人に
よる口頭発表会を実施します。口頭
発表会での審査により、代表者２人
を県大会に推薦します。

市内全54中学校に周知。
公開審査会の実施。

27

市内各中学校より主張作文を募集
（参加19校、応募総数860点）、
書類選考で選ばれた９人による審査
会実施。代表者２人を県大会に推
薦。

A

新型コロナウィルス感染症拡大防
止対策のため公開での審査会は実
施できなかったが、市内全中学校
に事業周知を行い、代表者の選出
ができた。

コロナ禍での開催方法等並びに参加者へ
の有効的な周知方法について検討する。

青少年育成課
児童生徒支援課

4

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校協働活動
を実施した。
・放課後子ども教室について、新規
で６校増加し、計81校で実施する
ことができた。

A

・地域学校協働活動については目
標を達成することができた。
・放課後子ども教室について、未
実施校に対し支援を行った結果、
新たに６校で開設することができ
た。引き続き未実施校に対して支
援をしていく。

地域学校協働活動を担う地域学校協働活
動推進員やボランティア人材の不足が課
題である。人材の発掘・育成を行うた
め、研修会や“学校・地域ひとつなぎ”
コーディネーター養成講座を継続して実
施する。

教育総務課 4

239 1-4(3) 継続 高校生向け啓発事業
高校生向けの啓発冊子を発行、配付
し若者の選挙に対する意識の向上を
図ります。

若年層への効果的な選挙啓
発の周知方法が、ネット環
境も含め刻々と変化するこ
とから、小学生以上大学生
までの幅広い年齢層向けに
情報発信するため、ホーム
ページに掲載し、年１回更
新する。

296
刊行物（選挙トリセツ）を市内の高
校に15,000冊配布した。

A 目標どおり事業を実施した。

当業務の実施により若年層の主権者意識
の醸成を図っているが、実際にどの程
度、将来の投票行為へ結びついているの
か明確にはわからない点が課題である。

選挙管理委員会
事務局

4

240 1-4(3) 継続
駿河区区民意見聴取
事業

区の区域に居住し、通学し、又は通
勤する市民の参画により区の魅力あ
る地域づくりを推進するための区民
意見聴取を行います。

聴取された意見の区政への
フィードバック実施率
100%

149

駿河区情報発信サイト「スルマガ」
について、電子申請システムを活用
したアンケートによる意見聴取を実
施し、それらの意見を今後の駿河区
の情報発信にフィードバックした。

A

情報に敏感な高校生・大学生を中
心に、駿河区情報発信サイト「ス
ルマガ」に関するアンケートを実
施した。それらの意見をフィード
バックすることで、今後のスルマ
ガの在り方と駿河区の情報発信の
方向性を見直すことができた。

「新しい日常」に対応した意見聴取の実
施方法を検討するとともに、若年層居住
者が多いという駿河区の特色を活かし、
大学生などが継続的に関われる仕組みの
検討が必要である。

駿河区役所地域
総務課

11

再掲
（347

)

1-4(2)
1-4(3)
3-1(4)

継続
「市民活動支援シス
テム」活用推進事業

市民と行政がお互いの情報を共有
し、地域課題の解決に取り組むため
に、市民活動に関する情報を収集す
るとともに、地域課題の解決のため
に必要な市が保有するデータをあわ
せて広く市民に向けてウェブサイト
に掲載して情報発信を行います。

アクセス件数：224,000
件
（令和４年度に市民活動促
進基本計画の見直し等をす
る予定）

2,684

市民活動支援システム
「ここからネット」の運用
令和２年度総アクセス件数
172,805件

B

ここからネットの運用により、市
民活動情報の提供を行った。ま
た、周知活動の一環として、市民
活動センターにてここからネット
の利用に関する講座を開催した。

新型コロナウイルスの影響により、市民
活動団体の活動が停滞し、市内の市民活
動が落ち込んでいる。そのため、新型コ
ロナウイルスに関するNPOの支援情報を
提供するとともに、ここからネットを
使った情報発信などにより、市民活動の
促進を図る。

市民自治推進課 17

241 1-4(3) 継続
河川環境アドプトプ
ログラム事業

環境美化ボランティア活動により、
安倍川・藁科川・興津川のゴミを取
り除き、美しい河川を創出するとと
もに、川を愛する環境保全の意識付
けを図ります。

年間活動回数：108回 185 年間活動回数：57回 B

新型コロナウイルスは登録団体の
活動にも影響したと考えられる
が、目標値の５割を達成すること
ができた。

活動する団体の減少 環境創造課 14，15

242
1-2(3)
1-4(3)
3-1(3)

継続
市政出前講座・静岡
市の防災体制とわが
家の防災対策

南海トラフ巨大地震の被害想定。ま
た、居住する地域で発生が予想され
る自然災害の被害や対策などを具体
的に講話することで「自助・共助」
の重要性を理解させるため、学校等
において地震対策・防災教育に関す
る教育プログラムを実施する際、関
係機関と連携して講師等を派遣しま
す。

年間230回実施 922 市政出前講座の実施　130回 B

新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、講座の受付を一時中止
するなどしたため、出前講座の実
施件数が目標に届かなかった。

コロナ禍においても行える出前講座の方
法を検討していく。

危機管理総室 11，13

　【関連事業】
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54

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策４　社会の一員として、自立した若者をはぐくむ取組の推進

再掲
(33)

1-1(2)
1-4(4)

継続
こどもクリエイティ
ブタウンま・あ・る
運営事業

小学生を中心とした子ども（未就学児
童から中高校生まで）を対象に、仕事
とものづくりの体験の場を提供し、こ
れからの時代に求められる子どもたち
の創造力（将来を描く力、社会とかか
わる力、挑戦する力）を育成します。

利用者数　10万人/年 87,803 利用者数　6,605人 D

新型コロナウイルス感染拡大防止対応と
して、４月から６月末の３か月間、休館
し開館後も事前予約制の導入や利用者数
の制限などの感染防止対策を講じたため
目標値に届かなかったが、Zoomを活用
したオンライン講座開催など新しい生活
様式を取り入れた事業展開が図られた。

コロナ禍での感染防止対策
と施設利用者との両立に向
けた事業実施方法等の検
討。

産業政策課 3

再掲
(74)

1-2(2)
1-3(6)
1-4(4)

継続 キャリア教育の推進

小中学生の社会的・職業的自立に向け
て必要な基盤となる能力や、態度を育
てることを目的としたキャリア教育を
推進します。

市立の全中学校で、連続３
日間以上の職場体験学習を
行う。全小中学校担当者を
対象にキャリア教育担当者
会を実施する。

－
中学校の職場体験学習は、
新型コロナウイルス感染症
の影響により、未実施。

B

中学生職場体験学習は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響のため、市内全校
中止とした。キャリア教育の推進につい
ては、各校の実情に応じて行った。

学校ごとに、オンラインや
職業講話等を取入れて行っ
ている。より多くの学校に
対応できる体制が現状、十
分整っていない。

学校教育課 4

243 1-4(4) 継続
次世代育成プロジェ
クト事業

民間教育力の活用や本市の第一線で活
躍する様々な専門家を学校に派遣する
ことにより児童生徒の学習の充実を図
ります。
キャリア教育の推進のため、連続３日
間以上の職場体験学習を全中学校で実
施します。

・各小中学校ごとキャリア
教育年間指導計画に基づき
各事業を実施する。
・民間教育力活用事業の実
施と中学校において職場体
験学習を実施する。

1656

・各小中学校ごとキャリア
教育年間指導計画に基づき
各事業を実施した。
・民間教育力活用事業を実
施した。

A

各学校の状況に応じて、キャリア教育の
実践を行った。中学校における職場体験
学習については、新型コロナウイルス感
染症拡大を踏まえ、令和２年度について
は、全校で中止とした。
105校（125校中）がコロナ感染症対
策を講じながら、民間教育力活用事業を
実施した。

中学生職場体験について
は、今後の実施方法につい
て検討していく必要があ
る。

学校教育課 4，8

244 1-4(4) 継続
高校生向けキャリア
形成支援事業

市内の高校生を対象に、地域社会で働
く社会人との交流等を通じて、主体性
やコミュニケーション能力を養うとと
もに、地元企業の理解を促し、今後の
進路決定（キャリア・ビジョン）に向
けた一助とします。

将来の選択肢が広がったと
回答した生徒の割合
90％以上

12,433
※複数事業を一括で委託

延べ実施校
10校
将来の選択肢が広がったと
回答した生徒の割合
97.5％

A
目標値を上回る回答結果の数値が得られ
た

感染症拡大防止の観点か
ら、オンライン実施の需要
が高まっているため、非対
面式であっても高校生に
とってより効果的な実施方
法を確立する。

商業労政課 4

245 1-4(4) 継続
高校生企業ガイダン
スの開催

就職を希望する高校生等を対象に、多
業種の市内企業が業務内容を説明する
ことで、高校生の職業観の育成を図り
ます。

参加生徒の満足度
80％以上

－
新型コロナウイルス感染症
の影響で、開催中止

－ -

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けながらでも、
安定的に開催ができるよう
な手法を確立する。

商業労政課 4

246 1-4(4) 継続
大学等起業家育成支
援事業

市内の高校、大学及び専門学校の学生
を対象に、中小企業診断士等の専門家
を活用し、「起業・創業の仕方（ビジ
ネスプランの作成方法等）」など、起
業・創業に関する実践的な支援を実施
します。

市内高校、大学及び専門学
校での実施件数
10校/年

73,665千円の一部
市内高校、大学及び専門学
校での実施件数
10校

A

コロナ禍で対面授業が一部実施できな
かったため、オンラインで実施。結果と
してシリコンバレー在住の方に講師をし
ていただくなどグローバルな講座となっ
た。

引き続きコロナ禍で、対面
での講義が難しいことが考
えられるため、オンライン
での事業実施が必要。

産業政策課
（産業振興課）

3

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策４　社会の一員として、自立した若者をはぐくむ取組の推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(83)

1-2(2)
1-4(4)

継続 学校対応事業

①幼児動物教室・ふれあい教室（年長
児・特別支援学校等対象の動物とふれ
あいを通じて命の大切さを学ぶ教室）
②飼育体験学習の受入れ（主に中学生
の職場体験等）
③ツアーガイドの実施（園児・小学・
中学・高校生を対象にした園内ツアー
ガイド）
④出張動物園ガイド／講演（飼育担当
者が学校を訪問し講演）
⑤校外学習の受入れ（学校の授業の一
環として質問への対応等）

①100回
②30人
③30回
④10回
⑤10回

－

①129回
②コロナ禍により休止
③コロナ禍により休止
④23回
⑤６回

A
目標どおり事業を実施した。
※コロナ禍のため、一時受入休止やキャ
ンセル等あり。

－ 日本平動物園 4

再掲
(91)

1-2(3)
1-4(3)
1-4(4)
3-1(4)

継続
学生スクールボラン
ティア

学生スクールボランティアが教科指導
や総合学習、特別支援教育、放課後の
学習相談・あそび、日本語指導などに
アシスタントとして参加することで、
認定こども園、小・中学校の教育課程
実施の充実を支援するとともに、教員
志望者の開拓及び資質・能力の向上に
つなげる。

小中学校の半数以上に派遣
できるように教育委員会の
ＨＰ等を通して広報活動に
努める。

－

HPや直接、地元の大学を
訪問して学生ボランティア
の求人活動を展開した。31
校に学生スクールボラン
ティアを派遣し、教科指導
や総合学習、特別支援教
育、放課後の学習相談・あ
そび、日本語指導などにア
シスタントとして参加し
た。

A

新型コロナウイルス感染症拡大による休
校により、６月以降に活動を始める学生
がほとんどだった。学生スクールボラン
ティアも感染症予防に努めながら、授業
支援や活動補助を意欲的に取り組んだ。
学校での評価が高いだけでなく、学生自
身の資質や意欲を高めている。（学生ス
クールボランティア70名、学校数31
校)

学生スクールボランティア
の参加人数が減ってきてお
り、早期の新型コロナウイ
ルス感染症の収束が望まれ
る。

学校教育課 4

247 1-4(4) 継続
職場（消防署）体験
学習の実施

消防業務の役割や使命等について理解
を深め、思春期を迎えた中学生に対し
働くことの大切さや将来の自分を考え
るため、中学生を対象とした職場（消
防署）体験学習を実施します。

職場体験学習希望校の
100％受入れ

－

申込校数・実施校数・受入
人数
　　2校・2校・8人
（内訳）
市内　実施なし
島田・吉田・牧之原地域
　　　　2校・2校・8人
※新型コロナウィルス感染
防止のため、各学校より辞
退あり。（教育委員会によ
り対応が異なる。）

A

各学校より辞退があり、結果として、２
校からのみの申込となったが、令和２年
度取組成果として、申込校に対して
100%受入れを実施できた。

新型コロナウイルスの感染
拡大状況により、辞退や中
止せざるを得ない場合が想
定される。

消防総務課 4，8

248 1-4(4) 継続
ヤングライフセミ
ナー

消費生活相談員や消費者教育推進員が
中学校、高校、専門学校、大学等へ出
向き、賢い消費者になるために、悪質
商法に関する情報、生活設計に関する
基礎知識等を提供します。

毎年５回実施
（令和４年度消費者教育推
進計画の見直し等をする予
定）

－ ９回 A
情報や知識の提供において、高い関心及
び理解を示してもらえたため。

学校等において、悪質商法
に関する情報等の必要性が
まだ十分に認知されておら
ず、校長会等での周知等、
多様な手段での働き掛けを
検討していく。

生活安心安全課 12

再掲
(144)

1-3(2)
1-4(4)

継続
特別支援教育進路指
導協議会による進路
支援

中学校特別支援学級及び特別支援学校
生徒を対象に進路懇談会や進路説明会
等を開催し、卒業後の進路決定を支援
します。

進路懇談会１回、進路説明
会１回、卒業生激励会１回
開催。

297
進路懇談会１回、進路説明
会１回、卒業生激励会１
回、内容を変更して開催。

B

R2年度は、新型コロナウイルス感染症
対策として、集まる会を中止し資料配布
としたため、例年通りの開催ができな
かった。

R3年度も新型コロナウイル
ス感染症に係る対応をしつ
つ、進路に関する行事運営
や情報提供をどのように行
うかが課題である。

学校教育課
（特別支援教育
センター）

4，8

249 1-4(4) 継続
高等学校と企業との
情報交換会

市内事業所への就職促進を図るため、
高校の就職指導担当教諭と地元企業の
人事担当者との情報交換を行います。

延べ６回開催
（毎年度１回）

－
新型コロナウイルス感染症
の影響で、開催中止

－ -

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けながらでも、
安定的に開催ができるよう
な手法を確立する。

商業労政課 4

　【関連事業】

55



56

基本目標１　すべての子ども・若者の成長を支援するまちの実現【子ども・若者支援】

施策目標４　地域に愛着を持ち、すすんで行動する若者を創出する環境づくり

基本施策４　社会の一員として、自立した若者をはぐくむ取組の推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

250 1-4(4) 継続
大学等・企業担当者
情報交換会

新卒者の地元企業への円滑な就職に結
びつけるため地元企業人事担当者と県
内外の大学等の就職指導者の交流会を
開催します。

延べ６回開催
（毎年度１回）

－
新型コロナウイルス感染症
の影響で、開催中止

－ -

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けながらでも、
安定的に開催ができるよう
な手法を確立する。

商業労政課 4

251 1-4(4) 継続

若者の地元就職・Ｕ
ＩＪターン就職促進
事業（大学生向け市
内で働く魅力発見セ
ミナー）

市内企業への就職促進策の一環とし
て、学生に対し、市内企業の認知度向
上を図るとともに、魅力ある就職先が
あることを伝え、市内企業への就職を
促すため、市内企業の経営者等と学生
の意見・情報交換会を開催します。

市内企業への就職関心度
90％以上

12,433
※複数事業を一括で委託

大学生向け市内で働く魅力
発見セミナー　5回開催
将来の選択肢が広がったと
回答した生徒の割合
97.5％

A
目標値を上回る回答結果の数値が得られ
たため、Aとする

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けながらでも、
安定的に開催ができるよう
な手法を確立する

商業労政課 4

再掲
(200)

1-4(1)
1-4(4)

継続

地場産業後継者育成
事業
（クラフトマンサ
ポート事業）

地場産業界での新規就業者促進や後継
者育成等を図るため、下記４事業を実
施します。
　
①地場産業現場実習短期支援事業（技
術指導者のもとで３ケ月間の短期現場
実習）
②地域産業現場実習長期支援事業（技
術指導者のもとで２年間の長期現場実
習）
③地域産業独立支援補助金交付事業
（独立や工房等の開業に伴う建物の賃
借料に対して補助を行います。）
④伝統工芸技術者雇用奨励金交付事業
（市内在住の長期支援修了者を雇用し
た事業主に対して、雇用奨励金を交付
します。）

新規で長期支援制度を利用
した者のうち、その制度が
終了した後も、その業界に
従事している者の割合が
80％以上

4,812

①現場実習短期支援
　　　　　　１人(295千
円)
②現場実習長期支援
　　　　　　５人（4,500
千円)
③独立支援
　　　　　　１人（17千
円)
④雇用奨励
　　　　　　０人

A
新型コロナウイルスの影響を受けつつ
も、概ね計画通り実施できた。

伝統工芸の後継者が着実に
増えていくよう、指導書の
経営状態や実習者の将来展
望を調査・把握する必要が
ある。

産業政策課
（産業振興課）

4

再掲
(170)

1-3(4)
1-3(6)
1-4(4)

継続
若年無業者就労支援
業務（ニート対策事
業）

ニート等働くことに悩みを抱えている
本人やその家族等を対象に就労に向け
た支援を行うため、ニートの就労支援
セミナーや相談会の開催、関係機関等
のネットワークの構築などを行いま
す。

開催予定　　　　２回
参加者　　　　計70人
出張相談会　　 10回
心理カウンセリング　12回

979

開催　　　　２回
参加者　　　　計43人
出張相談会　　 10回（16
件）
心理カウンセリング　17回
（70件）

A

新型コロナウイルス感染症の影響でセミ
ナーの参加者が目標を下回ったが、出張
相談会や心理カウンセリングは見込みを
上回る回数を実施したためAとする

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けながらでも、
安定的に開催ができるよう
な手法を確立する

商業労政課 4
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策１　結婚、妊娠・出産、子育てに至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実

252
2-1(1)
3-1(4)

継続
しずおかエンジェル
プロジェクト推進事
業

出会いのイベントや「婚活」に関す
る講座を開催し、官民連携により結
婚を支援する気運の醸成を図りま
す。

出会いのイベントにおける
成立カップル率30.1％以
上を維持

1,147

①結婚を希望する男女の出会いの
機会創出
・出会いのイベント：６回
・親対親の代理婚活：２回
②婚活サポーターの活用

成立カップル率：47.7%

A

コロナ禍ではあったが感染症対策を
徹底しイベントを実施した。実施に
あたっては婚活のノウハウを持ち、
市と協定を結ぶNPO法人に実施委
託するとともに、婚活サポーターの
活用により、カップル成立率の向上
が図れた。

行政が出会いイベントの開催、
意識啓発を行うことが、婚活初
心者の踏み出し支援となるよう
な事業実施が必要。官民連携に
よる結婚を応援する機運を醸成
するため、連携体制を構築して
いく。

青少年育成課 5

253 2-1(1) 継続 不妊治療費助成事業

高額な治療費がかかる特定不妊治療
（体外受精、顕微受精、男性不妊治
療）、一般不妊治療（人工授精）及
び不育症治療に対し、その治療に要
する費用の一部を助成し、子どもを
持つことを望む夫婦の経済的負担の
軽減を図るとともに、少子化対策に
繋げます。

支給決定対象者に対する確
実な助成

234197
支給決定対象者に対する確実な助
成

A
支給決定対象者に対する確実な助成
を行い、妊娠を望む夫婦の経済的負
担の軽減が図れた。

補助金申請要件を満たす全ての
夫婦に、補助金支給を行うため
の予算の確保。

子ども家庭課 3

254 2-1(1) 継続 妊婦健康診査事業★

安全・安心な分娩や出産、妊婦の経
済的負担の軽減を図るため、母子健
康手帳交付時に妊婦健康診査受診票
（最大14回分の公費負担）及び妊婦
歯科健康診査受診票（１回分の公費
負担）を交付し、医療機関等への受
診を勧奨します。

実人数：4,407人
延べ件数：52,795件
平均受診回数：11.98回

384,893
実人数：4,342人
延べ件数：51377件
平均受診回数：11.83回

A
妊婦一人当たりの平均受診回数につ
いて目標を達成した。

受診回数の維持。 子ども家庭課 3

255 2-1(1) 継続 産後ケア事業

出産後の母体の回復や育児等に不安
を持つ母親とその乳児を対象とし
て、助産所等での宿泊や通所、助産
師等による訪問により、母親の心身
両面でのケアや育児指導を行いま
す。

利用延べ日数：2,530日 15,164 利用延べ日数：2633日 A
ちらしやホームページ等によるPR
により利用者数が増加しているた
め。

利用者数に伸びがみられてお
り、引き続き関係機関と連携を
図り、必要な対象が利用できる
よう事業PRを継続

子ども家庭課 3，16

256 2-1(1) 継続
ママケアデイサービ
ス事業

生後４か月以上１歳未満の子どもを
持つ母親とその子どもを対象とし
て、母親が休息できる場所を提供
し、子育ての先輩が子育てに関する
「話し相手」となり、合わせて専門
職による相談支援を行うことで、母
親の家庭や地域での孤立感を和ら
げ、安心して子育てできるよう支援
します。

利用組数：520組 5,152 利用組数：520組 B
新型コロナウイルス感染症の影響で
4～6月の３か月間休止した。（利
用組数404組）

委託事業者との連携による事業
実施の継続

子ども家庭課 3

257 2-1(1) 継続 子ども医療費の助成

子どもの健やかな成長と子育て家庭
の経済的負担の軽減のため、子ども
（0歳～高校生世代まで）が病気やけ
がなどで医療機関に入院・通院した
ときの医療費の一部を助成します。

支給決定対象者に対する確
実な助成

2,216,207
支給決定対象者に対する確実な助
成

A
支給決定対象者に対し、漏れなく助
成金の支給をおこなった。（助成実
績 1,035,171件）

各区子育て支援課との連携によ
る確実な事業実施の継続

子ども家庭課 3

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策１　結婚、妊娠・出産、子育てに至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

258 2-1(1) 拡充
結婚新生活支援補助
金事業

新婚世帯に対し、住居費や引越費用
を補助することで、婚姻に伴う新生
活に対する経済的負担を軽減し、未
婚化及び晩婚化の抑制を図ります。

①自分たちの結婚が地域に
応援されていると感じた利
用者の割合：96％以上
②結婚新生活に伴う経済的
不安の軽減に役立ったと思
う利用者の割合： 96％以
上

10,000

補助金交付件数：45件
補助金交付金額：1,000万円
補助金上限額
・34歳以下：30万円

利用者アンケート
①自分たちの結婚が地域に応援さ
れていると感じた利用者の割合：
93.2％

A
新婚世帯に対し、住居費等を補助
し、婚姻に伴う新生活に対する経済
的負担軽減に寄与できた。

制度の更なる周知・広報が必
要。
利用者への周知・広報を行うと
ともに、地域に応援されている
と実感できるよう、補助金の趣
旨等をより効果的に情報発信す
るよう努める。

青少年育成課 11

259 2-1(1) 継続
母子健康手帳の交付
と妊婦保健相談・訪
問

各保健福祉センターにおいて母子健
康手帳の交付時に個別面談により妊
婦の身体的・精神的・社会的状況に
ついて把握し、母子の健康管理や育
児に対しての保健相談を実施しま
す。また、必要に応じて訪問支援を
実施します。

交付時の面接相談実施率
100％

－ 交付時の面接相談実施率100％ A 計画通り実施できた。
妊娠中から相談できる関係づく
りと寄り添った支援が必要であ
る。

子ども家庭課 3

260
1-3(6)
2-1(1)

継続

妊娠・出産包括支援
★
（利用者支援事業
（母子保健型））

子育て世代包括支援センターでは、
妊娠期から子育て期にわたるまでの
総合的相談支援を行い、保健師等の
専門職が妊産婦等の状況を継続的に
把握し、必要に応じて関係機関と協
力して支援プランを策定することに
より、必要な支援につなげ、切れ目
ない支援を実施します。

各区１か所に設置 465 各区１か所に設置 A 目標どおり事業を実施した。 相談窓口のより一層の周知。 子ども家庭課 3

261 2-1(1) 継続
妊娠・子育てに係る
教室の開催

安心して出産に臨めるようマタニ
ティ教室や両親教室を実施します。
また、食に関する教室等を実施しま
す。

教室参加者の満足度90％ 427

フレッシュマタニティ　　18回
両親教室　13回
離乳食の作り方教室　71回
教室参加者の満足度
 フレッシュマタニティ教室
100％、
 両親教室99.1％離乳食教室
99.5%

A
教室参加者の満足度が目標を上回る
ことができた。

教室開催ができない場合を考慮
し、実施方法について検討して
いく。

子ども家庭課 3

262 2-1(1) 継続
子育て支援ヘルパー
派遣事業

妊娠中や出産直後であるため、又は
多子世帯であるため家事・育児を行
うことが困難な家庭を対象として、
子育て支援ヘルパーを派遣し、家
事・育児の支援を行うことにより、
子育ての負担の軽減や育児不安の予
防を図ります。

必要な世帯への完全実施 2,053 必要な世帯への完全実施 A
必要な世帯への完全実施ができたた
め。

利用登録者数、利用時間ともに
伸びていることから、適正な予
算要求に務める。

子ども家庭課 5

263 2-1(1) 継続 助産施設措置事業

経済的な理由から入院助産を受ける
ことができない妊産婦を助産施設に
入所させ、安全に出産できるように
します。

必要な対象者への完全実施 4,232
児童福祉法第22条の規定により
実施する助産の実施11件

A
施設入所者に係る措置費を的確に支
払うことができたため。

庁内各課及び施設との連携を密
にし、適正な予算執行に努め
る。
過年度実績の分析等を通して、
適正な予算要求に努める。

子ども家庭課 1

264 2-1(1) 継続
出産育児一時金の支
給

静岡市国保加入者が出産した場合、
出産育児一時金を支給します。

申請に対する確実な交付
（100％）

158,177
対象者に出産育児一時金を支給。
支給件数358件。支給金額
158,177千円

A 目標どおり業務を実施した。 （特になし） 保険年金管理課 3

265 2-1(1) 継続 児童手当の支給
次代の社会を担う児童の健やかな成
長に資することを目的として、児童
を養育する者に手当を支給します。

支給決定対象者に対する確
実な支給

9,604,846
支給決定対象者に対する確実な支
給

A 目標どおり事業を実施した。
各区子育て支援課との連携によ
る確実な事業実施の継続。

子ども家庭課 1，3

　【関連事業】
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策１　結婚、妊娠・出産、子育てに至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実
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266 2-1(1) 継続
先天性代謝異常等の
検査の実施

先天性代謝異常等の疾患の早期発
見・早期治療に繋げるため、市内医
療機関で出生する新生児に対し検査
を実施します。

受診希望者への検査の完全
実施

15661
希望するすべての新生児に対して
検査を実施する

A 目標どおり事業を実施した。 継続的支援の実施。 子ども家庭課 3

267 2-1(1) 継続
新生児聴覚スクリー
ニング検査

新生児期に聴覚障害を発見し、早期
の療育を行うことで、音声言語発達
等への影響が最小限に抑えられるこ
とから、新生児聴覚検査の費用につ
いて助成し、対象者に検査を促し、
早期発見・早期療育のための支援に
繋げていきます。

受診率：93.4％ 18811 受診率：95.9％ A 目標どおり事業を実施した。 受検率の維持。 子ども家庭課 3

268 2-1(1) 継続
未熟児養育医療の給
付

出生時の体重が2,000グラム以下又
は未熟児性を有する乳児を対象に、
入院医療費及び食事療養費を公費で
負担します。

申請に対する適正な審査
認定された対象者に対する
給付100％

38,327
申請に対する適正な審査
認定された対象者に対する給付
100％

A
適正な事務処理を行い、市民負担の
軽減に寄与した。

引き続き適正な事務処理に努め
る。

保健予防課 3

269 2-1(1) 継続
小児慢性特定疾病医
療費の給付

子ども（18歳未満）の慢性疾病のう
ち、特定の疾患について、その医療
費の一部を公費で負担します。

申請に対する適正な審査
認定された対象者に対する
給付100％

156,660
申請に対する適正な審査
認定された対象者に対する給付
100％

A
適正な事務処理を行い、市民負担の
軽減に寄与した。

引き続き適正な事務処理に努め
る。

保健予防課 3

270 2-1(1) 継続 産婦健康診査事業

産後うつの予防や新生児への虐待予
防等を図るため、母子健康手帳交付
時に産婦健康診査受診票（２回分の
公費負担）を交付し、医療機関等へ
の受診を勧奨します。

受診率：90.0％ 38819 受診率：92.0％ A 目標どおり事業を実施した。 受診率の維持。 子ども家庭課 3

271 2-1(1) 継続
こんにちは赤ちゃん
事業★

生後４か月までの乳児がいるすべて
の家庭を対象に、保健師・助産師・
赤ちゃん訪問員が訪問し、子育てに
関する情報を提供するとともに乳児
及びその保護者の心身の状況を把握
し、養育についての相談に応じ、助
言その他の援助を行います。

訪問実人員：4,423人
訪問率：96.9％

12681
訪問実人員：4,394人
訪問率：93.7％

A 目標どおり事業を実施した。
2人目、3人目の出産など、訪
問を希望しない家庭に対する対
応。

子ども家庭課 3

272 2-1(1) 継続 育児相談の実施
保健福祉センターの保健師が、０歳
児及び６か月児の育児相談、個別相
談等の育児支援を実施します。

実施回数：200回 3,912 実施回数：250回 A 計画通り実施できた。

子どもが安心して、健やかに成
長発達し、保護者が前向きに育
児ができるよう、対象にあわせ
た育児相談を継続していく。

子ども家庭課 3

273 2-1(1) 継続 乳児健康診査の実施

乳児（４か月児、10か月児）の健や
かな成長と保護者が安心して育児で
きるよう、疾病の早期発見や保健指
導が受けられる公費負担の受診票を
発行し、医療機関への受診を勧奨し
ます。

４か月健診：97.8％
10か月健診：96％以上
（令和4年度に総合計画に
合わせて見直し等をする予
定）

54,896
４か月健診：99.1％
10か月健診：97.2％

A 目標どおり事業を実施した。 受診率の維持。 子ども家庭課 3

274 2-1(1) 継続
幼児（１歳６か月
児、３歳児）健康診
査の実施

幼児（１歳６か月児、３歳児）の健
康の保持増進を図るため、各保健福
祉センターにおいて身体的発育、精
神発達等についての健康診査・保健
指導を実施します。また、健康診査
の結果、疾病又は異常の疑いがある
幼児に対し、医療機関への受診の勧
奨を実施します。

・１歳６か月児健診
　　受診率：96.9％
・３歳児健診
　　受診率：96.4％

63173

・１歳６か月児健診
　　受診率：95.0％
・３歳児健診
　　受診率：94.6％

A 目標どおり事業を実施した。 受診率の維持。 子ども家庭課 3
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策１　結婚、妊娠・出産、子育てに至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

275 2-1(1) 継続 予防接種の実施

感染症の発生やまん延を防ぐため、
子どもや高齢者等に予防接種を実施
します。また、市独自の救済措置等
を実施し、接種の機会を逃した子ど
もに接種の機会を設けます。

市独自の救済措置の利用を
希望する子どものうち、制
度の要件に合致する者に対
する予防接種給付100％

1391223

市独自の救済措置の利用を希望す
る子どものうち、制度の要件に合
致する者に対する予防接種給付
100％

A 目標どおり事業を実施した。
引き続き適正な事務処理に努め
る。

保健予防課 3

276 2-1(1) 継続
乳幼児むし歯予防教
室

市と歯科医師会との協働により、乳
幼児とその保護者を対象としたむし
歯予防教室を実施します。

年53回実施
参加者1,800人

4,205
年52回実施
参加者1,245組

実施回数Ａ
参加者数B

新型コロナウイルス感染症対策とし
て、１回あたりの人数を制限して実
施したため、参加者数が当初計画よ
り下回った。参加者に対しては、正
しいむし歯予防に関する知識と定期
歯科健診受診の重要性について周知
することができた。

教室への参加をきっかけに、か
かりつけ歯科医を持つ児が増え
るような啓発を継続して行う。
事業の対象者が現在６歳未満と
幅広いため、静岡・清水歯科医
師会と協議し、対象年齢の見直
しを図る必要がある。

健康づくり推進
課

3

277 2-1(1) 継続 ９か月児歯の教室
９か月前後の乳児を対象に、むし歯
予防やお口の発達に関する教室や相
談を開催します。

年102回実施
参加者1,800人

466(報償費のみ)
59回実施
参加者807人

回数Ｂ
人数Ｃ

実施回数は感染拡大の影響により意
図的に減らした。新型コロナウイル
スの影響により参加控えが生じた
為、周知方法を工夫する必要があ
る。

上記と同じ
健康づくり推進
課

3

278 2-1(1) 継続 歯みがき巡回指導
認定こども園等に出向き、歯みがき
教室を実施します。

歯みがき巡回指導実施園率
90％以上

3、612（委託料、報償費
のみ）

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から年度途中に園からの
申し出で中止した園が８園あった
が、希望する全園に出向き、歯み
がき巡回指導を実施した。

歯みがき巡回指導実施園率
88.6％（164／185園）

B

新型コロナウイルス感染症拡大防止
の観点から一部内容の変更や中止を
したが、希望する全園に実施するこ
とができた。

事業を継続実施し、園児や保育
者、保護者に向けて歯科保健に
対する正しい知識の普及啓発に
努める必要がある。

健康づくり推進
課

3

279 2-1(1) 継続
フッ化物洗口法によ
るむし歯予防事業

永久歯の萌出時期である子どもを対
象に、フッ化物洗口による歯質強化
を行います。

フッ化物洗口実施園：
130園以上

3,606（委託料のみ） フッ化物洗口実施園：138園 A

希望する全園に実施することができ
た。新規開始園に対しては、説明会
を開催し、実施に向けた支援を行っ
た。

今後も、関係課・関係団体と
フッ化物洗口の実施拡大に向け
た検討を行う必要がある。

健康づくり推進
課

3

280 2-1(1) 継続
子どもの顎関節と歯
並びの健康相談会

歯列、咬合に関する相談及び顎関節
に関する専門医による相談会を、児
童・生徒とその保護者に実施しま
す。

静岡市内の小学校偶数学年
及び中学校の希望者でか
つ、これまでに医療機関に
相談していない児童生徒を
対象に個別相談会を実
施。：
希望者１５０組

－
新型コロナウイルス感染症感染防
止のため中止

中止（新型コロナ
防止のため）

- - 児童生徒支援課 4

281 2-1(1) 継続
肥満傾向の子どもと
親の健康教室

栄養士による個別栄養指導、医師に
よる医療相談を通し、食事の習慣や
生活習慣などに気を付け、肥満を防
止します。肥満を防ぐための運動を
実際に行うことにより、肥満防止に
向けての意識を高めます。

第１回、第２回健康教室の
希望者
１００組実施

－

肥満度の高い児童生徒を中心に希
望者をつのり、栄養士による栄養
指導、医師による医療相談、指導
主事による運動指導を行う。

A

（新型コロナウイ
ルスや台風の影響
を考えると参加者
は目標値を達成し

たと考える）

第１回健康教室は新型コロナウイル
ス感染症の影響を受けて中止した。
第２回健康教室は３８組の参加があ
り、運動指導を実施後、希望者に栄
養指導、医療相談を行った。（48
組の申し込みがあったが、台風のた
め当日10組欠席があった）

- 児童生徒支援課 4
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策２　子育て家庭を笑顔にする支援サービスの充実

282 2-1(2) 継続
静岡市子育て応援総
合サイト「ちゃむ」
の運営

子育てに関する行政情報や制度案内
をはじめ、サークル紹介、イベント
情報などを総合的に掲載したウェブ
サイトを管理運営します。携帯やス
マートフォンにも対応するほか、Ｓ
ＮＳを活用した情報発信を行いま
す。

全ページビュー月平均
46,000ページ

2376

月平均６回更新
（新規ページの作成、季節ごと
の情報掲載など）
SNSを活用した情報発信

B

全ページビュー月平均：
30,124件
月平均更新回数：６．６回
SNSを活用した情報発信を実
施

利用者に有益な情報を提供するた
め他局と連携を行い、情報発信を
行う必要がある。

子ども未来課 3,4

283 2-1(2) 継続
「しずおかし子育て
ハンドブック」の作
成・配布

子育てに関する様々な情報を掲載し
たハンドブックを作成し、主に保健
福祉センターで母子健康手帳交付時
に配布します。

年１回20,000部配布 1628
20,000部を作成
保健福祉センター等で配布

A
内容の改訂を行い、20,000
部を作成し、保健福祉セン
ター等で配布した。

利用者に有益な情報を掲載するた
めの内容の検討と、使いやすさを
実現するためのデザインの改訂を
行う。

子ども未来課 3，4

284 2-1(2) 継続
子育て支援センター
の運営★

子育ての不安感等を解消するため、
未就園児及びその保護者を対象に、
子育てに関する相談、情報提供、親
子の交流の場を提供するとともに
様々なイベントを実施します。

21か所を運営。 160,363
子育て支援センター21か所を
運営し、親子の交流の場を提供
や講座を開催した。

A
子育て親子が安心安全に交流
できる場を提供することがで
きた。

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。

子ども未来課 3

285 2-1(2) 継続

子ども未来サポー
ター・保育コーディ
ネーター★
(利用者支援事業）

地域の子育て支援センターに子ども
未来サポーターを配置し、認定こど
も園、保育所をはじめとする子育て
支援の利用全般について相談、情報
提供を行います。また、各区の子育
て支援課に保育コーディネーターを
配置し、認定こども園、保育所等の
利用申請等に関する相談、情報提供
を行います。

【子ども未来課分】
子ども未来サポーター：
12か所配置
【幼保支援課分】
保育コーディネーター：３
か所配置

【子ども未来課分】
31,275

【子ども未来課分】
子ども未来サポーター：12か
所配置
【幼保支援課分】
保育コーディネーター：３か所
配置

A

【子ども未来課】
相談者に対し、適切に相談応
対や情報提供等を実施でき
た。
（幼保支援課）
各区の子育て支援課に１人ず
つ保育コーディネーターを配
置し、認定こども園、保育所
等の利用申請等に関する相
談、情報提供を実施できた。

【子ども未来課】
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。
【幼保支援課】
・各区保育コーディネーターの連
携の強化
・障害福祉企画が配置した医療的
ケア児等コーディネーターとの連
携の強化

子ども未来課
幼保支援課
葵区子育て支援
課
駿河区子育て支
援課
清水区子育て支
援課

3，4

286 2-1(2) 終了
「子育てママのため
の講座」の開催

講師のもと、子育ての不安や悩みを
みんなで話し合いながら、不安の軽
減や子育ての参考となる講座を開催
します。

開催回数：２回 64

開催回数：２回
「子育てパパのための講座」を
ママの
参加も可能として開催した。

A 計画どおり講座を開催した。
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。

子ども未来課 3，4

287 2-1(2) 継続
「ノーバディズ・
パーフェクト」講座
の開催

1980年代にカナダ保健省が開発し
た親支援・虐待予防プログラムで、
ファシリテーターのもと、参加者が
他人の意見や価値観を尊重・共有し
合い、寄り添いながら、子育てにお
ける様々な悩み・不安への解決方法
を見出していく講座を開催します。

開催回数：２回 457
全６回の講座を年２回開催し
た。

A 計画どおり講座を開催した。
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。

子ども未来課 3，4

288
2-1(2)
3-1(4)

継続 家庭教育学級

各種講座を通じて、子どもの保護者
が家庭教育に必要な現代的課題等に
ついて学び、仲間をつくることによ
り、子どもたちの健やかな成長を促
し、豊かな人間性を育みます。

無人館・山間地を除く32
生涯学習施設のうち29生
涯学習施設で家庭教育学級
を実施

直営事業分24
及び指定管理料の一部

無人館・山間地を除く32生涯
学習施設中29施設で家庭教育
学級を開設（161事業）、生
涯学習推進課で４学級を開設
（４事業）。

A

新型コロナウイルスの影響や
施設改修のため例年と比較す
ると事業数が減少したもの
の、児童の健やかな育ちのた
めの家庭環境づくりを支援し
た。

新型コロナウイルス感染症防止策
を徹底したうえで、多様な学習
ニーズに応える講座を企画してい
く

生涯学習推進課 4

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策２　子育て家庭を笑顔にする支援サービスの充実

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

289 2-1(2) 継続
子育て広場事業
（あそび・子育てお
しゃべりサロン）

認定こども園、保育所、幼稚園を開
放し、地域の未就園児や保護者にふ
れあいや遊びの場を提供するととも
に、育児に関する相談・講座等を実
施します。

【子育て広場事業】
完全実施100％

【あそび・子育ておしゃべ
りサロン】
市内全公立こども園におい
て実施。

【子育て広場事業】
2,665

【あそび・子育ておしゃべり
サロン事業】

1,976

【子育て広場事業】
未就園児と保護者を対象に、幼
稚園の施設などを使って親子遊
びや幼稚園行事に参加できる
「子育て広場」の開催、保護者
が抱える乳幼児の発達や子育
て、幼稚園教育などの悩みや相
談に応じる「幼児教育相談」を
実施する。
私立幼稚園25園で実施

【あそび・子育ておしゃべりサ
ロン】
市内全公立こども園において実
施。

A

【子育て広場事業】
新型コロナウイルス感染症対
策として、利用人数の制限等
により参加人数は前年度を下
回ったが、各園が工夫を凝ら
し、多彩な催しが年間通じて
計画的に実施されたことによ
り、親子のふれあいの場等を
提供することができた。
【あそび・子育ておしゃべり
サロン事業】
新型コロナウイルス感染症の
影響により、回数を減らして
の開催となったが、全公立こ
ども園で実施した。

【子育て広場事業】
新しい生活様式や、コロナ禍にお
ける地域の子育て支援ニーズに対
応した活動方法を園と連携して検
討していく。
【あそび・子育ておしゃべりサロ
ン事業】
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。

幼保支援課
子ども未来課

3，4

再掲
(23)

1-1(2)
1-3(6)
2-1(2)
3-1(2)

拡充 児童館の運営

地域における児童健全育成の拠点と
して、子どもの健康を増進し、情操
を豊かにするため、各種教室や読み
聞かせ、クラブ活動など児童に健全
な遊びを提供します。

13館で実施
小型児童館（７館）
児童センター（６館）

226,856 12館の児童館運営を実施。 A
児童館１２館において、利用
者に対し、適切な遊びの提供
等を実施した。

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策の徹底。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(24)

1-1(2)
2-1(2)
3-1(2)

継続 児童館の整備

市域全体の均衡や地域性、地域の児
童数などを勘案し、現在、配置され
ていない清水北部地区に新たに整備
します。

１館 112,591
清水北部地区児童館の建設工事
の完了

A

当該児童館の整備により、
H21年度に策定した児童館配
置構想に基づく市内の児童館
整備が完了した。

　当該施設の令和３年７月開館を
目指し、準備を進める。
　既存施設の計画的改修を進める
必要がある。

子ども未来課
1，2，
4，16

290
1-3(1)
1-3(6)
2-1(2)

継続
家庭児童相談室の運
営

各福祉事務所に家庭児童相談室を設
置し、子どもに関する様々な問題に
ついて、子ども、家庭又は地域住民
などからの相談に応じ、必要な助言
を行います。

必要な対象者への完全実施 319
完全実施
相談受付件数2,047件

A
当初の目標どおり事業を完全
実施することができた。

各関係機関との緊密な連携による
確実な事業実施の継続

子ども家庭課 16

291
1-3(1)
2-1(2)

継続
子育て短期支援事業
★

育児疲れ・育児不安等の解消、児童
の虐待防止及び子育て家庭への支援
を図るため、児童福祉施設等におい
て短期入所を実施します。

延べ利用日数：252人日
実施施設：３か所

950
延べ利用日数：171人日
実施施設：３か所

B
実施施設３か所において必要
に応じた事業実施ができた。

各関係機関との緊密な連携による
確実な事業実施の継続

子ども家庭課 5

292
1-3(6)
2-1(2)

継続 養育支援訪問事業★

養育支援が特に必要であると判断し
た子育て家庭に対して、専門的資格
を有する訪問員等がその家庭を訪問
し、養育に関する指導・助言、家事
援助などを行います。

必要な世帯への完全実施
訪問世帯数：23世帯

925
必要な世帯への完全実施
訪問世帯数：23世帯

A
必要な世帯に対して実施でき
た。（訪問世帯数：15世帯）

類似事業等とのすみ分け及び対象
世帯への適切な支援の実施

子ども家庭課 16，17
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策３　ひとり親家庭への支援（静岡市ひとり親家庭等自立促進計画）

293
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等就業・自
立支援センター運営
事業

母子家庭等の就業・自立を図るため、就
業相談、職業紹介、就業支援講習会、特
別相談会、養育費等の相談、養育費セミ
ナー、就業支援セミナー等を実施しま
す。

必要な対象者への完全実施 6,484

相談件数　3,140件
・就労相談・職業紹介等の一貫
した就労支援を行うとともに、
生活相談、養育費相談等を実
施。
・認知度向上に向けた取組を実
施。

A
目標どおり事業を実

施した。

ひとり親サポートセンターの周
知、養育費相談、面会交流事業
の強化する。

子ども家庭課 1，8

294
1-3(6)
2-1(3)

継続
ひとり親就業支援専
門員による支援

ひとり親を対象に就業支援を専門に行
う、就業支援専門員を配置し、ひとり親
への就業支援・転職支援を行います。

必要な対象者への完全実施 2,728
相談件数 238件
・就労支専門員を配置し、就労
支援を実施

A
目標どおり事業を実

施した。
ハローワークなど他の相談機関
と連携し、就労支援を行う。

子ども家庭課 1，8

295
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子自立支援プログ
ラム策定事業

児童扶養手当を受給している母子家庭の
状況、ニーズ等に対応した自立支援プロ
グラムを策定し、自立と就業を支援しま
す。

必要な対象者への完全実施 1,644

策定件数 11件
・プログラム策定員を配置し、
児童扶養手当受給者の就労支援
を実施。

A
目標どおり事業を実

施した。
ハローワークなど他の相談機関
と連携し、就労支援を行う。

子ども家庭課 1，8

296
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等自立支援
給付金事業

ひとり親家庭の就業自立を支援するた
め、高卒資格取得費用を支援、就業に役
立つ資格取得のために各種講座を受講す
る場合の受講費用を助成するほか、看護
師、保育士等の資格取得のため養成機関
で修業する場合には修業期間中の生活費
と賃貸住宅の費用を支給します。

支給決定対象者に対する確
実な支給

30,818

[支給件数]
自立支援教育訓練給付金16件
高等職業訓練促進給付金22件
高等職業訓練修了支援給付金１
件

A
目標のとおり事業を
実施した。

確実な事業実施のため、各区子
育て支援課との連携を図る。

子ども家庭課
1，4，
8

再掲
(180)

1-3(6)
2-1(3)

継続
子どもの貧困対策学
習支援事業

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子どもを
対象として居場所を提供し、学習支援・
生活支援を行います。

延べ利用者数：9,400人 22841 延べ利用者数：5,092人 A
目標どおり事業を実
施した。

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により利用者数が減少す
るなか、メールや電話等の対面
以外の支援も実施している。

子ども家庭課 1，4

297
1-3(6)
2-1(3)

継続
ひとり親家庭生活支
援事業

母子家庭や父子家庭の精神的支援や生活
の安定を図るため、子どもが悩みを気軽
に相談できる大学生等（ホームフレン
ド）を派遣して、生活面での指導を行い
ます。

必要な対象者への完全実施 1,547

派遣世帯数　24世帯
・ひとり親家庭の児童が気軽に
相談できる大学生等（ホームフ
レンド）を派遣し、生活面での
指導を行った。

A
目標どおり事業を実

施した。

支援員（ホームフレンド）と派
遣先家庭とのスムーズなマッチ
ングをおこなう。
確実な事業実施のため、各区子
育て支援課との連携を図る。

子ども家庭課 1

298
1-3(6)
2-1(3)

継続 児童扶養手当の支給

父又は母と生計を一にしていない子ども
が養育される家庭生活の安定と自立の促
進に寄与するため、児童扶養手当を支給
し、児童福祉の増進を図ります（所得制
限あり）。

支給決定対象者に対する確
実な支給

2,130,165

手当の支給・制度改正に係る周
知を実施
現況届に関するお知らせ送付・
受付事務の実施

A
目標どおり事業を実

施した。
確実な事業実施のため、各区子
育て支援課との連携を図る。

子ども家庭課 1

299
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等医療費の
助成

所得税非課税世帯の母子家庭の母子や父
子家庭の父子、両親のいない子どもを対
象に、母子家庭等の生活の安定と健康の
保持を目的として、医療費を助成しま
す。

支給決定対象者に対する確
実な助成

121,750
支給決定対象者に対する確実な
助成

A

支給決定対象者に対
し、漏れなく助成金
の支給をおこなっ
た。（助成実績
48,519件）

各区子育て支援課との連携によ
る確実な事業実施の継続

子ども家庭課 3

300
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子父子寡婦福祉資
金の貸付

母子家庭等に経済的自立の助成と生活意
欲の助長を図り、併せてその扶養してい
る子どもの福祉を増進するため、修学資
金、生活資金等の各種資金を貸付しま
す。

貸付決定対象者への貸付を
完全実施

325,820
567件　318,646,823円の貸
付を実施。

A
目標どおり事業を実
施した。

確実な事業実施のため、各区子
育て支援課との連携を図る。

子ども家庭課 1，4

301
1-3(6)
2-1(3)

継続
こども園等における
ひとり親家庭等の優
先入所

ひとり親家庭について、こども園等の入
所にあたり必要な配慮をします。

適切な実施 －

ひとり親家庭に対し、こども園
等の入所にあたり保育利用調整
基準において加点をすることで
優先的な入所に配慮している。

A

目標どおり事業を実
施し、ひとり親家庭
において、こども園
等の入所に配慮し
た。

特になし 幼保支援課 4

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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64

基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標１　喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり

基本施策３　ひとり親家庭への支援（静岡市ひとり親家庭等自立促進計画）

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(183)

1-1(1)
1-3(6)
2-1(3)

継続
幼児期の教育・保育
の負担の軽減★

令和元年10月から幼児教育・保育の無償
化に伴い、３歳から５歳児すべての子ど
もたちと、０歳から２歳児で住民税非課
税世帯の子どもたちの利用が無償化とな
りました。
認定こども園等における幼児期の教育・
保育に係る保育料について所得に応じた
金額に設定し、低所得世帯の負担を軽減
します。
また、保育料の算定に当たっては、未
婚・非婚のひとり親についても税法上の
寡婦とみなして保育料を算定することに
より、経済的負担を軽減します。

第２子を半額、第３子以降
無償（ひとり親世帯は第２
子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子
かを決定する際の算定対象
となる子どもの年齢制限等
を撤廃するに当たり、国の
規定より適用対象世帯の範
囲を拡大して実施する。

みなし寡婦軽減措置
７世帯　214

多子世帯への軽減措置（拡
大）
198 世帯
合計   　  12,011
第２子　     3,217
第３子　     8,794

０歳から２歳の子どもたちの保
育料を従前より国が定めている
保育料の水準と比較して軽減し
ている。また、多子世帯に対す
る保育料の軽減制度（第２子を
半額、第３子以降無償）につい
ては、市独自に対象範囲を、国
の所得階層よりも拡充してい
る。さらに、未婚のひとり親世
帯に対しては、地方税法に規定
する控除の対象として保育料を
軽減している。

A
目標どおり事業を実
施し、利用者の負担
軽減に寄与した。

特になし 幼保支援課 4

再掲
(184)

1-3(6)
2-1(3)

継続
放課後児童クラブの
利用者負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世帯な
どの放課後児童クラブの利用を必要とす
る家庭が、経済的理由により利用できな
いことのないよう、世帯の所得の状況
や、同時に入会している兄弟姉妹の数に
応じて、保護者負担金を軽減します。

対象世帯の負担金軽減を適
切に実施

28,117
対象世帯の負担金軽減を適切に
実施

A

公設施設利用者及び
民間施設５施設の申
請に対し、適切に軽
減を実施した。

制度の周知を図り、利用を促す
必要がある。

子ども未来課
1，2，
4，16

302
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子家庭等日常生活
支援事業

母子家庭等の福祉の増進を図るため、生
活援助（食事の世話、掃除など：１時間
単位）や子育て支援（乳幼児の保育な
ど：２時間単位）を行う家庭生活支援員
を派遣します。（利用者負担あり。０円
～1,800円）

必要な対象者への完全実施 2041

登録家庭数　107家庭
派遣回数　294回
延べ利用時間　1,099H
・ひとり親家庭に、生活援助や
子育て支援を行う家庭生活支援
員を派遣した。

A
目標どおり事業を実
施した。

確実な事業実施のため、各区子
育て支援課との連携を図る。

子ども家庭課 1

303
1-3(6)
2-1(3)
3-1(3)

継続
市営住宅等管理業務
（入居者募集に関す
る業務）

母子世帯・父子世帯を対象に市営住宅入
居の優遇措置を行います。

優遇措置の継続実施 －

市営住宅の入居申込受付におい
て、配偶者のいない申込者が、
現に20歳未満の子を扶養してい
る世帯を対象に、市営住宅入居
の優遇措置を行った。

A
対象世帯に市営住宅
優遇措置を実施し
た。

（特になし） 住宅政策課 １，11

304
1-3(6)
2-1(3)

継続
母子生活支援施設措
置事業

保護を必要とする配偶者のない女子等や
その子どもを母子生活支援施設に入所さ
せ、自立に向けて生活を支援します。

必要な対象者への完全実施 63,536
必要な対象者への完全実施
(延べ174世帯)

A
施設入所者に係る措
置費を的確に支払う
ことができたため。

庁内各課及び施設との連携を密
にし、適正な予算執行に努め
る。
過年度実績の分析等を通して、
適正な予算要求に努める。

子ども家庭課 １，16
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65

基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標２　子育てと仕事の両立を支援する環境づくり

基本施策１　多様なワークスタイルに対応するための支援

再掲
(62)

1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

継続
認定こども園等の運
営★

市立こども園において質の高い教育・
保育を提供するとともに、子どものた
めの教育・保育給付の円滑な支給等を
図り、私立園における質の高い教育・
保育を確保します。

市立こども園・私立こども
園、保育所等における質の
高い教育・保育の実施

（幼保支援課分）
市立こども園
2,864,002

私立こども園等
14,601,062

（こども園課分)
796,037,230

市立こども園における教育・保育
の実施及び施設の維持管理を図る
とともに、国が定めた単価に基づ
き、私立こども園等に対して、適
正に給付費を支弁した。
市立：61園（こども園54、特例
保育施設（山間地）４、小規模
（待機児童園）３）
私立：154園（幼稚園２、こども
園51、保育所56、小規模41、事
業所内4）

A

（幼保支援課）
国が定めた単価に基づき、適正
に給付費を支弁することによ
り、各施設において確実に教
育・保育が実施された。
（こども園課分)
市立こども園における教育・保
育を目標どおり実施した。

（幼保支援課）
処遇改善等加算の実績確認方法の改
定等について引き続き園への周知を
行い給付額の算定を適切に行う。
（こども園課分)
保育教諭等の人材不足

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

4

再掲
(1)

1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

継続
認定こども園等の整
備★

待機児童を解消するとともに認定こど
も園を普及するため、認定こども園等
の定員拡大、新設、認定こども園への
移行等のために必要な施設整備のため
の費用を補助します。

既存保育施設の定員増：▲
８人
私立幼稚園の認定こども園
移行：176人
認定こども園等の新設：90
人
小規模保育事業等の新設：
180人

756,976

既存保育施設の定員増：▲46人
私立幼稚園の認定こども園移行：
45人
認定こども園等の新設：0人
小規模保育事業等の新設：126人

A

幼稚園の認定こども園への移行
の促進や小規模保育事業等の新
設を行い保育定員を拡大したこ
とで、令和３年４月も待機児童
ゼロを達成した。

・認定こども園への移行を目指す幼
稚園に対する公有地の貸出。
・少子化が進行する中での定員確保
策の見直し。

子ども未来課 4，5

再掲
(20)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブの
運営★

保護者が就労等により昼間家庭にいな
い児童の健全な育成を目的に、小学校
や児童館等に専用室を設けて、家庭に
代わる遊びや生活の場を提供します。

239室の運営
（受入可能人数　6,754
人）
※民間補助児童クラブ分含
む

942,424
198室（８３クラブ）での児童ク
ラブ運営を実施

A
各クラブの円滑な運営等を実施
することができた。

児童数が減少している中、申請者数
は年々増加している。その中に占め
る配慮を要する児童も増加傾向にあ
り、支援員の負担が増大している。
さらなる支援員の確保と処遇改善が
必要となる。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(21)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

継続
放課後児童クラブの
整備★

令和７年度当初のニーズ量に対応でき
るよう児童クラブ室を順次拡充してい
きます。

整備後クラブ室数　239室
※民間補助児童クラブ分含
む

145,644
５か所（６室、225人分）の児童
クラブ整備を実施

A

　待機が見込まれる地区の児童
クラブの整備を計画どおりに行
うことができ、待機児童の減少
につながった。

これまで多くの児童クラブ室を整備
してきたため、余裕教室や学校敷地
内に整備可能箇所を確保するのが困
難になってきている。

子ども未来課
1，2，
4，16

305 2-2(1) 継続 一時預かり事業★

保護者の病気等により家庭で保育を受
けることが一時的に困難となった乳児
又は幼児について、認定こども園、幼
稚園その他の場所において、一時的に
預かりを実施します。

幼稚園利用　172,061人

その他利用　66,400人
（内訳）
認定こども園・私立保育所
等：
19,956人
中央子育て支援センター：
14,800人
待機児童園：31,644人

（子ども未来課）
111,883

（幼保支援課分）
１９４，７７２

市立こども園58園、私立こども
園・保育園等（幼稚園型47園・
一般型79園）、中央子育て支援
センターにおいて一時預かり事業
を実施した。

子育て支援センター利用10,572
人
幼稚園利用（公立園）6,900人
その他利用（公立園）415人
その他利用（待機児童園）4,237
人

A
乳幼児の受入に必要な様々な環
境整備の徹底を図った上で、事
業を実施することができた。

（子ども未来課）
新型コロナウイルス感染症の影響等
により、利用者が減っており、感染
拡大防止策の徹底が重要となる。
（幼保支援課）
今後、私立幼稚園の新制度移行によ
り対象施設の増加が見込まれること
から、事業周知と補助金の交付を確
実に行う。
（こども園課）
保育教諭等の人材不足

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

3，4

306 2-2(1) 継続
病児・病後児保育事
業★

子どもが病気中若しくは病気の回復期
であり、集団保育が困難な期間に、そ
の子どもの一時預かりを行い、保護者
の子育てと就労の両立を支援します。

市内３か所（各区１か所）
にて実施

30,546
市内３か所（各区１か所）で実施
した。

A
市内３か所（各区１か所）にて
計画どおり受け入れを実施し
た。

利用ニーズを把握しつつ、今後の運
営の方向性について検討し、適切な
運営を行う。

こども園課 4

307
2-2(1)
3-1(1)

継続
緊急サポートセン
ター事業★

病気中又は病気の回復期にある子ども
の保育や緊急的な預かりなどを必要と
する子育て家庭を援助するため、援助
を受けたい会員（おねがい会員）と援
助を行いたい会員（まかせて会員）と
の連絡・調整等を行うことで、会員の
相互援助を支援します。

まかせて会員数：256人以
上

9,590

・まかせて会員数：200人
・まかせて会員講習会を開催し
た。

B

新型コロナウイルス感染症の影
響により、会員講習会の開催回
数が減となったが、感染拡大防
止対策を徹底した上で実施する
ことができた。
ただし、年間を通して会員の増
とはならなかった。

サポート活動について、新型コロナ
ウイルス感染症の感染リスクがある
ことから、まかせて会員を増やすこ
とが難しい。

子ども未来課 3

再掲
(351)

1-1(1)
1-2(1)
2-2(1)

新規
私立こども園・保育
所等運営費補助金交
付事業

私立認定こども園・保育所・小規模保
育事業における教育・保育環境の向上
や職員の処遇改善を図ることにより各
施設の円滑な運営と振興を図ります。

私立こども園、保育所等に
おける質の高い教育・保育
の実施

（R３新規） 幼保支援課 4

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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66

基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標２　子育てと仕事の両立を支援する環境づくり

基本施策１　多様なワークスタイルに対応するための支援

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(63)

1-2(1)
2-2(1)

拡充
保育士確保対策事業
★

保育士等の人材確保のため、保育士・
保育所支援センターを設置して求職者
と求人者のマッチングを行うほか、潜
在保育士等の再就職を支援します。

年間マッチング件数16件
就職説明会年１回
潜在保育士再就職支援研修
年２回

5,777

求職者と求人者のマッチング支
援・出張相談・合同就職説明会・
再就職支援研修・現場体験事業等
年間マッチング件数54件
就職説明会年２回
潜在保育士再就職支援研修年２回

A

新型コロナウイルスの感染拡大
に対応し、就職フェアをオンラ
インでの開催に切り替える等、
大規模会場で開催ができない状
況下で、積極的な周知活動、相
談業務の成果が上がった。

慢性的な保育士不足及び質の高い人
材を安定的に確保するため、更に就
職相談会等を充実させ、潜在保育士
の現場復帰を支援するとともに、現
職の保育士の就労継続、保育補助者
等の支援を行っていく。

幼保支援課 4

再掲
(64)

1-2(1)
2-2(1)

継続
幼稚園教諭免許・保
育士資格併有促進事
業★

保育教諭の確保のため、幼稚園教諭免
許・保育士資格のどちらかを有する教
育・保育従事者に対し、もう片方の免
許・資格を取得するための費用を助成
します。

・申請に対する確実な交付
（100％）
・幼保連携型認定こども園
における基準配置上の職員
の資格併有率100％

（幼保支援課分）
237

（こども園課分)
950

幼稚園教諭・保育士資格のどちら
かを有している場合、もう片方の
免許・資格を取得するための経費
の一部を助成する。

【幼保支援課分】
補助金交付： ６人
【こども園課分】
補助金交付：
・免許取得1人
・免許更新29人

A

（幼保支援課分）
実施するすべての園に対して適
正に補助金を交付することによ
り、事業運営を支援することが
できた。

（こども園課分)
補助金の交付申請に対し、事務
処理を円滑に実施することがで
き、保育教諭の確保が図られ
た。

（幼保支援課分）
申請・報告に対する通知・交付を確
実に行う。

（こども園課分)
定期的に進捗管理を行うとともに、
資格併有率100％を目指す。

幼保支援課
こども園課

4

308
1-2(1)
2-2(1)

継続
保育補助者雇上強化
事業費

新たに保育補助者を雇用することで、
保育士の業務負担を軽減し、保育士の
離職防止を図ることで、保育環境の向
上と施設の円滑な運営を図ります。

申請に対する確実な交付
（100％）

49,561

新たに保育補助者を雇用した私立
こども園・保育所等に対し雇上げ
に係る経費を助成する。
30園（こども園12、保育所5、
小規模12、事業所内1）

A

実施するすべての園に対して適
正に補助金を交付することによ
り、事業運営を支援することが
できた。

対象施設に対する補助を確実に実施
する。

幼保支援課 4

再掲
(22)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブと
放課後子ども教室の
一体的実施★

全ての児童が参加できるように、同一
の小学校敷地内等で放課後児童クラブ
と放課後子ども教室を一体的に（一体
型又は連携型により）実施します。

放課後児童クラブと放課後
子ども教室を一体的に実施
する。（小学校71校予定）

－
67校で放課後児童クラブと放課
後子ども教室を一体的に実施する
ことができた。

A

放課後児童クラブと放課後子ど
も教室を一体的に実施する小学
校が新たに10校増え、67校で
実施することができた。
今後は、放課後子ども教室の未
実施校に対して開設できるよう
に支援していくことで増やして
いく。

放課後児童クラブと放課後子ども教
室を一体的に実施する学校での連携
協力体制に差が見られる。
「静岡市放課後児童対策事業運営委
員会」で策定した方策に基づき連携
の促進を図るとともに、両事業の所
管課での連絡調整や現場への伝達を
密に行う。

子ども未来課
教育総務課

4

再掲
(25)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
民間放課後児童クラ
ブへの運営費等補助
★

事業量の確保に効果的であると認めら
れる民間放課後児童クラブの運営に対
し、その費用の一部を補助します。

対象となる民間放課後児童
クラブに対し、運営費の補
助を適切に実施

39,488
民間事業者５団体に対して、運営
費補助を実施

A

民間児童クラブ11事業所のう
ち、補助申請があった事業者に
対し、適切な運営費の補助を実
施した。

民間児童クラブの安定的かつ継続的
な運営のために、公設クラブの保護
者負担金などの制度と均衡を図りな
がら、効果的に補助金交付をしてい
く。

子ども未来課
1，2，
4，16

309 2-2(1) 継続 延長保育事業★

保護者の就労形態の多様化、長時間の
勤務等に対応するため、通常の保育時
間を超えて概ね午後7時までの延長保
育を実施し、子育てと就労の両立を支
援します。

受入をする子どもの数
6,063人

（幼保支援課）
46,087

延長保育事業を実施した
【幼保支援課分】
私立こども園・保育園等82園
（標準：70園　短時間：12園）
【こども園課分】
市立こども園58園、待機児童園
３園
受入した子どもの数
（公立園）1,597人

A
実施するすべての園において、
延長保育のニーズに対応した。

（幼保支援課）
対象施設に対する補助を確実に行
う。

（こども園課）
保育教諭等の人材確保

幼保支援課
こども園課

4

310 2-2(1) 継続
待機児童園での保育
★

年度途中において、保育が必要である
にもかかわらず、入所を希望するこど
も園等の定員超過等により入所できな
い0、1、2歳児を待機児童園で一時
的に預かります。（一時預かり及び小
規模保育）

市内３か所（各区１か所）
にて実施

14,385
市内３か所（各区１か所）にて、
０～２歳児の小規模保育及び一時
預かりを実施した。

A
目標どおり事業（受入れ）を実
施した。

待機児童の状況を把握しつつ、今後
の運営の方向性について関係課との
協議を行う。

こども園課 4

311
2-2(1)
3-1(1)

継続
ファミリー・サポー
ト・センター事業★

子どもの一時的な預かりや移動支援な
どを必要とする子育て家庭を援助する
ため、援助を受けたい会員（おねがい
会員）と援助を行いたい会員（まかせ
て・どっちも会員）との連絡・調整
や、援助者への講習等を行い、会員の
相互援助を支援します。

・まかせて会員数：1,190
人以上
・まかせて・どっちも会員
講習会：３回開催

20,167
・まかせて会員数：1,057人
・まかせて・どっちも会員講習会
を２回開催した。

B

新型コロナウイルス感染症の影
響により、会員講習会の開催回
数が減となったが、感染拡大防
止対策を徹底した上で実施する
ことができた。
ただし、「まかせて・どっちも
会員」は増えてはいるものの、
目標値には届かなかった。

当該事業の活動に欠かすことのでき
ない「まかせて・どっちも会員」の
確保。

子ども未来課 3，4

　【関連事業】
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基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標２　子育てと仕事の両立を支援する環境づくり

基本施策２　ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の推進

312 2-2(2) 継続
多様な人材の活躍応
援事業所表彰事業

女性をはじめとした多様な人材の活
躍を応援し、ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向けた取組を積極的に
推進している市内事業所を表彰しま
す。

表彰企業延べ80社以上 64
新型コロナウイルス感染症
の影響で、表彰事業を中止

－

令和２年度は表彰
事業を中止したた
め、評価対象外と
する

受賞企業が市内企業のロー
ルモデルとなるよう、好事
例の発信を強化する必要が
ある

商業労政課 8

313 2-2(2) 継続
いきいきワークスタ
イル通信による情報
発信

女性をはじめとした多様な人材の活
躍を応援し、ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向けた取組を積極的に
推進している市内事業所の取組を市
の特設サイト「いきいきワークスタ
イル通信」に掲載し、情報発信を行
います。

掲載企業延べ80社以上 －

新型コロナウイルス感染症
の影響で表彰事業を中止し
たため、特設サイトの更新
はしなかったが、サイトの
バナーを作成し、受賞企業
にリンクバナー設置を依頼
することにより、サイトの
認知度向上を図った。

－

令和２年度は表彰
事業を中止したこ
とにより、サイト
の更新を行わな
かったため、評価
対象外とする

効果的なサイトの周知方法
を検討する必要がある

商業労政課 8

314
2-2(2)
2-2(3)

継続
情報誌「パ・ザ・
パ」の発行

地域社会や事業所、学校における男
女共同参画の推進に関する情報を取
り上げ、市民生活における男女共同
参画について啓発を進めるため、情
報誌「パ・ザ・パ」を年２回発行し
ます。

年２回発行 401 年２回発行 A
目標どおり年２回
発行することがで
きた。

より多くの市民に周知でき
るよう啓発方法を検討して
いく。

男女共同参画課 5

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

67



68

基本目標２　子育てに喜びや生きがいを感じることができるまちの実現【子育て支援】

施策目標２　子育てと仕事の両立を支援する環境づくり

基本施策３　男性の子育てへの参加促進

315 2-2(3) 継続
「子育てパパのため
の講座」の開催

幼児とふれあいながら遊び、父親同
士の交流、子育ての参考となる講座
や父親になるための講座を開催しま
す。

開催回数：２回 64

開催回数：２回
「子育てパパのための講座」を
ママの
参加も可能として開催した。

A
計画どおり講座を開催し
た。

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止対策の徹
底。

子ども未来課 3，4

316 2-2(3) 継続
女性会館事業「男性
の育児参加」に関す
る事業の実施

市女性会館において、男性の育児参
加に関する事業を実施します。

女性会館事業（指定管理事
業）において毎年度継続実
施。

―
（指定管理料に含む）

― 評価対象外

令和２年度については事
業なし
（※男性の家事参加（料
理）をテーマとした講座
を実施）

― 男女共同参画課 5

317 2-2(3) 継続
「父親向けハンド
ブック」の配布

仕事と家庭（子育て）の両立には父
親の協力が必要であるため、父親の
子育てへの関わり方・役割などを掲
載した啓発冊子「父親向けハンド
ブック」を作成し、配布します。

年１回以上の作成及び配布 －

内閣府などから提供された父親
向けの啓発冊子を子育て支援セ
ンター・保健福祉センターで配
布

A

内閣府や民間事業者の作
成した父親向けの啓発冊
子を、保健福祉セン
ター・子育て支援セン
ターで配布した。

内閣府や民間事業者等の作
成した冊子を配布するとと
もに、それを補足する内容
について情報発信を行う必
要がある。

子ども未来課 4

再掲
(314)

2-2(2)
2-2(3)

継続
情報誌「パ・ザ・
パ」の発行

地域社会や事業所、学校における男
女共同参画の推進に関する情報を取
り上げ、市民生活における男女共同
参画について啓発を進めるため、情
報誌「パ・ザ・パ」を年２回発行し
ます。

年２回発行 401 年２回発行 A
目標どおり年２回発行す
ることができた。

より多くの市民に周知でき
るよう啓発方法を検討して
いく。

男女共同参画課 5

318 2-2(3) 継続
女性会館事業「子育
て関連講座」の実施

市女性会館において、子育て支援に
関する様々な講座を実施します。

女性会館事業（指定管理事
業）において毎年度継続実
施。

―
（指定管理料に含む）

・0～1歳児の母親の悩みに寄
り添う講座全6講座実施「産後
ママのリカバリーピラティス
（2回）」「子育て中のママを
癒すフラタイム（2回）「産後
ママのタッピングタッチ（1
回）」「0歳ママの休憩室（1
回）」。
・ひとり親家庭やその支援者を
対象に「シングルマザーのため
のプレゼント講座」を実施し
た。

A
目標どおり事業を実施し
た。

コロナ禍における子育て支
援のテーマについて検討が
必要。

男女共同参画課 5

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策１　地域における子育て応援隊の活動促進

再掲
(311)

2-2(1)
3-1(1)

継続
ファミリー・サポー
ト・センター事業★

子どもの一時的な預かりや移動支援な
どを必要とする子育て家庭を援助する
ため、援助を受けたい会員（おねがい
会員）と援助を行いたい会員（まかせ
て・どっちも会員）との連絡・調整
や、援助者への講習等を行い、会員の
相互援助を支援します。

・まかせて会員数：1,190
人以上
・まかせて・どっちも会員
講習会：３回開催

20,167

・まかせて会員数：1,057
人
・まかせて・どっちも会員
講習会を２回開催した。

B

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、会員講習会の開催回数が減と
なったが、感染拡大防止対策を徹底
した上で実施することができた。
ただし、「まかせて・どっちも会
員」は増えてはいるものの、目標値
には届かなかった。

当該事業の活動に欠かすこ
とのできない「まかせて・
どっちも会員」の確保。

子ども未来課 3，4

319 3-1(1) 継続
静岡市子育て支援団
体連絡会の運営

市内で子育て支援活動を行う子育て
サークル、NPO法人、企業などの団
体や個人等からなる連絡会を運営し、
相互理解、情報交換、活動の連携を進
めることで、地域における子育て支援
活動を促進します。

連絡会を年３回開催
会員数90団体
（令和4年度に総合計画に
合わせて見直し等をする予
定）

－

連絡会を３回開催書面開
催：２回、オンライン開
催：1回)
会員数83団体

A

新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止の観点から、書面及びオンラ
インを活用し、３回の連絡会を開催
することができた。

会員それぞれの子育て支援
に対する考え方があり、意
見集約が難しい面がある。

子ども未来課 17

320 3-1(1) 継続
子育てサポーターの
育成

NPO法人との協働により、「子育て
サポーター養成講座」を開催し、地域
で活動する子育てボランティアの養成
を行うとともに、講座修了者に対し
て、研修会等を実施します。

「子育てサポーター養成講
座」開催（全10回）

418

「子育て∞親育ち学校（全
６回）」講座を開催した。

※令和２年度から、講座の
名称を「子育て∞親育ち学
校」に変更

A
コロナ禍の中、対面とオンラインの
２本立てで、計画どおり実施でき
た。

対面講座についての。新型
コロナウイルス感染症の感
染拡大防止対策の徹底。

子ども未来課 3

321 3-1(1) 継続
子育てサークルの育
成

子育て家庭の不安や悩みを解消する場
を提供し、子育てしやすい環境をつく
るため、地域で活動する子育てサーク
ルの運営費の一部を助成します。

対象となる団体に対し、運
営費の補助を適切に実施。

192

年間サークル補助金交付申
請件数
７件について、交付事務を
実施。

A
各サークルからの補助金交付申請に
対し、適切に補助金の交付事務を実
施した。

当課に登録している子育て
支援団体（83団体）に対
し、補助金交付申請の周知
を実施しているものの、交
付申請数が少ない。

子ども未来課 3

再掲
(187)

1-3(6)
3-1(1)

継続
民生委員・児童委員
及び主任児童委員に
よる地域福祉活動

民生委員・児童委員、主任児童委員
が、支援が必要な子ども・家庭に対し
て行う見守り、相談、専門機関との連
携等を支援します。
また、民生委員等が必要な技術を習得
し、不安を軽減するための研修等を実
施します。

相談・支援件数
（子どもに関すること）
3,000件

131,269
相談・支援件数
（子どもに関すること）
2,225件

A

コロナ禍で支援活動が制限される
中、必要な対策や工夫しながら相
談・支援を実施した。（新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けて目標
未達）

民生委員・児童委員、主任
児童委員活動を通じて、さ
らなる児童福祉活動を進め
る。

福祉総務課 1，3

再掲
(307)

2-2(1)
3-1(1)

継続
緊急サポートセン
ター事業★

病気中又は病気の回復期にある子ども
の保育や緊急的な預かりなどを必要と
する子育て家庭を援助するため、援助
を受けたい会員（おねがい会員）と援
助を行いたい会員（まかせて会員）と
の連絡・調整等を行うことで、会員の
相互援助を支援します。

まかせて会員数：256人以
上

9,590
・まかせて会員講習会を開
催した。
・まかせて会員数：200人

B

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、会員講習会の開催回数が減と
なったが、感染拡大防止対策を徹底
した上で実施することができた。
ただし、年間を通して会員の増とは
ならなかった。

サポート活動について、新
型コロナウイルス感染症の
感染リスクがあることか
ら、まかせて会員を増やす
ことが難しい。

子ども未来課 3

322 3-1(1) 継続 母親クラブの育成

子どもの健全育成を図る母親など地域
住民の積極的参加による地域組織活動
の促進を図るため、各母親クラブに対
して運営費の一部を助成します。

対象となる団体に対し、運
営費の補助を適切に実施。

612
補助金交付対象４団体に対
し、補助金の交付事務を実
施した。

A
各団体からの補助金交付申請に対
し、適切に補助金の交付事務を実施
した。

各団体の主要スタッフの高
齢化が進んでおり、団体数
の維持が難しくなってい
る。

子ども未来課 3

323 3-1(1) 継続
しずおか子育て優待
カード事業

18歳未満の子どものいる「子育て世
帯」と妊娠中の方に「しずおか子育て
優待カード」を配付し、子ども同伴で
優待カードを提示すると、協賛店舗の
「応援サービス」が受けられます。

市内協賛加盟店1,000店 －
優待カード加盟店の広報等
を行い増加を図る。

A 市内協賛加盟店；993店
優待カードや、加盟店につ
いて、更なる広報を行う。

子ども未来課 17

324 3-1(1) 継続
児童福祉週間啓発事
業

児童福祉の理念の周知を図るととも
に、市民の児童に対する理解と認識を
深め、児童愛護の責任を自覚するよう
強調することを目的として、毎年５月
５日から１週間が「児童福祉週間」と
定められており、啓発活動を実施しま
す。

年１回の広報活動の実施 －
SNSなどを用いた広報活動
を実施

A
SNSや子育てハンドブックを用い
た広報活動を実施した。

より効果的な周知方法の検
討。

子ども未来課 3

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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70

基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策２　地域における子ども・若者の健全育成活動の促進

再掲
(20)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブの
運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。

239室の運営
（受入可能人数　6,754
人）
※民間補助児童クラブ分含
む

942,424
198室（８３クラブ）で
の児童クラブ運営を実施

A
各クラブの円滑な運営等を実施するこ
とができた。

児童数が減少している中、申請
者数は年々増加している。その
中に占める配慮を要する児童も
増加傾向にあり、支援員の負担
が増大している。さらなる支援
員の確保と処遇改善が必要とな
る。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(21)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

継続
放課後児童クラブの
整備★

令和７年度当初のニーズ量に対応で
きるよう児童クラブ室を順次拡充し
ていきます。

整備後クラブ室数　239
室
※民間補助児童クラブ分含
む

145,644
５か所（６室、225人
分）の児童クラブ整備を実
施

A
　待機が見込まれる地区の児童クラブ
の整備を計画どおりに行うことがで
き、待機児童の減少につながった。

これまで多くの児童クラブ室を
整備してきたため、余裕教室や
学校敷地内に整備可能箇所を確
保するのが困難になってきてい
る。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施した。
・放課後子ども教室につい
て、新規で６校増加し、計
81校で実施することがで
きた。

A

・地域学校協働活動については目標を
達成することができた。
・放課後子ども教室について、未実施
校に対し支援を行った結果、新たに６
校で開設することができた。引き続き
未実施校に対して支援をしていく。

地域学校協働活動を担う地域学
校協働活動推進員やボランティ
ア人材の不足が課題である。人
材の発掘・育成を行うため、研
修会や“学校・地域ひとつな
ぎ”コーディネーター養成講座
を継続して実施する。

教育総務課 4

再掲
(22)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブと
放課後子ども教室の
一体的実施★

全ての児童が参加できるように、同
一の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施し
ます。

放課後児童クラブと放課後
子ども教室を一体的に実施
する。（小学校71校予
定）

－

67校で放課後児童クラブ
と放課後子ども教室を一体
的に実施することができ
た。

A

放課後児童クラブと放課後子ども教室
を一体的に実施する小学校が新たに10
校増え、67校で実施することができ
た。
今後は、放課後子ども教室の未実施校
に対して開設できるように支援してい
くことで増やしていく。

放課後児童クラブと放課後子ど
も教室を一体的に実施する学校
での連携協力体制に差が見られ
る。
「静岡市放課後児童対策事業運
営委員会」で策定した方策に基
づき連携の促進を図るととも
に、両事業の所管課での連絡調
整や現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

4

再掲
(23)

1-1(2)
1-3(6)
2-1(2)
3-1(2)

拡充 児童館の運営

地域における児童健全育成の拠点と
して、子どもの健康を増進し、情操
を豊かにするため、各種教室や読み
聞かせ、クラブ活動など児童に健全
な遊びを提供します。

13館で実施
小型児童館（７館）
児童センター（６館）

226,856
12館の児童館運営を実
施。

A
児童館１２館において、利用者に対
し、適切な遊びの提供等を実施した。

新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止対策の徹底。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(24)

1-1(2)
2-1(2)
3-1(2)

継続 児童館の整備

市域全体の均衡や地域性、地域の児
童数などを勘案し、現在、配置され
ていない清水北部地区に新たに整備
します。

１館 112,591
清水北部地区児童館の建設
工事の完了

A
当該児童館の整備により、H21年度に
策定した児童館配置構想に基づく市内
の児童館整備が完了した。

　当該施設の令和３年７月開館
を目指し、準備を進める。
　既存施設の計画的改修を進め
る必要がある。

子ども未来課
1，2，
4，16

325
3-1(2)
3-1(4)

継続
青少年健全育成団体
の活動への支援

地域や学校、家庭が連携した地域ぐ
るみの青少年健全育成活動を推進
し、地域住民の意識と関心を高めつ
つ、青少年の健全育成を図るため、
各地域の健全育成団体へ補助金を交
付します。

全ての地区（48地区）で
の健全育成大会の実施

12,887
全ての地区（48地区）で
の健全育成大会の実施

A

コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、地区広報誌・啓発品等を配布し、
青少年の健全育成・非行防止を推進す
る啓発活動を実施した。

青少年の健全育成に係る時宜に
かなった話題や内容を取り入
れ、対象者が参加しやすい日時
や会場を設定することで、一人
でも多くの市民の関心を高め、
活動への参加を促す。

青少年育成課 4

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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71

基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策２　地域における子ども・若者の健全育成活動の促進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

326
1-4(2)
3-1(2)

拡充
青少年・乳児ふれあ
い促進事業

地域の子育て支援拠点施設である地
域子育て支援センターや保健福祉セ
ンター、学校等の協力を得て、小学
生（高学年）や中学生、高校生が、
乳児とその保護者との交流や触れ合
いを通して、命の尊さや子育てのす
ばらしさなどを体験します。

児童館13館で実施 指定管理料の一部 全て中止 －

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、事業の対象となる小学高学年や中
学生、高校生、乳児やその保護者の安
全確保のため、中止せざるを得なかっ
た。

新型コロナウイルス感染症のよ
うな感染症が流行しているよう
な状況では、事業の開催は非常
に難しい。

子ども未来課 4，16

再掲
(25)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
民間放課後児童クラ
ブへの運営費等補助
★

事業量の確保に効果的であると認め
られる民間放課後児童クラブの運営
に対し、その費用の一部を補助しま
す。

対象となる民間放課後児童
クラブに対し、運営費の補
助を適切に実施

39,488
民間事業者５団体に対し
て、運営費補助を実施

A
民間児童クラブ11事業所のうち、補助
申請があった事業者に対し、適切な運
営費の補助を実施した。

民間児童クラブの安定的かつ継
続的な運営のために、公設クラ
ブの保護者負担金などの制度と
均衡を図りながら、効果的に補
助金交付をしていく。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(11)

1-1(1)
3-1(2)

継続
エスパルスハロープ
ロジェクト事業

清水エスパルスと連携し、夢に向
かって生きる子どもたちの成長をサ
ポートし、子育てで繋がる地域コ
ミュニティの推進を図るために、子
育て関連事業を実施します。

・清水エスパルスと連携し
た子育て関連事業の実施。
・毎年５回程度の運動教室
の実施。

－

・エスパルスオリジナルベ
ビースタイ配布
令和３年３月現在、約
3,800枚配布済み
配布期間（R2.8～R3.6）
配布期限までに約5,000枚
配布予定

・エスパルススクールコー
チ等による親子ふれあい運
動教室
２回実施

A

・エスパルスオリジナルベビースタイ
配布
コロナウイルス感染症の影響によりな
かなか赤ちゃん訪問ができない状況で
はあったが、例年通りの配布数となっ
た。

・エスパルススクールコーチによる親
子ふれあい教室
コロナウイルス感染症の影響により実
施数が2回と減少した。
ファミリー教室については、実施場所
である交流館の都合により実施できな
かった。

・オリジナルベビースタイ
毎年継続してスタイが配布でき
るように民間企業からの協賛金
の確保をする。

・親子ふれあい運動教室・ファ
ミリー教室
2年度は、コロナウイルス感染症
の影響により実施ができない会
場があった。実施できる会場も
あったことから、会場確保に工
夫する。

スポーツ交流課
3，10，
11，17

327 3-1(2) 終了
静岡市立幼稚園、
小・中学校美術展

市立幼稚園、小・中学校に通う子ど
も達の作品を一堂に会して展示し、
子ども・保護者・地域の方等多くの
方々に日常の取り組みを見てもらう
とともに、各園、学校の取り組みを
互いに見合うことで、造形への意欲
や技術の向上に役立てます。

静岡市民ギャラリー及び清
水マリナートで市立幼稚
園、小・中学校の作品展示
を実施する。

－

令和２年度はコロナウイル
ス感染拡大により開催中
止。令和３年度以降は事業
見直しにより終了。

令和２年度で終了 ー 令和２年度で終了 学校教育課 4

再掲
(235)

1-4(3)
3-1(2)

継続
子ども・若者のボラ
ンティア活動の充実

ボランティア活動は、活動を通して
自分が必要とされている存在である
ことを実感させ、喜びや生きがいを
与えるとともに、様々な社会問題へ
の問題意識を深め、社会貢献への気
持ちを育む効果があることから、地
域社会や民間団体等とも協力し、ボ
ランティア活動を推進します。

ボランティア活動を通して
自分自身の存在価値や社会
問題への意識を高め、全小
中学校で、より積極的な社
会貢献ができるようなボラ
ンティア活動を実施する。

－

新型コロナウイルスの影響
により、学校でのボラン
ティア活動は縮小せざるを
えなかったが、各学校の状
況に応じて、清掃や環境整
備、各種募金活動等のボラ
ンティア活動を実施した。

A

新型コロナウイルス感染症拡大によ
り、校外での活動はほとんどできな
かったが、総合的な学習の時間や特別
活動等で感染リスクの少ない活動を実
施できた。

校外の様々な場面で人と関わり
ながらの活動が十分できなかっ
たため、早期の新型コロナウイ
ルス感染症の収束が望まれる。

学校教育課 4

328 3-1(2) 継続 ガイドボランティア

ガイドボランティアとして、園内の
スポットガイド及びふれあいコー
ナーでの補助を行います。
・活動時間：土曜、日曜、祝日（通
年）
・活動条件：18歳以下は保護者の許
可、小学生は保護者の同伴が必要

ボランティア１人あたりの
年間活動回数：10回
（登録ボランティアは
100人）

－ コロナ禍により開催中止 － ー ー 日本平動物園 4

329 3-1(2) 継続
高齢者社会参加促進
事業

まちづくり推進事業の一環として、
清水区の19団体（蒲原・由比地区を
除く）が主体となり、自治会内の高
齢者をはじめ児童・生徒・一般へ呼
びかけ、どんど焼き、グラウンドゴ
ルフ大会、輪投げ大会、地区祭り等
の事業を実施することにより、高齢
者の社会参加を促すとともに世代間
交流を行います。

事業実施地区数　19団体 878 13団体に交付 B
新型コロナウィルス感染症の影響によ
り、事業を中止した地区があったため
目標値に届かなかった。

新型コロナウィルス感染症対策
を周知しながら、引き続き、事
業実施を行い、世代間の交流や
各種行事を通し、高齢者の社会
参加の促進、さらには健康の保
持と福祉の増進を支援してい
く。

高齢者福祉課 3

　【関連事業】

71



72

基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策３　子ども・子育て家庭・若者の安全・安心な暮らしやすい地域の確保

330 3-1(3) 継続
地域防犯活動支援事
業

地域ぐるみの自主的防犯活動を促進
するため、地域の複数の自治会・町
内会組織を中心に結成された地区安
全会議が、防犯パトロール、防犯教
室、講演会等の地域防犯活動を実施
するための立ち上げ費用及び活動費
用の一部を助成します。

地区安全会議の活動支援累
計98団体以上実施

368
地区安全会議の活動支援
6団体

D

地区安全会議の活動に係る物品購入
補助を実施し、子どもの安全を守る
ための地域防犯活動の推進に寄与し
た。

地区安全会議の未設立地区において、地域
の実情を踏まえながら設立を促す必要があ
る。

生活安心安全課 16

331 3-1(3) 継続
青色回転灯車両巡回
活動

パトロール車として認定を受けた市
公用車を使用し、業務終了後の帰庁
時などに学校周辺や通学路などの防
犯パトロールを実施します。

市公用車による青色防犯パ
トロール累計2,800回以
上実施

432（青色回転灯購
入）

市公用車による青色防犯パトロール
の実施：700回

C
市公用車による青色防犯パトロール
の実施により、子どもの安全確保に
寄与した。

引き続き、市公用車で外出する際は、青色
防犯パトロールを慣習的に実施するよう市
職員に働きかける必要がある。

生活安心安全課 16

332 3-1(3) 継続
静岡市交通指導員会
登校時の立哨指導

児童生徒を交通事故から守るため、
また、子どもたちの健やかな育成を
目的に、登校時、交差点等で交通指
導員が立哨指導を実施します。

立哨活動平均実施回数
週３回以上

2,512（補助金）
1,382（被服貸与）

立哨活動を平均週３回以上実施 A
立哨活動を実施することで、通学時
の交通事故防止を図ることが出来
た。

人員の減少が進んでいる組織を維持してい
くため、地域と連携して新規指導員の勧誘
を継続的に行っていく。

生活安心安全課 16

333 3-1(3) 継続
通学路の整備又は通
学路交通安全対策事
業

市内通学路の安全確保を図るため、
通学路の危険箇所について関係機関
と連携し、対策検討したうえで、歩
道整備や路側帯カラー化等の交通安
全対策を実施します。

静岡市通学路交通安全対策
プログラムに基づき、市内
通学路の危険箇所の安全対
策を実施：100%

245,949
通学路の交通安全要対策箇所におい
て、路側帯のカラー化や路面表示に
よる注意喚起等の安全対策を実施

A

R２年度の静岡市通学路交通安全プ
ログラムで要望のあった全２２箇所
について、整備完了済みであるため
「A」とする。

一部、歩道整備に必要な用地買収におい
て、相続人の所在が不明確であるなど、難
航している。

道路保全課 11

334 3-1(3) 継続
インターネット等安
全・安心利用研修事
業

インターネットや携帯電話の急速な
普及により、青少年が事件やトラブ
ルに巻き込まれることを予防するた
め、青少年健全育成会等が実施する
安全利用に関する研修に対する支援
（講師紹介、講師謝金助成）を行い
ます。

25団体（静岡地域15団
体、清水地区10団体）

371
20団体（静岡地域11団体、清水地
区9団体）

A
参加者から概ね期待通りの満足度を
得られた。

更なる利用者の増加に向け、周知・広報を
行うとともに、ニーズに沿った講師の選定
や内容の検討を行う。

青少年育成課 4

335
1-3(6)
3-1(3)

継続
子育て支援期限付き
入居制度

公営住宅において、子育てに適した
良好な住環境を提供するため、40歳
以下の若年世帯で小学６年生以下の
子どもを扶養する世帯に対し、期限
付き入居制度を実施します。

入居件数：100件程度 －

継続実施
目標戸数：15戸
入居戸数：４戸

A

入居者が減少し、年度目標戸数を下
回っているが、平成27年度末に自
称目標値である170戸を達成して
おり、令和２年度末で累計257戸
となった。

制度の周知を徹底する。 住宅政策課 1，4

再掲
(20)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブの
運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。

239室の運営
（受入可能人数　6,754
人）
※民間補助児童クラブ分含
む

942,424
198室（８３クラブ）での児童クラ
ブ運営を実施

A
各クラブの円滑な運営等を実施する
ことができた。

児童数が減少している中、申請者数は年々
増加している。その中に占める配慮を要す
る児童も増加傾向にあり、支援員の負担が
増大している。さらなる支援員の確保と処
遇改善が必要となる。

子ども未来課
1，2，
4，16

再掲
(21)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

継続
放課後児童クラブの
整備★

令和７年度当初のニーズ量に対応で
きるよう児童クラブ室を順次拡充し
ていきます。

整備後クラブ室数　239
室
※民間補助児童クラブ分含
む

145,644
５か所（６室、225人分）の児童ク
ラブ整備を実施

A

　待機が見込まれる地区の児童クラ
ブの整備を計画どおりに行うことが
でき、待機児童の減少につながっ
た。

これまで多くの児童クラブ室を整備してき
たため、余裕教室や学校敷地内に整備可能
箇所を確保するのが困難になってきてい
る。

子ども未来課
1，2，
4，16

　【重点事業】

　【関連事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）
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基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策３　子ども・子育て家庭・若者の安全・安心な暮らしやすい地域の確保

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校協働活動
を実施した。
・放課後子ども教室について、新規
で６校増加し、計81校で実施する
ことができた。

A

・地域学校協働活動については目標
を達成することができた。
・放課後子ども教室について、未実
施校に対し支援を行った結果、新た
に６校で開設することができた。引
き続き未実施校に対して支援をして
いく。

地域学校協働活動を担う地域学校協働活動
推進員やボランティア人材の不足が課題で
ある。人材の発掘・育成を行うため、研修
会や“学校・地域ひとつなぎ”コーディ
ネーター養成講座を継続して実施する。

教育総務課 4

再掲
(22)

1-1(2)
1-2(3)
1-3(6)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
放課後児童クラブと
放課後子ども教室の
一体的実施★

全ての児童が参加できるように、同
一の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施し
ます。

放課後児童クラブと放課後
子ども教室を一体的に実施
する。（小学校71校予
定）

－
67校で放課後児童クラブと放課後
子ども教室を一体的に実施すること
ができた。

A

放課後児童クラブと放課後子ども教
室を一体的に実施する小学校が新た
に10校増え、67校で実施すること
ができた。
今後は、放課後子ども教室の未実施
校に対して開設できるように支援し
ていくことで増やしていく。

放課後児童クラブと放課後子ども教室を一
体的に実施する学校での連携協力体制に差
が見られる。
「静岡市放課後児童対策事業運営委員会」
で策定した方策に基づき連携の促進を図る
とともに、両事業の所管課での連絡調整や
現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

4

再掲
(25)

1-1(2)
1-2(3)
2-2(1)
3-1(2)
3-1(3)

拡充
民間放課後児童クラ
ブへの運営費等補助
★

事業量の確保に効果的であると認め
られる民間放課後児童クラブの運営
に対し、その費用の一部を補助しま
す。

対象となる民間放課後児童
クラブに対し、運営費の補
助を適切に実施

39,488
民間事業者５団体に対して、運営費
補助を実施

A
民間児童クラブ11事業所のうち、
補助申請があった事業者に対し、適
切な運営費の補助を実施した。

民間児童クラブの安定的かつ継続的な運営
のために、公設クラブの保護者負担金など
の制度と均衡を図りながら、効果的に補助
金交付をしていく。

子ども未来課
1，2，
4，16

336
1-3(5)
3-1(3)

継続 情報倫理教育の推進

ITの飛躍的発展によるネット社会の
広がりの中で、情報の匿名性に付随
する様々な問題に対応するため、情
報やコミュニケーションの本質的意
味を教え、その中で責任ある行動を
取れる資質を育む情報倫理教育を推
進します。

各学校にて、教員がSNS
についての授業を行えるよ
うにする。

－
児童・生徒を対象に、SNS利用に関
する講座（講師を派遣）を実施し
た。

A

静岡大学、LINEみらい財団の協力
により、市内３校（小学校１，中学
校２）でSNSの使い方について学
ぶ「SNSマナーアップ共同研究プ
ロジェクト」を実施し、各校で高い
評価を受けた。

コロナウィルスの影響により、学校が外部
人材を招くことが難しくなり講座の実施回
数が大きく減少した。令和３年度は、静岡
大学、ＬＩＮＥみらい財団の協力により作
成された「ＳＮＳノートしずおか」を周知
していく。これにより、各校でＳＮＳの使
用等のＩＣＴに係る情報モラルを学習でき
るようにしていく。

教育センター
（学校教育課）

4

337 3-1(3) 継続
交通安全リーダー
ワッペン・手帳の配
布

小学６年生への進級時、交通安全
リーダーとしての意識啓発を図ると
ともに、小学６年生一人ひとりの自
立を目指し、交通安全リーダーワッ
ペンと手帳を配布します。

小学６年生全児童へ配付 291の一部
市内の新小学６年生全員にリーダー
ワッペン、手帳を配付した。

A

市内の新小学６年生全員に配布し、
リーダーとしての自覚を促すことに
より、市内小学生の交通安全の意識
を高めることが出来た。

特になし 生活安心安全課 16

338 3-1(3) 継続
自転車マナー向上に
向けての指導・啓発

自転車に関する交通事故を防止する
ため、警察等と連携し、自転車マ
ナー向上キャンペーンや交通安全指
導員による自転車交通安全教室等を
実施します。

自転車マナー向上キャン
ペーンの実施
計14以上実施

1,654（補助金）の一
部

291の一部
693の一部

・自転車マナー向上キャンペーンを
２回実施
・自転車ルール周知チラシを配布
・静岡市自転車交通安全指導員の設
置・周知
・幼児向け自転車安全教育の指導用
教材の購入

D

局間連携による小中学校の安全担当
教諭を対象とした静岡市自転車交通
安全指導員養成講座の実施や、幼児
向けの自転車安全教育を各園の保育
教諭が実施できるよう、指導用の教
材を購入した。

より効果的な広報の実施が可能な自転車交
通安全指導員の設置方法を検討。

生活安心安全課 16

再掲
(236)

1-4(1)
1-4(3)
3-1(3)

継続
地域防災訓練への参
加促進

市内の小中高校に対し地域防災訓練
への参加を促すとともに、関係団体
に対し青少年の訓練参加への協力を
依頼します。
また、自主防災組織の実施する訓練
計画を市ＨＰに掲載し、青少年の地
域防災訓練への参加促進のための情
報提供を行います。

地域防災訓練参加者
130,200人

715

・令和２年度は、感染拡大防止の観
点から訓練規模を縮小したため、市
内の小学校、中学校、高等学校には
家庭内防災対策の再確認を依頼した

－

令和２年度は地域防災訓練におい
て、新型コロナウイルスの影響によ
り大規模な訓練を実施できなかった
ため、評価できず。

災害時における感染症対策や、コロナ禍に
おいても行える訓練など、状況に応じた訓
練を周知する必要がある。

危機管理総室 11，13
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基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策３　子ども・子育て家庭・若者の安全・安心な暮らしやすい地域の確保

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(242)

1-2(3)
1-4(3)
3-1(3)

継続
市政出前講座・静岡
市の防災体制とわが
家の防災対策

南海トラフ巨大地震の被害想定。ま
た、居住する地域で発生が予想され
る自然災害の被害や対策などを具体
的に講話することで「自助・共助」
の重要性を理解させるため、学校等
において地震対策・防災教育に関す
る教育プログラムを実施する際、関
係機関と連携して講師等を派遣しま
す。

年間230回実施 922 市政出前講座の実施　130回 B

新型コロナウイルス感染拡大の影響
により、講座の受付を一時中止する
などしたため、出前講座の実施件数
が目標に届かなかった。

コロナ禍においても行える出前講座の方法
を検討していく。

危機管理総室 11，13

再掲
(17)

1-1(1)
3-1(3)

継続
児童遊び場整備への
補助

自治会や町内会が管理運営している
児童遊び場の整備や遊具等の新設・
修繕などへの補助を行います。

年間修繕等補助件数
10件

799
年間修繕等補助金交付申請件数
７件について、交付事務を実施。

B
各自治会・町内会からの補助金交付
申請に対し、適切に補助金の交付事
務を実施した。

補助金交付の申請については、各自治会・
町内会の判断によるので、申請件数が安定
しない。

子ども未来課 3

339 3-1(3) 継続
都市公園バリアフ
リー化事業

誰もが快適に利用できる公園の形成
を図るため、ベビーシート等を設け
た車いす対応トイレを設置するとと
もに、園路等の段差解消を図りま
す。

公園施設（園路・広場・駐
車場・便所）のバリアフ
リー化率61％

16,553 整備実施　２箇所 A
予定していた箇所の整備を実施し
た。

（特になし） 公園整備課
6，9，
10

340 3-1(3) 継続 学校の安全対策
児童・生徒が安全で安心して生活が
送れるよう、学校保健安全法に基づ
く安全点検を実施します。

学校保健安全法や各学校の
安全対策マニュアルに基づ
き実施：100%

－
児童・生徒の安全で安心な学校生活
のための、学校保健安全法に基づく
安全点検の実施

A 目標どおり事業を実施した。 - 児童生徒支援課 4

341
1-3(5)
3-1(3)

継続
違法広告物等撤去活
動

電柱、街灯柱などに掲出される、は
り紙、はり札、立看板などの違反広
告物を除却することにより、青少年
の健全育成を図ります。

違反広告物等の除却件数：
累計350件以上

50 違反広告物等の除却件数：369件 A 目標どおり事業を実施した。 特になし 建築総務課 11

342 3-1(3) 継続
犯罪被害者等支援総
合案内窓口

犯罪被害者等支援のための総合案内
窓口にて、相談者への適切な対応及
び情報提供に努めるほか、総合窓口
を周知します。

広報計７回実施 91

・犯罪被害者等支援総合案内窓口で
の相談受付
・支援団体と犯罪被害者支援講演会
を共催
・庁内関係課を対象に担当者研修会
を開催
・犯罪被害者週間に広報活動、懸垂
幕の掲示、各庁舎でのパネル展実施
・相談窓口リーフレットの作成配付

A

「静岡市犯罪等に強いまちづくり基
本計画」に沿って、広報、啓発、犯
罪被害者等への配慮措置、支援、犯
罪被害者等支援を行う者への支援を
実施した。

犯罪被害者等支援特化条例の制定について
の検討。

生活安心安全課 5

343 3-1(3) 継続
特定優良賃貸住宅子
育て支援制度

特定優良賃貸住宅において、子育て
に適した良好な住環境を提供するた
め、新規入居世帯で所得基準を満た
し、小学６年生以下の子どもを扶養
している世帯に対し、家賃減額補助
を実施します。

目標入居数　延べ30戸程
度
（令和６年度で終了予定）

1570
継続実施
目標戸数　９戸
入居戸数　５戸

B
管理期間終了による管理戸数の減少
に伴い、入居者も減少したため、年
度目標戸数を下回った。

管理期間終了による管理戸数の減少。 住宅政策課 11

344 3-1(3) 継続
子育て世帯宅地提供
事業

公営住宅の建て替え等で生じた跡地
について、子育て世帯に優先的に提
供することにより、個人住宅を購入
しやすい環境を整えます。

分譲区画数
延べ４７区画程度
（令和６年度に目標値の見
直し等をする予定）

歳入　54,462
歳出　3,860

継続実施
目標区画　５区画
売払区画　５区画
（R１年度継続区画除く）
売払い契約　４区画

B
年度目標区画を達成し、延べ34区
画を供給した。

分譲する物件のＰＲや活用方法の検討、土
地利用の方向性の再検討が必要。

住宅政策課 11

345
1-3(6)
3-1(3)

継続
子育て世帯等への居
住支援情報の提供

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅などの居住支援の情報
を集約し、情報提供を行うことによ
り、住宅の購入及び賃借をしやすい
環境を整え、子育て世帯等の市内定
住の促進を図ります。

HPの随時更新
窓口案内

－
継続実施
HPの随時更新
窓口案内

A 情報提供を継続的に実施した。 情報提供手段の多角化 住宅政策課 11

再掲
(303)

1-3(6)
2-1(3)
3-1(3)

継続
市営住宅等管理業務
（入居者募集に関す
る業務）

母子世帯・父子世帯を対象に市営住
宅入居の優遇措置を行います。

優遇措置の継続実施 －

市営住宅の入居申込受付において、
配偶者のいない申込者が、現に20
歳未満の子を扶養している世帯を対
象に、市営住宅入居の優遇措置を
行った。

A
対象世帯に市営住宅優遇措置を実施
した。

（特になし） 住宅政策課 １，11
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基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策４　子ども・若者の生活の場におけるネットワークづくりの推進

再掲
(89)

1-1(2)
1-2(2)
1-2(3)
1-4(1)
1-4(3)
3-1(2)
3-1(3)
3-1(4)

継続
地域学校協働活動推
進事業

これまで推進してきた学校・地域の
連携協力による学校応援団の仕組み
を基盤として、放課後子ども教室等
の活動に関わる地域人材との共有を
図りながら、学校と地域が連携・協
働する体制を整えます。

・全小中学校区で地域学校
協働活動を実施。
・放課後子ども教室(地域
学校協働活動)の実施。
（小学校86校予定）

66,883

・全小中学校区で地域学校協働活動
を実施した。
・放課後子ども教室について、新規
で６校増加し、計81校で実施する
ことができた。

A

・地域学校協働活動につい
ては目標を達成することが
できた。
・放課後子ども教室につい
て、未実施校に対し支援を
行った結果、新たに６校で
開設することができた。引
き続き未実施校に対して支
援をしていく。

地域学校協働活動を担う地域学校協
働活動推進員やボランティア人材の
不足が課題である。人材の発掘・育
成を行うため、研修会や“学校・地
域ひとつなぎ”コーディネーター養
成講座を継続して実施する。

教育総務課 4

再掲
(188)

1-3(6)
3-1(4)

 継続 子ども食堂交流事業

「子ども食堂」の参画団体に横のつ
ながりを持たせてネットワークを形
成し、運営スタッフ等の従事者の質
の向上を図るため研修会を開催する
等、地域全体で子どもを育てる機運
の醸成を図ります。

・運営団体等の交流会開
催：年３回
・従事するスタッフやボラ
ンティアへの研修会開催：
年１回

150

・従事するスタッフやボランティア
への研修会兼交流会（書面開催）：
１回
（新型コロナウイルス感染拡大の影
響で、対面での研修・交流会ができ
なかったため書面開催を行った。）

A
従事するスタッフやボラン
ティアへの書面での研修会
兼交流会を１回実施した。

コロナ禍で屋内での子ども食堂の活
動が制限される中、場所の検討など
新たな取り組みを行う食堂のサポー
トを行う必要がある。

子ども未来課
1，4，
8，16

346
1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続
静岡市子ども・若者
支援地域協議会

子ども・若者育成支援推進法に則
り、社会生活を円滑に営むうえで困
難を有する子ども・若者への支援を
推進するため、関係機関との連携を
図ります。

会議参加者による協議会の
有意義度（アンケート調
査）90％

－

代表者会議：１回(紙面開催)
実務者会議：４回
(支援機関視察・事例研究等)

有意義度（「連携の役に立った」と
回答）割合：81.6%

A
実務者会議の参加者から概
ね期待通りの満足度を得ら
れた

関係機関相互の連携強化を図るため
に、内容の充実や有意義な情報交換
ができる場の設定に努める。

青少年育成課 17

再掲
(325)

3-1(2)
3-1(4)

継続
青少年健全育成団体
の活動への支援

地域や学校、家庭が連携した地域ぐ
るみの青少年健全育成活動を推進
し、地域住民の意識と関心を高めつ
つ、青少年の健全育成を図るため、
各地域の健全育成団体へ補助金を交
付します。

全ての地区（48地区）で
の健全育成大会の実施

12,887
全ての地区（48地区）での健全育
成大会の実施

A

コロナウイルス感染症拡大
防止のため、地区広報誌・
啓発品等を配布し、青少年
の健全育成・非行防止を推
進する啓発活動を実施し
た。

青少年の健全育成に係る時宜にか
なった話題や内容を取り入れ、対象
者が参加しやすい日時や会場を設定
することで、一人でも多くの市民の
関心を高め、活動への参加を促す。

青少年育成課 4

再掲
(171)

1-3(4)
3-1(4)

拡充
ひきこもり対策推進
事業

ひきこもりに特化した相談窓口を設
け、ひきこもり当事者及びその家族
等からの相談に応じ、必要な助言、
情報提供等を行うとともに、関係機
関と連携を図り、早期回復に向けた
取組を行います。

ひきこもり状態が改善して
いる相談者の割合
ひきこもり改善率　61%
以上を維持

ひきこもりサポーター養成
数49人

25,479

面接・電話相談、訪問・同行支援、
居場所活動、家族教室、啓発活動等
の実施。
・相談回数：1,681回
・訪問・同行支援：116回
・居場所活動：65回
・家族教室：8回

清水区出張相談の実施。ひきこもり
サポーターの活用。
・ひきこもりサポーター養成数11
人
　派遣延べ53人
・ひきこもり改善率71.4％

A

コロナ禍の影響により外出
自粛傾向ではあったが、ひ
きこもりサポーターの養
成・派遣により改善率の目
標値を達成できた。

中高年世代、複雑・困難な問題を抱
えるケースが増加傾向にあり、それ
ぞれの世代や状態に合わせた社会参
加に向けた支援、居場所作りの取組
みと連携の強化が必要。また、ひき
こもり支援の充実を図るため、前年
度以上に他機関との連携を含めたア
ウトリーチ型支援についても必要性
があるため、取り組んでいく。

青少年育成課 3

347
1-4(2)
1-4(3)
3-1(4)

継続
「市民活動支援シス
テム」活用推進事業

市民と行政がお互いの情報を共有
し、地域課題の解決に取り組むため
に、市民活動に関する情報を収集す
るとともに、地域課題の解決のため
に必要な市が保有するデータをあわ
せて広く市民に向けてウェブサイト
に掲載して情報発信を行います。

アクセス件数：224,000
件
（令和４年度に市民活動促
進基本計画の見直し等をす
る予定）

2,684

市民活動支援システム
「ここからネット」の運用
令和２年度総アクセス件数
172,805件

B

ここからネットの運用によ
り、市民活動情報の提供を
行った。また、周知活動の
一環として、市民活動セン
ターにてここからネットの
利用に関する講座を開催し
た。

新型コロナウイルスの影響により、
市民活動団体の活動が停滞し、市内
の市民活動が落ち込んでいる。その
ため、新型コロナウイルスに関する
NPOの支援情報を提供するととも
に、ここからネットを使った情報発
信などにより、市民活動の促進を図
る。

市民自治推進課 17

　【重点事業】

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

75



76

基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策４　子ども・若者の生活の場におけるネットワークづくりの推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

再掲
(288)

2-1(2)
3-1(4)

継続 家庭教育学級

各種講座を通じて、子どもの保護者
が家庭教育に必要な現代的課題等に
ついて学び、仲間をつくることによ
り、子どもたちの健やかな成長を促
し、豊かな人間性を育みます。

無人館・山間地を除く32
生涯学習施設のうち29生
涯学習施設で家庭教育学級
を実施

直営事業分24
及び指定管理料の一部

無人館・山間地を除く32生涯学習
施設中29施設で家庭教育学級を開
設（161事業）、生涯学習推進課
で４学級を開設（４事業）。

A

新型コロナウイルスの影響
や施設改修のため例年と比
較すると事業数が減少した
ものの、児童の健やかな育
ちのための家庭環境づくり
を支援した。

新型コロナウイルス感染症防止策を
徹底したうえで、多様な学習ニーズ
に応える講座を企画していく

生涯学習推進課 4

再掲
(91)

1-2(3)
1-4(3)
1-4(4)
3-1(4)

継続
学生スクールボラン
ティア

学生スクールボランティアが教科指
導や総合学習、特別支援教育、放課
後の学習相談・あそび、日本語指導
などにアシスタントとして参加する
ことで、認定こども園、小・中学校
の教育課程実施の充実を支援すると
ともに、教員志望者の開拓及び資
質・能力の向上につなげる。

小中学校の半数以上に派遣
できるように教育委員会の
ＨＰ等を通して広報活動に
努める。

－

HPや直接、地元の大学を訪問して
学生ボランティアの求人活動を展開
した。31校に学生スクールボラン
ティアを派遣し、教科指導や総合学
習、特別支援教育、放課後の学習相
談・あそび、日本語指導などにアシ
スタントとして参加した。

A

新型コロナウイルス感染症
拡大による休校により、６
月以降に活動を始める学生
がほとんどだった。学生ス
クールボランティアも感染
症予防に努めながら、授業
支援や活動補助を意欲的に
取り組んだ。学校での評価
が高いだけでなく、学生自
身の資質や意欲を高めてい
る。（学生スクールボラン
ティア70名、学校数31校)

学生スクールボランティアの参加人
数が減ってきており、早期の新型コ
ロナウイルス感染症の収束が望まれ
る。

学校教育課 4

再掲
(181)

1-2(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

継続
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不
登校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の諸
問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワー
カー12人を拠点校12校
（１支部１人）に配置し、
週２時間勤務。拠点校以外
には、要請に応じて随時派
遣及び定期巡回。

22,389

学校生活上の諸問題の背景にある家
庭環境や生活環境の調整及び改善に
努める。就学前、中学校卒業後にお
いても切れ目のない支援を行う。
【令和２年度配置状況】
小中学校：12名
高等学校：２名

A

スクールソーシャルワー
カーによる専門的な支援に
より、学校における相談機
能等の向上が図られた。

学校をプラットフォームとした貧困
対策に対応することを目的とした、
全ての学校でスクールソーシャル
ワーカーを活用できる体制のさらな
る整備を進める。

児童生徒支援課 1，4

再掲
(164)

1-2(2)
1-3(2)
1-3(3)
1-3(5)
1-3(6)
3-1(4)

拡充
スクールカウンセリ
ング事業

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相
談員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー
40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学
校に1日５時間×週３日

76,588

スクールカウンセラー　39人
小学校は週３時間（隔週６時間）、
中学校は規模に応じ週６から８時間
高等学校は隔週４時間

教育相談員　３２人
生徒数200人以上の中学校に対し
学校規模に応じ1日５時間、週１日
から４日で配置

A

いじめや不登校、問題行動
等、児童・生徒、保護者の
心の問題への支援を行うと
ともに、学校における組織
的な教育体制を向上が図ら
れた。

心理の専門家等が対応するため、カ
ウンセラー等が対応した学校の改善
率100％を達成できるようにする。

児童生徒支援課
教育総務課

4

　【関連事業】

76



77

基本目標３　地域全体で子ども・子育て・若者を支援するまちの実現【地域による支援】

施策目標１　地域全体で子ども・子育て・若者を支える環境づくり

基本施策４　子ども・若者の生活の場におけるネットワークづくりの推進

評価 課題等 担当課
SDGs

関連番号
事　業　名 事　業　概　要

令和２年度
取組内容・成果

プラン
№

掲載
か所

区分 進捗状況
令和８年度末

目標値
令和２年度決算額

（千円）

348

1-3(3)
1-3(4)
1-3(6)
3-1(4)

継続 子ども若者相談事業

【面接相談】
〇相談受付：（土日祝・年末年始を
除く）８時30分～17時15分
相談対象者：39歳までの子ども・若
者及びその保護者・関係者
【電話相談】
○こころのホットライン
相談受付：（土日祝・年末年始を除
く）毎日９時～17時　相談対象者：
39歳までの子ども・若者及びその保
護者・関係者
○24時間いじめ電話相談
相談対象者：いじめに悩む子ども・
若者及びその保護者・関係者
〇ユースサポート事業
様々な困難を抱える高校生世代に対
し、交流できる場を提供する。

相談状況改善率70％ 9,672

①面接相談
相談受付：平日８時30分～17時
15分
相談件数：435件
のべ相談回数：4,157回
②こころのホットライン
相談受付：平日９時～17時
相談件数：304件
③24時間いじめ電話相談
相談受付：毎日24時間
相談件数：314件
④ユースサポート事業（高校生ぷ
らっとサロン）
年間106回実施

相談状況改善率：78.4%

A

個別の面接相談における継
続的な支援のほか、必要に
応じて学校や関係機関と連
携して取り組んだことによ
り、目標値を達成できた

個々の相談内容に応じた適切な対応
を行うとともに、相談センターや各
取り組みの周知・PRを引き続き行
う。
また、学校や関係機関との連携のも
と、相談者の状況に応じたきめ細や
かな支援に努める。

青少年育成課 3

349 3-1(4) 継続
青少年対象事業に関
する情報提供

青少年を対象とする事業等に関する
情報をホームページ等で提供しま
す。

HPへの随時更新 －
当課事業や各青少年団体等が実施す
る事業等のホームページへの掲載

A
各種関係団体よりイベント
等の情報を収集し、市HPに
より広く周知できた。

既存の関係団体のほか、各地域で自
主的に活動している団体も含めて
様々な情報発信が出来るよう検討す
る。

青少年育成課 17

350 3-1(4) 継続
青少年育成員・指導
者研修会

青少年の指導方法や事業の企画運営
等に関する研修会を開催します。
対象：青少年育成に関わる指導者等

年１回実施 －
実施なし
（資料配布）

B

コロナウイルス感染症拡大
防止のため、研修会を中止
したが、研修会資料等を配
布し、青少年の指導方法の
理解を深めた。

参加者のニーズを探り、それに沿っ
た講師の選定や内容の検討、広報の
充実を図っていく。

青少年育成課 17

再掲
(252)

2-1(1)
3-1(4)

継続
しずおかエンジェル
プロジェクト推進事
業

出会いのイベントや「婚活」に関す
る講座を開催し、官民連携により結
婚を支援する気運の醸成を図りま
す。

出会いのイベントにおける
成立カップル率30.1％以
上を維持

1,147

①結婚を希望する男女の出会いの機
会創出
・出会いのイベント：６回
・親対親の代理婚活：２回
②婚活サポーターの活用

成立カップル率：47.7%

A

コロナ禍ではあったが感染
症対策を徹底しイベントを
実施した。実施にあたって
は婚活のノウハウを持ち、
市と協定を結ぶNPO法人に
実施委託するとともに、婚
活サポーターの活用によ
り、カップル成立率の向上
が図れた。

行政が出会いイベントの開催、意識
啓発を行うことが、婚活初心者の踏
み出し支援となるような事業実施が
必要。官民連携による結婚を応援す
る機運を醸成するため、連携体制を
構築していく。

青少年育成課 5

77


